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第１章 第１次事前調査の概要 

 

１－１ 要請背景及び経緯 

 近年中米諸国では、都市部や市街地への人口集中、消費増大、経済構造の変化により、廃棄物

の量が増加している。その一方で、廃棄物管理体制が整っていないため、適切に処理処分されな

い廃棄物による地下水汚染や土壌汚染が拡大し、健康面や生態系への悪影響が問題となっている。 

 中米の各国政府は廃棄物問題に取り組んでいるものの、加速する市場開放とともに、環境対策

よりも経済発展を重視する傾向が依然として続き、廃棄物問題は年々拡大している。特に、地方

分権化の流れを受けて廃棄物管理の責任機関となっている自治体の多くは、人材と資金不足が原

因で十分なサービスを提供できないでいる。 

 かかる状況から、2003 年 11 月、中米統合機構（SICA）環境大臣理事会は「中米広域廃棄物管

理自治体支援プログラム」（以下、「プログラム」）を形成することとし、我が国政府に対して支援

を要請した。その後、中米諸国は、同プログラムのコンポーネントとして、国ごとに技術協力プ

ロジェクトを要請することになった。そのうちエルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）

からは、「廃棄物管理小規模自治体支援計画」（以下、「プロジェクト」）が我が国に要請された。 

 エルサルバドルでは、1998 年「環境基本法」、2001 年には「固形廃棄物政策」が策定され、現

在環境天然資源省（MARN）が「固形廃棄物国家戦略計画」を作成中であり、対策に必要な体制

及び具体策を形成しつつある。さらに、大統領令により、各自治体は 2004 年８月 28 日までに国

内の不適切なゴミ捨て場所の撤去に必要な実施計画書を環境天然資源省に提出することが決めら

れた。しかし、廃棄物管理を担うべき自治体の多くは、対応能力が不足し、不十分な廃棄物の収

集サービス、不衛生な廃棄物処分場などの問題を解決できないでいる。 

 自治体の対応能力不足に対する解決策として、エルサルバドルでは、複数の自治体が組合を成

し、連携・共同して廃棄物対策にあたる方法が有効とみなされており、上記の「固形廃棄物政策」

では、「ゴミ回収及び最終処分において複数自治体の共同参加あるいは広域的な参加を強化する」

と述べられている。 

 かかる状況の下、エルサルバドル政府は、我が国による技術協力プロジェクトとして、モデル

として選定される自治体組合内に廃棄物管理システムを実際に構築するとともに、その過程で関

係者、関係機関の能力を向上させ、この成果をエルサルバドルの他の自治体、さらには他の中米

諸国の自治体に普及させることをめざした協力を期待している。以下に本調査の目的を示す。 

（モデル自治体組合：エルサルバドル東部のラ・ウニオン県内の北部９自治体 ASINORLU、人口

合計約 14 万 5,000 人） 

 

（１）調査の目的 

 本調査は、情報収集・分析、エルサルバドル関係機関との協議を通じて、技術協力プロジェク

トの要請背景、実施意義を確認する。また、調査結果を取りまとめ、プロジェクトの基本計画案

（プロジェクトドキュメント素案）を作成することを目的とする。 
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１－２ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所    属 

総 括 吉田 充夫 JICA 国際協力専門員 

廃棄物行政 真次 寛 福岡市環境局施設部施設課長 

協力企画 鈴木 昭彦 JICA 地球環境部環境管理第二チーム 

廃棄物管理 坂口 喜市郎 株式会社エックス都市研究所 

（同行）山本 糾哉  JICA 中米・カリブ地域支援事務所企画調査員（環境） 

 

１－３ 調査日程 

官団員：2004 年９月 12～25 日 

役務コンサルタント団員：2004 年９月 17 日～11 月２日 

活 動 内 容 日

順 
月日 

曜

日 官団員 コンサルタント

１ ９月 12 日 日 サンサルバドル着 

２ ９月 13 日 月

JICA 事務所打合せ、日本大使館表敬、外務省表敬、環境

大臣表敬、テクニカルコミッティ（MARN、MSPAS、

ISDEM）打合せ 

３ ９月 14 日 火 テクニカルコミッティ打合せ、CCAD 表敬 

４ ９月 15 日 水
移動（サンサルバドル→ラ・ウニオン県） 

現地踏査（サンタロサデリマ市役所、処分場） 

５ ９月 16 日 木
現地踏査（川沿い不法投棄場、ｴﾙｻｳｾ、ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝ･ﾃﾞ･ｵﾘｴ

ﾝﾃ、ｱﾅﾓﾛｽ、ﾇｴﾊﾞ・ｴｽﾊﾟﾙﾀ、ﾎﾟﾛﾛｽ、ﾘｽﾘｹ） 

 

６ ９月 17 日 金 ISDEM ｻﾝﾐｹﾞﾙ事務所訪問、現場踏査（ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ、ｻﾝﾎｾ） ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ着 

７ ９月 18 日 土 移動（ラ・ウニオン県→サンサルバドル） 

８ ９月 19 日 日 テクニカルコミッティ打合せ（MARN、MSPAS、ISDEM） 

９ ９月 20 日 月 テクニカルコミッティ M/M 協議（MARN、MSPAS、ISDEM） 

10 ９月 21 日 火 M/M 署名、関係者と懇親会 

11 ９月 22 日 水 JICA 事務所報告、日本大使館報告 

12 ９月 23 日 木 サンサルバドル発 

～   ～

49 10 月 30 日 土

現地調査 

50 10 月 31 日 日

  

  

  サンサルバドル発 

MARN：環境天然資源省 MSPAS：厚生省 ISDEM：自治体開発庁 

CCAD：中米環境総局 M/M：ミニッツ 
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第２章 調査結果 

 

２－１ 協議事項 

 （１）要請の背景、プロジェクトの実施意義 

   以下のとおり、本プロジェクトの実施意義を確認した。 

 

   １）自治体の廃棄物管理の問題 

     本プロジェクトの対象となるラ・ウニオン県北部では、廃棄物管理に投入可能な人材

と資金が不足しているため、９つある自治体ごとに状況の違いはあるが、不十分な廃棄

物収集、不法なオープンダンピング処分場など、廃棄物管理が適切に実施されていない。

不法投棄された廃棄物により豊かな自然が破壊されるだけでなく、河川が浸出水により

汚染され、その河川の水を飲み水として利用する住民の健康が損なわれるおそれも指摘

されている。他県も同様の状況と推測され、エルサルバドルの自治体の廃棄物管理を早

急に改善する必要がある。 

     また、環境法が不法処分場の閉鎖計画を中央政府に提出するように自治体に義務づけ

ているが、３度も延長された期限である 2004 年８月になってもいまだ提出できていない

自治体が多い。同法に対する自治体の対応能力の強化が必要である。 

 

   ２）エルサルバドル東部地域開発への貢献 

     ラ・ウニオン県北部を含む東部地域は、円借款により中米最大規模のラ・ウニオン港

の建設が進められており、今後大きく経済的に発展することが予想される。この発展に

伴い、廃棄物発生量の増加も予想されるため、同地域の廃棄物対策を早期に検討すべき

である。 

 

   ３）エルサルバドル側の意欲 

     環境天然資源省（MARN）、厚生省（MSPAS）、自治体開発庁（ISDEM）の関係者は、

本プロジェクトの準備を主体的に進めてきており、その意欲は非常に高い。また、プロ

ジェクトの対象となるラ・ウニオン県北部の自治体組合 ASINORLU においても、構成す

る各自治体は、共同（広域）の廃棄物管理を実現するため、団結している。このような

エルサルバドル側の意欲、オーナーシップの高さから、本プロジェクトは高い成果を得

られると期待される。 

 

 （２）プロジェクトの基本計画 

   １）プロジェクトの基本的な方向性 

     プロジェクトの基本構成要素（上位目標、プロジェクト目標、成果、実施体制等）は

以下のとおり合意した。 
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    ａ）キャパシティ・ディベロップメントの実施 

      本プロジェクトにより ASINORLU に構築する廃棄物総合管理システムを、モデルと

してプロジェクト終了後に他の自治体組合に普及していけるように、普及に必要な中

央政府関係者の能力の向上（キャパシティ・ディベロップメント）を図る。 

 

    ｂ）パイロットプロジェクトとしての ASINORLU での廃棄物管理システム構築 

      ASINORLU での廃棄物総合管理システムのモデル構築は、それ自体をプロジェクト

の目的とせず、上記のキャパシティ・ディベロップメントを図るための手段として、

パイロットプロジェクトとして実施する。中央政府関係者はモデル構築に係る作業を

ASINORLU 関係者と協力しながら実施する。日本人専門家は、ASINORLU 関係者を直

接指導するのではなく、中央政府関係者に対して指導を行う。 

 

  ２）プロジェクトの具体的な内容 

    上記の基本的な方向性に基づき、エルサルバドル側はプロジェクトの具体的な内容を再

提案し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の形に取りまとめた（M/M 参照）。

以下に、エルサルバドル側から提案された内容について示す。 

 

    ＜上位目標＞ 

     エルサルバドルの環境衛生改善のため、不適切な固形廃棄物に関連する問題の削減に

貢献する。 

 

    ＜プロジェクト目標＞ 

     小規模自治体組合における廃棄物総合管理を普及する中央政府関係者の能力を向上す

る。 

 

    ＜成果＞ 

     １．ASINORLU において、自治体組合による廃棄物管理モデル（以下、「廃棄物管理

モデル」）が開発される。 

     ２．廃棄物管理モデルを全国に普及する仕組みができる。 

 

    ＜活動内容＞ 

     １．ASINORLU におけるパイロットプロジェクトの実施 

      ①現状調査 

      ②廃棄物管理モデルの設計 

      ③廃棄物管理モデルの実施 

      ④オープンダンピング処分場の閉鎖、及びサンタロサデリマ処分場の改善 

      ⑤財務、行政、法規面における持続性を確保するための代替案の検討 

      ⑥環境教育、住民啓発 



－67－ 

     ２．普及の仕組みづくり 

      ①実施ユニットの強化 

      ②固形廃棄物総合管理におけるキャパシティ・ディベロップメント 

      ③普及計画の作成 

      ④広域ワークショップの計画、実施 

 

    上記基本内容に基づいたプロジェクトの具体的な内容は、第２次事前評価調査において

合意形成を図る予定である。 

 

  ３）プロジェクトの実施体制 

   ASINORLU での廃棄物管理システムのモデル構築、さらにそのモデルの普及において中心

的な役割を担うため、ISDEM 内に実施ユニットを設立することとした。さらに、ISDEM、

MARN、MSPAS の関係者から成る技術委員会が、実施ユニットを技術的に支援することとし

た。実施ユニットと技術委員会がプロジェクトの実施機関となる。 

   なお、実施ユニットの設立について、ISDEM、MARN、MSPAS は合意文書を交わす予定で

ある（M/M 参照）。 

 

 （３）その他確認事項 

  １）ASINORLU のモデル自治体組合について 

   ａ）協力の意志 

     ASINORLU は、モデル自治体組合として自ら名乗りをあげており、プロジェクトに参

加する意志は高い。本プロジェクトのため、ASINORLUの各自治体では担当者を任命し、

プロジェクトの実施準備を進めている。 

 

   ｂ）廃棄物管理を実施する能力 

     ASINORLU の自治体のなかには、収集サービスを実施していない自治体もあり、廃棄

物総合管理システムを機能させるためには、パイロットプロジェクトにおいて能力向上

が必要。 

 

   ｃ）廃棄物管理モデルを構築できる可能性 

     小規模な自治体が単独では困難な廃棄物管理を組合化して実施するアプローチについ

ては、エルサルバドル政府が主体的に検討して導いた結論でもあり、調査団としても支

持する。しかし、自治体組合の規模が小さく、必要な技術者を組合内だけで確保するの

は困難であるなどの課題が懸念されるため、中央政府が何らかの支援策を用意する必要

があるだろう。 

     ASINORLU では、環境法を遵守し、不法なオープンダンピングの処分場をすべて閉鎖

し、１か所の衛生埋め立て処分場（サンタロサデリマ処分場）に全９自治体の廃棄物を

処分する計画を立てている。１つの処分場に集約して処理する手法は、廃棄物の輸送距

離の増加に伴うコスト増は不可避であり、この計画が経済的に妥当であるかについて十
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分な検討が必要である。本プロジェクトでは、上記の計画を現状に則した計画にするた

めに必要であれば修正し、3R 導入や輸送の効率化等によるコスト削減を図りつつ、持続

可能なモデルの構築をめざすこととする。 

 

  ２）衛生埋め立て処分場（福岡方式）導入の可能性 

    サンタロサデリマ処分場の衛生埋め立て方式（福岡方式）による改善は可能である。経

済力、調達可能な資機材等、現地の状況に合わせて導入するのが福岡方式の基本的な考え

方であり、本プロジェクトにおいても ASINORLU の状況に則して導入方法を検討すること

は有用である。 

 

  ３）中米地域の廃棄物管理における協力についての意見交換 

    調査団が SICA「中米環境と開発委員会」（CCAD）を訪問した際に意見交換を行った。

調査団は、エルサルバドルプロジェクトの一環として、広域セミナーを開催して他国関係

者をエルサルバドルに招く案など、意見を述べた。 

 

  ４）プロジェクト実施上の留意事項 

    エルサルバドルでは 2006 年３月に全国で市長選挙が実施される予定であり、プロジェク

トのスケジュール作成において留意する必要がある。 

    また、現地では本プロジェクトに対する期待が非常に高く、プロジェクトの可能な限り

の早期開始を望んでいる。現在のところ 2005 年夏からの専門家派遣を想定しているが、現

地の意欲を低減させないために必要であれば、より早期の派遣を検討する。 
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第３章 団長所感 

 

今回の調査においては、対処方針に示された以下の５点について調査を行い、相手側と協議し、

その内容を議事録（M/M）にまとめた。 

 ・要請の背景、プロジェクト実施意義の確認 

 ・プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果、活動内容、等の妥当性の確認・検討 

 ・プロジェクトサイトの妥当性の確認・検討 

 ・実施体制の確認 

 ・中米地域の廃棄物分野広域協力についての SICA「中米環境と開発委員会」（CCAD）との意

見交換 

 

また、コンサルタント団員は残留して、適切なプロジェクト・デザインのための廃棄物管理キ

ャパシティ・アセスメントを、実施機関と ASINORLU の加盟各自治体について行った。以下それ

ぞれの点について、調査結果の概要を述べる。 

 

 （１）要請の背景とプロジェクト実施意義 

   本プロジェクトは国内研修（JICA 札幌・中米地域特設廃棄物管理）の帰国研修員が中心と

なって、現地のニーズの実際に基づいてプロジェクト形成を行ったものである。その背景に

は、中米における近年の国際的な環境配慮重視の下、1998 年「環境基本法」、2001 年には「固

形廃棄物政策」が中央政府によって策定され、その後大統領令によって、各自治体は 2004 年

８月 28 日までに不適切で公衆衛生上の問題を発生するオープンダンプを撤去する計画を策

定するよう求めたということがある。これに違反すると罰金が科せられるというきびしいも

のであった。しかし、実際に廃棄物管理に責任を負うべき各自治体（とりわけ地方小規模自

治体）は、市場経済の発展の下、廃棄物の質が多様化し廃棄物量が増大しているにもかかわ

らず廃棄物問題対処能力（キャパシティ）が不足しており、そのため、収集運搬サービスや

最終処分が十分に実行できないでいるという状況にあった。こうした事態を打開し、地方小

規模自治体が自らの手で適正な（持続的な）廃棄物管理を実行できるようになることが同国

における緊急の課題となったのである。 

   キャパシティ不足を解決するひとつの方向として、収集運搬サービスは個々の自治体の任

務としつつも、最終処分については小規模自治体が組合を組織し、いわば“スケール・メリ

ット”を生かして対処していくという方針が、前述の帰国研修員らが中心となって立案され

た。このような状況の下、最初の試み、いわばモデル・ケースとして、同国東部ラ・ウニオ

ン県北部９自治体の組合 ASINORLU が選ばれ、その実行の技術的支援につき我が国に対し要

請が行われた。このように、本件は、要請の背景が明確で現地のニーズに根ざしており、か

つ大変強いオーナーシップが認められ、我が国としても対応可能な技術内容であるため、十

分に実施意義があるものと考えられる。 

   また、ラ・ウニオン県は円借款による協力により新港が建設され今後の経済開発が大幅に

進むと期待される地域である。経済発展や物資流通拡大に伴う廃棄物増加が懸念されるとこ
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ろでもあり、経済開発支援とあわせた、こうした環境分野の支援は、大変意義のあることで

あると考えられる。 

 

 （２）プロジェクトの上位目標、目標、成果、活動内容、実施機関の妥当性 

   このプロジェクトはその目標を考えるうえで、２つの意味で重要な内容を含んでいる。１

つは、このような小規模自治体がエルサルバドル国内に多数存在することから、同国の小規

模自治体の廃棄物管理改善の１つの「モデル・ケース」となり得るということである。さら

にもう１点は、「モデル」であるという点におのずと表れているように、他の地方自治体（組

合）への普及（レプリカシオン）を目標としているということである。すなわち、ASINORLU

での成果のみならず、ASINORLU でのプロジェクト実施における中央政府の支援チームの指

導・援助能力そのものの向上が目標となる、ということである。すなわち、支援者である JICA

の観点からいえば、その支援（技術協力）の対象は、当初要請書に述べられていたように直

接 ASINORLU の現場で各自治体を援助することではなく、技術的な助言は行いつつも、各自

治体を指導・援助する中央政府の自治体開発庁（ISDEM）チームの指導・援助能力の向上の

ために支援すること（ファシリテーション）である。なお、帰国研修員グループは、この中

央政府支援チームのメンバーなどに対して、既に独自の研修コースをエルサルバドル国内に

て実施して、基礎的な能力向上に取り組んでいる。 

   相手側との協議要請内容においては以上のような観点から、目標設定や活動内容を再編整

理した。実施体制についても以上の観点から要請書の案を改訂し、JICA チームのカウンター

パートはあくまで ISDEM であると確認した。また、廃棄物最終処分の方法は条件に応じて検

討されるべきであり、要請書の案のように特定の技術導入を前面に掲げての打開は提起すべ

きではなく、予断を排し現地の状況に即して検討することとした。 

   これらの内容は M/M、PDM（案）としてまとめた。 

 

 （３）プロジェクトサイトの妥当性の確認・検討 

   プロジェクトサイトであるラ・ウニオン県北部の ASINORUL は、本要請に先立っていくつ

かの自治体組合から選択されたものであるが、現地調査の結果、各自治体とも廃棄物管理に

関する問題を抱えていること、改善に向けての組合メンバーの足並みがそろい結集力が強靭

であること、政治的に比較的安定していること、などから妥当な選択であると考えられる。 

 

 （４）広域協力について 

   中米地域の廃棄物分野広域協力については SICA「中米環境と開発委員会」（CCAD）と意

見交換を行った。本プロジェクトを広域協力の一環としてとらえており、今後の広域展開に

ついて強い期待が表明された。調査団は、広域協力の過程で提案されてきた本件プロジェク

トの要請のいきさつについて理解をしているということを表明しながらも、あくまで本件は

エルサルバドルとの二国間協力の枠内でのプロジェクトである、ということを説明した。し

かし、二国間協力の枠内であっても、国際セミナー・ワークショップの開催、第三国個別研

修、第三国専門家派遣といったスキームを JICA は有しており、これらのスキームを活用し広

域協力に寄与することはできると説明し、理解を求めた。 
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 （５）本プロジェクト実施上の留意点 

   JICA の廃棄物分野の技術協力は従来開発調査スキームでの協力を主とし、「プロジェクト

方式技術協力」は JICA においてこれまでわずか２例にとどまっていた。「開発調査」におい

ては、調査・計画づくりをもっぱら日本の調査団（コンサルタント）が担い、その結果であ

るマスタープラン等の計画書を成果品として提出することにより、それに基づく事業が実施

されることを援助成果と想定していたことは、否めない事実である。つまり「プロダクト重

視」（product-oriented）のアプローチである。 

   今日 JICA では「開発調査」と「プロジェクト方式技術協力」は「技術協力プロジェクト」

として包括的に扱う方向にあるが、本プロジェクトの特徴は、いわば「プロジェクト方式技

術協力」で展開されてきた、技術指導重視、「プロセス重視」（process-oriented）のアプローチ

を強く打ち出しつつ、相手側自らの手で適正なプロダクトを生み出す能力を獲得することを

支援する、すなわち、「キャパシティ・ディベロップメント支援」のアプローチをとることに

ある。今後のプロジェクト・デザインにあっては、この「キャパシティ・ディベロップメン

ト支援」のアプローチに十分留意して、相手側の内発的な能力発揮を最重点に、JICA はあく

まで側面からの支援に徹することに常に留意する必要がある。 

   さらにもう１点は、小規模自治体組合の規模の問題である。今回のプロジェクトで対象と

するような比較的広く人口密度の疎な小規模自治体組合では、これまで多くの JICA 事業が手

がけてきたような通常の都市廃棄物管理の経営条件とは全く異なるということを十分に認識

しなければならない。収集・運搬・最終処分について、経済的合理性から考えて真に“スケ

ール・メリット”を生かせる規模なのかどうか、といったことについて、これまでの都市廃

棄物の常識には当てはまらない面があることを念頭に置かねばならない。 
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第４章 その他資料 

 
４－１ ミニッツ（M/M） 

 次ページ参照 
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第１章 第２次事前調査の概要 

 

１－１ 要請背景及び経緯 

 近年中米諸国では、都市部や市街地への人口集中、消費増大、経済構造の変化により、廃棄物

の量が増加している。その一方で、廃棄物管理体制が整っていないため、適切に処理処分されな

い廃棄物による地下水汚染や土壌汚染が拡大し、健康面や生態系への悪影響が問題となっている。 

 中米の各国政府は廃棄物問題に取り組んでいるものの、加速する市場開放とともに、環境対策

よりも経済発展を重視する傾向が依然として続き、廃棄物問題は年々拡大している。特に、地方

分権化の流れを受けて廃棄物管理の責任機関となっている自治体の多くは、人材と資金不足が原

因で十分なサービスを提供できないでいる。 

 かかる状況から、2003 年 11 月、中米統合機構（SICA）環境大臣理事会は「中米広域廃棄物管

理自治体支援プログラム」（以下、「プログラム」）を形成することとし、我が国政府に対して支援

を要請した。その後、中米諸国は、同プログラムのコンポーネントとして、国ごとに技術協力プ

ロジェクトを要請することになった。そのうちエルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）

からは、「廃棄物管理小規模自治体支援計画」（以下、「プロジェクト」）が我が国に要請された。 

 エルサルバドルでは、1998 年「環境基本法」、2001 年には「固形廃棄物政策」が策定され、現

在環境天然資源省（MARN）が「固形廃棄物国家戦略計画」を作成中であり、対策に必要な体制

及び具体策を形成しつつある。さらに、大統領令により、各自治体は 2004 年８月 28 日までに国

内の不適切なゴミ捨て場所の撤去に必要な実施計画書を環境天然資源省に提出することが決めら

れた。しかし、廃棄物管理を担うべき自治体の多くは、対応能力が不足し、不十分な廃棄物の収

集サービス、不衛生な廃棄物処分場などの問題を解決できないでいる。 

 自治体の対応能力不足に対する解決策として、エルサルバドルでは、複数の自治体が組合を成

し、連携・共同して廃棄物対策にあたる方法が有効とみなされており、上記の「固形廃棄物政策」

では、「ゴミ回収及び最終処分において複数自治体の共同参加あるいは広域的な参加を強化する」

と述べられている。 

 かかる状況の下、エルサルバドル政府は、我が国による技術協力プロジェクトとして、モデル

として選定される自治体組合内に持続可能な廃棄物総合管理を実際に構築するとともに、その過

程で関係者、関係機関の能力を向上させ、この成果をエルサルバドルの他の自治体、さらには他

の中米諸国の自治体に普及させることをめざした協力を期待している。エルサルバドルの要請を

受け、これまでに事前調査を１度派遣している。その第１次調査概要、及び本調査の目的を以下

に示す。 

（モデル自治体組合：エルサルバドル東部のラ・ウニオン県内の北部９自治体 ASINORLU、人口

合計約 14 万 5,000 人） 

 

（１）第１次事前評価調査 

 2004 年９月 12 日から 11 月２日にかけて実施した第１次事前評価調査により、本プロジェク

トの実施意義を確認したほか、本プロジェクトの方向性について以下のとおり合意した。 
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   １）キャパシティ・ディベロップメントの実施 

     本プロジェクトでは、エルサルバドルの中央政府関係者が地方自治体に持続可能な廃

棄物総合管理をプロジェクト終了後に普及していけるように、中央政府関係者の対処能

力の向上（キャパシティ・ディベロップメント）を図る。 

 

   ２）パイロットプロジェクトとしての ASINORLU における持続可能な廃棄物総合管理導入 

     ASINORLU での廃棄物総合管理の導入は、それ自体をプロジェクトの目的とせず、上

記のキャパシティ・ディベロップメントを図るための手段として、パイロットプロジェ

クトとして実施する。中央政府関係者は廃棄物総合管理の導入に係る作業を ASINORLU

関係者と協力しながら実施する。日本人専門家は、ASINORLU 関係者を直接指導するの

ではなく、中央政府関係者に対して指導を行う。 

 

   ３）パイロットプロジェクトにより導入する ASNORLU の廃棄物総合管理 

     ASINORLU を構成する９自治体が、現在別々に実施している廃棄物管理を、共同で実

施するようにする。エルサルバドル側の現在の案では、域内にある４つの処分場のうち、

サンタロサデリマ処分場を残して他の処分場を閉鎖し、サンタロサデリマ処分場を衛生

埋め立てに改善したうえで９市すべての廃棄物を同処分場に運搬する、という計画であ

る。また、各市では分別収集を行い、3R も取り入れる計画である。本計画は、廃棄物の

運搬費などコストの増加を招く可能性が高く、プロジェクトでは、ASINORLU の現状を

踏まえてその妥当性を十分に検討する必要がある。検討の結果によっては、本計画の見

直しが必要となる場合もある。 

 

   ４）プロジェクトの実施体制 

     ASINORLU への廃棄物総合管理の導入、プロジェクト終了後の廃棄物総合管理の自治

体への普及において中心的な役割を担うため、自治体開発庁（ISDEM）内に実施ユニッ

トを設立することとした。さらに、ISDEM、環境天然資源省（MARN）、厚生省（MSPAS）

の関係者から成るテクニカルコミッティ（技術委員会）が、実施ユニット（Project Execution 

Unit：PEU）を技術的に支援することとした。PEU とテクニカルコミッティがプロジェ

クトの実施機関となる。 

 

 （２）第２次事前評価調査の目的 

  ・第１次事前評価調査の結果を踏まえ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案、

Plan of Operation（PO）案について合意形成を図り、合意事項についてミニッツ（M/M）で

確認する。 

  ・事業実施事前評価表、プロジェクトドキュメント案を作成する。 
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１－２ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

総 括 北中 真人 JICA エルサルバドル駐在員事務所長 

廃棄物管理 山本 糾哉 JICA 中米カリブ地域支援事務所 企画調査員 

協力企画 鈴木 昭彦 JICA 地球環境部環境管理第二チーム 

評価分析 坂口 喜市郎 株式会社エックス都市研究所 

 

１－３ 調査日程 

官団員：2004 年 12 月 12～18 日 

役務コンサルタント団員：2004 年 12 月７～23 日 

活 動 内 容 日

順 
月日 

曜

日 官団員 コンサルタント 

１ 12 月７日 火 サンサルバドル着 

～ ～  

４ 12 月 10 日 金
現地調査 

５ 12 月 11 日 土

  

団内打合せ 

６ 12 月 12 日 日 サンサルバドル着 団内打合せ 

７ 12 月 13 日 月

JICA 事務所打合せ、日本大使館表敬、関係機関との打合せ〔環境天然資源

省（MARN）、厚生省（MSPAS）、自治体開発庁（ISDEM）、モデル自治

体グループが参加〕 

８ 12 月 14 日 火 関係機関との打合せ（MARN、MSPAS、ISDEM） 

９ 12 月 15 日 水 関係機関との打合せ（MARN、MSPAS、ISDEM） 

10 12 月 16 日 木 関係機関との打合せ（MARN、MSPAS、ISDEM） 

11 12 月 17 日 金 M/M 署名、日本大使館報告 

12 12 月 18 日 土 サンサルバドル発 

～   13 
～ 
16 12 月 22 日 水

現地調査 

17 12 月 23 日 木

 

サンサルバドル発 
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第２章 調査結果 

 

２－１ 合意事項 

 （１）PDM 案についての暫定合意 

   調査団の PDM 案についてエルサルバドル側と協議を行い、暫定的に合意した。達成度を評

価する指標について変更した以外には、ほぼ対処方針のとおりであった（別添 PDM 案参照）。 

 

 （２）PO 案について暫定合意 

   PO 案の協議において、プロジェクトの各活動に必要な期間を検討し、表中にバーチャート

として配置したところ、プロジェクト実施期間の当初案である３年間では不足するとして、

エルサルバドル側から実施期間を３年半に修正するよう提案された。調査団は本提案につい

て帰国後に検討するとしたうえで、仮に３年半のプロジェクトとなった場合の PO 案につい

て協議を通じて作成し、暫定的に合意した。 

 

２－２ 協議事項 

 （１）プロジェクト名称 

   プロジェクトの名称を、「小規模自治体廃棄物総合管理プロジェクト」から小規模の文字を

取り、「地方自治体廃棄物総合管理プロジェクト」とした。エルサルバドル側から、パイロッ

トプロジェクトを実施する ASINORLU には小規模自治体だけではなく、中規模自治体も含ま

れており、また将来プロジェクト終了後に廃棄物総合管理を普及させる自治体としては中規

模自治体も対象としているため、上記のとおり提案され、調査団は了解した。 

 

 （２）プロジェクトの実施体制 

   第１次事前評価調査において合意したエルサルバドル側実施機関について再確認した。

ISDEM、MARN、MSPAS の３機関はプロジェクトの実施のため、それぞれの責任を明記した

合意文書を 2005 年２月までに交わす予定である。 

 

 （３）プロジェクトにおける費用分担 

   調査団は、本プロジェクトの日本側の投入は、基本的に専門家派遣、本邦研修、機材供与

であり、これら以外の投入については、エルサルバドル側のオーナーシップを高めるため、

またパイロットプロジェクトにおいてエルサルバドルの経済事情に合った廃棄物総合管理の

実現を促進するため、エルサルバドル側で負担すべきであると説明した。 

   エルサルバドル側は、可能な限り費用を負担し、費用がかからない部分（人員配置、等）

については最大限協力する姿勢を見せているものの、財政状況が厳しく、また来年度予算が

既に確定しており、本プロジェクトに投入する来年度予算の捻出が困難であるため、パイロ

ットプロジェクトの費用（機材、工事）のほぼすべてを日本側が負担することを要望した。

また、エルサルバドル側の各関係機関から、カウンターパートの配置以外の負担について以

下のとおり説明があった。 
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   １）ISDEM 

    ・首都サンサルバドル市とサンミゲル市 にオフィススペース 

    ・移動用の車両２台 

 

   ２）MARN 

    ・プロジェクト終了後に、ASINORLU におけるパイロットプロジェクトの成果を持続さ

せるため、重大汚染地域浄化プログラム（MARN の融資プログラム）の適用。また他

の自治体への普及を支援するため、資金の提供策を検討。 

    ・移動用の車両１台 

 

   ３）MSPAS 

    ・移動用の車両２台 

 

   ４）ASINORLU 

    ・パイロットプロジェクト用のオフィススペース 

    ・処分場改善の予定地の地形調査の実施 

    ・重機の提供（ただし台数に限度がある） 

 

   調査団は、日本側の方針とエルサルバドル側の要望に大きな乖離があり、調査期間中での

合意案の作成は困難な状況であったため、エルサルバドル側の要望を聞き取って帰国後に検

討することとした。また、パイロットプロジェクト（衛生埋め立て、収集運搬等）において

本格的な費用負担が発生するのは再来年度になるが、エルサルバドル側の再来年度の予算の

なかで負担可能な費用について検討し、2005 年１月７日までに JICA に報告するよう依頼し、

エルサルバドル側は了解した。 

   その後、１月７日付けでエルサルバドル側から JICA エルサルバドル事務所にレターが提出

され、エルサルバドル側は既存オープンダンピング処分場の閉鎖に必要な経費を負担する、

と回答があった。ASINORLU が、MARN の重度汚染地域対策プログラムにより資金協力を受

けて、この経費を負担するとのことである。 

 

 （４）カウンターパート、日本人専門家のオフィススペースの確認 

   前回調査時からの追加メンバーを含め、カウンターパートの名前を確認した。 

   専門家のサンサルバドル市における執務室が ISDEM 内に確保されていることを確認した。

なお、サンミゲル市における執務室は前回調査で ISDEM 地域事務所内に確保されていること

を確認済み。 

 

２－３ プロジェクトの進め方 

 （１）エルサルバドル側の投入について 

   エルサルバドル側は、追加予算措置があまり必要ない部分（人員配置、等）については最

大限協力する姿勢を見せているものの、パイロットプロジェクトの工事や機材の費用の負担

については困難であると述べている。事務所によれば、エルサルバドルの政府各機関は財政
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状況が厳しく、特に ISDEM は過去に実施したプロジェクトが失敗し、今回のような自治体組

合により共同で廃棄物総合管理を実施するという新しい試みを行うプロジェクトのための予

算確保が容易でないとのことである。エルサルバドル側からの１月７日付けレターによれば、

エルサルバドル側は、既存重機の提供、地形調査の費用負担に加え、不法なオープンダンピ

ング処分場の閉鎖にかかる費用を負担するとのことであるが、依然としてパイロットプロジ

ェクトに要する費用の大部分を日本側に負担することを期待している。 

 

   １）専門家派遣 

     本プロジェクトは、上記のとおり、衛生埋め立て処分場の設計や施工管理といった業

務も含まれるため、コンサルタントを専門家として派遣し、実施することを想定してい

る。その場合、コンサルタント契約の方法として以下の２通りが考えられる。 

     ＜業務実施型＞ 

      １社と契約して、必要な専門家を一括して派遣する方法。１社で責任をもって業務

にあたるのでプロジェクトは円滑に実施されやすい。しかし、一般的な開発調査（M/P、

F/S 等）のようなアプローチで業務が進められ、技術移転が十分に実施されないような

ことが起きないよう、注意が必要。 

     ＜業務実施簡易型＞ 

      １人ひとりの専門家を必要の都度募集し、契約して派遣する。プロジェクトのニー

ズに柔軟に対応できる。しかし、カウンターパートに対する技術移転のほかに、衛生

埋め立て処分場の設計、施工管理、現地工事業者との契約まで対応できる人材が確保

されるか未知数。 

 

   ２）プロジェクト終了後の普及について 

     本プロジェクトは、持続的な廃棄物総合管理を地方に普及する施策能力の向上を図る

プロジェクトであるが、実際に普及活動までをプロジェクト活動に含んでいない。しか

し、プロジェクトの上位目標を達成するには、実際に普及が実現しなくてはならず、そ

のためには資金が必要である。エルサルバドル側は資金確保に最大限の努力をすると述

べているが（別添 M/M 参照）、厳しい財政事情のため政府予算から資金を確保するより

も、他ドナー等の資金に期待している様子である。本プロジェクトでは、プロジェクト

終了後の資金をどのように確保するかについても、十分検討されるべきである。 
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第３章 その他資料 

 

３－１ ミニッツ（M/M） 

 次ページ参照 

 

３－２ 調査・協議項目詳細 

 次ページ以降参照 

 















































 
 
 
 
 
 
 
 
 

付属資料 

３．プロジェクトドキュメント（案） 
 

 

 

 



－131－ 

目次 
 
事前評価表 

 
1. 序  
2. プロジェクト実施の背景 

2.1 エルサルバドル国の概要 
2.2 対象セクター全体の状況（エルサルバドルの廃棄物管理状況） 
2.3 エルサルバドル国の廃棄物管理に関する戦略 
2.4 他のドナーの廃棄物管理分野の支援 

3. 対象開発課題と現状 
3.1 対象開発課題の組織制度的枠組み 
3.2 廃棄物管理に係わる組織の能力 
3.3 エルサルバドルにおける廃棄物管理の課題 
3.4 プロジェクサイト（ASINORLU）の状況 
3.5 プロジェクトサイトの廃棄物管理現状 

4. プロジェクト戦略 
4.1 プロジェクト戦略の概要 
4.2 プロジェクトの実施体制 

5. プロジェクトの基本計画 
5.1 上位目標  
5.2 プロジェクト目標 
5.3 成果 
5.4 活動 
5.5 投入 
5.6 外部条件とリスクの分析 
5.7 前提条件 

6. プロジェクトの実施妥当性 
6.1 妥当性 
6.2 有効性 
6.3 効率性 
6.4 インパクト 
6.5 自立発展性 
6.6 結論 

7. モニタリングと評価 
8. 追加情報 
 
 



－132－ 

添付資料 1. プロジェクトデザインマトリクス案(Project Design Matrix - PDM) 

添付資料 2. 活動計画表案（Plan of Operation - PO）案 

添付資料 3.  ISDEM プロジェクト実施ユニットメンバーの担当分野と学習課題（案） 

添付資料 4. プロジェクトの運営体制図 

添付資料 5. カウンターパート機関に関する情報 

添付資料 6. 中米開発銀行（IDB）重要汚染地域浄化プログラム 

添付資料 7． ASINORLU 9 自治体の組織図 

添付資料 8. ASINORLU 9 自治体の人員 

添付資料 9. ASINORLU 9 自治体の歳入と歳出 2003 - 2005 

添付資料 10. エルサルバドル廃棄物行政能力評価のためのアンケートへの回答 

添付資料 11.  ASINORLU 9 自治体廃棄物管理能力評価のための質問状への回答 

添付資料 12. ASINORLU の廃棄物管理データ 

添付資料 13  ASINORLU ごみ収集量調査結果(2004 年) 

 



－133－ 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

2005 年 6 月 15 日 

１．案件名 「エルサルバドル共和国地方自治体廃棄物総合管理プロジェクト」 

２．協力概要 

（１）協力内容 

廃棄物の収集運搬から最終処分までの一連の廃棄物処理の適正な実施（以後、「廃棄物総合管

理」）を全国の地方自治体に普及するため、中央政府関係者が備えるべき能力（各地方自治体に

廃棄物総合管理の導入を指導する能力、廃棄物についての知識や経験等）の向上を図る。かかる

能力向上は、主にパイロットプロジェクトのオンザジョブトレーニング、セミナーや日本人専門

家による講義を通じて行う。パイロットプロジェクトは、同国東部のラ・ウニオン県北部の 9 つ

の自治体からなる広域組合において行う。同組合に廃棄物総合管理の導入を図り、その作業過程

で中央政府及び地方自治体の関係者の研修を行い、廃棄物管理に関する能力を向上させるもので

ある。 

（２）協力期間 

2005 年 10 月から 3.5 年間 

（３）協力総額 

350,000 千円 

 

（４）協力相手先機関 

自治体開発庁（ISDEM）実施ユニット 

この他、環境天然資源省（MARN）、厚生省

（MSPAS）が加わる技術委員会を設置。 

（５）国内協力機関 

未定 

（６）裨益対象者 

直接には ISDEM、MARN、MSPAS の関係者およびパイロットプロジェクト対象地域（ラ・ウニオン

県北部 9 自治体）の行政関係者と住民。間接には全国の地方自治体の廃棄物管理関係者と住民。

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状および問題点 

エルサルバドル国（以後、「「エ」国」）では、消費増大、経済構造の変化により、廃棄物の量

が増加している。その一方で、廃棄物の収集サービスが行き届かず、また、非衛生的な最終処分

による環境汚染（水質汚濁、悪臭など）が発生しており、廃棄物の問題が社会的関心事項になっ

ている。 

「エ」国においては、廃棄物管理は地方自治体が担っている。「エ」国には 262 の地方自治体

があるが、このうち廃棄物の収集サービスを提供している地方自治体は約半分に過ぎない。また、

最終処分に関しては、殆どの地方自治体は、埋め立て処分場において覆土や浸出水処理を行わず、

ごみを投棄するだけのオープンダンピングを行っている。このため、路上や川にごみがあふれ、

処分場で火災、煙、悪臭、蝿・蚊が発生し、地域住民の環境衛生を悪化させている。 

「エ」国政府は 1998 年に環境法を制定し、全国の地方自治体に覆土や浸出水対策を施した衛

生埋立て処分場の導入を義務付けた。しかし、これまでにこれを導入した地方自治体は 10％に

も満たない。この原因は、首都圏を除く地方自治体が小規模で予算、人材とも不十分であるため

である。この課題を考慮し、自治体を強化する目的で「エ」国の地方自治体は、近隣の複数地方
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自治体からなる広域行政組合（以後、「自治体組合」）を組織し、環境と天然資源の管理を共同で

実施しようと試みている。現在は 233 自治体が 47 自治体組合を組織している。本プロジェクト

のパイロットプロジェクト対象地域であるラ・ウニオン県の北部では 9 自治体からなる自治体組

合（ASINORLU と呼ぶ）が結成されている。 

「エ」国政府は廃棄物総合管理の地方自治体への普及を目指しているが、関係官庁である

ISDEM、MARN 及び MSPAS は廃棄物行政の経験が浅く、当該分野の施策実施における能力向上が必

要になっている。 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

「エ」国政府は、国家安全 5 カ年計画（Government Plan for a Secure Country 2005 –2009）

において、廃棄物管理を含めた環境保全を重視している。具体的には、廃棄物管理改善、リサイ

クリング推進を重要政策として掲げている。 

環境天然資源省(MARN)が作成した国家環境戦略（National Strategy for the Environment）

では、水資源保全、水質／大気質保全、生物多様性保全とともに、廃棄物総合管理を重要課題の

ひとつに挙げている。また同省は、2005 年の重要施策に地方自治体における廃棄物総合管理の

確立を挙げている。 

（３）我が国援助政策、国別事業実施計画上の位置付け 

日本と「エ」国間の政策対話において合意された重点活動分野 7 項目の中の「天然資源保護」

において「固形廃棄物管理」が位置づけられている。これを基に策定された JICA 国別事業実施

計画では援助重点分野のひとつに「持続的開発のための環境保全」が挙げられ、「環境衛生改善

協力プログラム」の中に本プロジェクトが位置づけられている。 

４．協力の枠組み 

（１）協力の目標 

①上位目標  全国の地方自治体において、住民の環境衛生の改善のため、廃棄物総合管

理が普及する。 

指標   自治体開発庁（ISDEM）による廃棄物管理の研修を受けた地方自治体の半数以

上が、2012 年までに廃棄物総合管理（分別収集、覆土埋め立て、有害廃棄物

処理、浸出水対策等）を実施する。 

②プロジェクト目標 

中央政府の廃棄物管理関係機関（ISDEM、MARN 及び MSPAS）において、地方

自治体における廃棄物総合管理を全国に普及する施策の実施能力が強化さ

れ、かつ中央政府が全国普及に必要な全ての施策の実施を決定する。 

指標 １  廃棄物総合管理を適用する意向を表明する自治体組合が少なくとも３つ以

上現れる。 

 ２  中央政府が廃棄物総合管理の全国普及の施策を公表する。 

 ３  中央政府が廃棄物総合管理を普及するための予算を確保する。 

（２）活動およびその成果（アウトプット） 

 ① 成果１   中央政府関係機関及び東部の自治体組合 ASINORLU により、地方自治体の現

状に適合する廃棄物総合管理の廃棄物総合管理手法が開発される。     

    指標    ASINORLU 域内において廃棄物総合管理が持続可能な形で機能する。 
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活動    ASINORLU におけるパイロットプロジェクトの実施（ASINORLU 域内の現状に

適合した、持続可能な廃棄物総合管理の計画及び導入） 

 ② 成果２   中央政府関係機関及び自治体の廃棄物総合管理に関わる知識や経験が向上

する。 

指標 １  日本人専門家による廃棄物総合管理の講義内容の 8 割を C/P が理解する。

 ２  地方自治体関係者を対象とした廃棄物総合管理に関する研修の受講生の少

なくとも 7割が同研修に満足する。 

活動    日本人専門家による講義、パイロットプロジェクトを通じたオンザジョブ

トレーニング、セミナー・ワークショップの実施 

 ③ 成果３   中央政府関係機関により、廃棄物総合管理を全国の地方自治体に普及する

仕組みができる。 

    指標 １  廃棄物総合管理の普及戦略が ISDEM の理事会により承認される。 

２  20 以上の地方自治体が ISDEM による廃棄物総合管理の研修を受講する。 

   活動    廃棄物総合管理の普及の仕組み作り（普及のための戦略作成、地方自治体関

係者に対する研修コースの開発等） 

 （３）投入（インプット） 

  ①日本側  

   ・専門家派遣 

長期：チーフアドバイザー（廃棄物管理、及びキャパシティデベロップメント） 

短期：収集・運搬、中間処理・３Ｒ、処分場改善、組織制度・財務、環境教育、業務調整

等 

   ・供与機材 

     処分場改善用機材（ルドーザー、ホイールローダー、ダンプトラック、トラックスケール

ほか）、収集・運搬用機材（ハンドカート、コンテナ他）、教育研修用機材、パソコン、車

両 

   ・研修員受け入れ 

     年度あたり 2～3 名 

  ・現地活動費 

   処分場の改善、パイロットプロジェクト（分別収集、中間処理、リサイクル、啓発活動等）、

調査・測量、研修コース、ワークショップ／セミナー 

  ②エルサルバドル側 

・カウンターパート配置 

・事務管理要員、補助要員の配置 

・専門家執務スペース及び、会議室の提供（サンサルバドル、サンミゲル） 

・プロジェクトランニングコスト 

・既存埋め立てダンピングサイトの閉鎖 

・サンタロサデリマ処分場改善工事の用地確保 

・パイロットプロジェクトの関係者の調整カウンターパートの配置 

（４）外部要因リスク（満たされるべき外部条件） 
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  ①前提条件 

 中央政府の環境戦略において、廃棄物総合管理が引き続き重点課題として取り上げられてい

る。 

  ②成果（アウトプット）達成のための外部条件 

   ・カウンターパートが本プロジェクト実施期間中に離職しない。 

   ・自然災害が本プロジェクトに影響を与えない。 

   ・地方選挙に伴う首長の交代などにより ASINORLU の構成自治体の変更があっても、ASINORLU

がパイロットプロジェクトへの協力を継続する。 

  ③プロジェクト目標（アウトカム）達成のための外部条件 

・廃棄物管理の所掌官庁が変更されない。 

  ④上位目標達成のための外部条件 

   ・ エルサルバドルにおいて将来施行される政策や法律が、本プロジェクトにおいて作成され

る廃棄物総合管理の普及戦略と矛盾しない。 

   ・中央政府が普及戦略を実施するための資金を確保する。 

   ・本プロジェクトの実施ユニットが恒久的な実施組織に発展する。 

   ・本プロジェクトの技術委員会が恒久的な支援組織に発展する。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から、妥当性が高いと判断される。 

z 「エ」国政府は、国家安全 5 カ年計画（Government Plan for a Secure Country 2005 – 2009）

および MARN が策定した国家環境戦略（National Strategy for the Environment）」におい

て廃棄物総合管理の普及を重要政策目標としており、本プロジェクトは、相手国の政策、ニ

ーズに合致している。 

z JICA 国別事業実施計画において、援助重点分野「持続的開発のための環境保全」の協力プ

ログラム「環境衛生改善」を構成する主要なプロジェクトとして、本プロジェクトが位置づ

けられている。 

z 本プロジェクトは相手国関係機関の能力開発に力点を置いており、JICA 調査研究報告「開

発途上国廃棄物分野のキャパシティ・デベロップメント支援のために」（2004 年 11 月）で

提言された今後の廃棄物分野の協力のあり方に適合している。 

z 日本は準好気性衛生埋立て処分場（遮水工、覆土、ガス抜き、浸出水処理等）の開発を始め、

廃棄物管理において高い技術と豊富な経験を有している。本プロジェクトは日本の経験を活

かすことができる。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは以下の理由から、有効性が高いと判断される。 

z 本プロジェクトの目標を達成するためには、廃棄物についての知識や経験を蓄積させるとと

もに、廃棄物総合管理の地方自治体への最適な導入方法を開発する必要があるが、本プロジ

ェクトのアウトプットはこれらと一致している。 
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z ASINORLU は、以下の通り自治体組合による廃棄物総合管理のモデルになりえる。 

① ASINORLU の 9 自治体の平均人口は約 1.25 万人（全体人口は約 11 万 3 千人）で、人口 1

万 5 千人以下の地方自治体が全地方自治体の約 87%を占める「エ」国において標準的で

ある。 

② ASINORLU 域内の廃棄物管理の現状は、オープンダンピングによる最終処分、約 70％の廃

棄物収集率（市街地域、全国平均 75%）、等、「エ」国の地方自治体の廃棄物管理の典型

例と言える。 

③ ASINORLU は他の自治体組合に先んじて広域行政組合としての法的手続きを終了してお

り、廃棄物総合管理の導入を開始する準備が他の自治体組合よりも整っている。 

z 本プロジェクトは、ASINORLU 域内に廃棄物総合管理を導入するに留まらず、他の地方自治

体への普及を可能ならしめるべく中央政府関係機関及び自治体の能力向上を図るプロジェ

クトであり、波及性を有している。 

z 地方自治体が廃棄物の収集、処分を適切かつ効率的に行うためには、人口や行政関係者の数

にある程度の規模が必要であるが、「エ」国の地方自治体の 87%が人口 1 万 5 千人以下と小

さく、行政関係者の人材の質、量とも限られている。従って、複数の地方自治体が自治体組

合を結成して共同で廃棄物管理を行うアプローチは、適切で効率的な廃棄物管理を実現でき

る可能性がある。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

z 「エ」国の自治体組合が適用できる廃棄物総合管理は、「エ」国の自治体組合の現状を十分

に踏まえて開発しなくてはならないが、本プロジェクトでは「エ」国ですでに確立している

典型的な自治体組合を１箇所選定し、計画策定、実施、評価というプロセスを経て適正な廃

棄物総合管理を実際に導入することで、効率的に期待される手法を開発できる。 

z 廃棄物総合管理の普及の仕組みを作るには、その普及戦略の策定や資金を含む必要な投入の

確保が必要である。また、普及対象となる地方自治体に廃棄物総合管理を理解させることも

必要である。本プロジェクトの活動内容はこれらの条件を満たしている。 

z 本プロジェクトのオンザジョブトレーニングと講義では、廃棄物管理に関するあらゆる側面

（基礎知識、理論、実践、応用、適用可能性の検討等）を習得する機会を提供可能であり、

「中央政府関係者の廃棄物管理に係わる知識や経験の向上」というアウトプットを導くため

に十分である。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

z 上位目標達成に関わる外部条件の内、資金確保については、C/P 機関（ISDEM）が省庁の委

託を受けて実施する機関ゆえに財政当局や省庁による判断に左右されるため予測が困難で

あるが、他の外部条件はその重要性を実施機関が十分に認識しており満たされる可能性が高

い。外部条件が全て満たされプロジェクト目標が達成されれば、上位目標の達成が見込める。
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z 他の中米４カ国（ホンジュラス、グアテマラ、ニカラグア、コスタリカ）から本プロジェク

トとほぼ同じ内容のプロジェクトを要請されており、これら各国からのニーズに応えるた

め、本プロジェクトではエルサルバドル国内のみならず他の中米諸国の廃棄物管理関係者を

も対象とした広域セミナーを計画している。したがって、本プロジェクトは他の中米諸国の

廃棄物管理改善にまで貢献できる。 

 

（５）自立発展性 

本案件の自立発展性は以下のように高いものと予測できる。 

z 廃棄物総合管理の地方自治体への普及を目指すエルサルバドル政府の政策は、1998 年制定

の環境法に基づくものであり、同政策は本プロジェクト終了後も継続されると見込まれる。

z 「エ」国側は、プロジェクト形成過程においても強い主体性、オーナーシップを発揮してお

り、またプロジェクト終了後に得られた成果を継続させる方法を検討しつつ本プロジェクト

の計画に取り組んでおり、将来の自立発展を期待出来る。 

z 「エ」国側は、プロジェクト終了後の廃棄物総合管理の普及のために本プロジェクトの実施

機関である技術委員会および実施ユニットが常設機関になることの重要性を十分に認識し、

実際に常設機関化を計画している。 

z 廃棄物総合管理の全国的な普及には十分な資金が必要であるが、MARN は資金確保の必要性

を十分認識し、今後確保のため努力することを表明している。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮： 

(1) 廃棄物総合管理のシステムを導入、改善することによる住民への負のインパクト（廃棄物の

収集・運搬による騒音や交通事故の発生等）の可能性は排除できないが、対象地域が人口の

少ない地方であり、新たに開始される事業の規模は小さく、そのインパクトは発生したとし

ても非常に小さな規模である。他方、廃棄物管理の導入や改善により環境衛生の改善による

正の効果がある。 

(2) 収集・運搬や最終処分場の改善に関しては、ウェストピッカーやリサイクラー等零細事業者

の生業への影響に配慮する。 

(3) 家庭ごみの排出における女性の役割等、ジェンダーに配慮する。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 類似案件の有無：有 

「エ」国では開発調査「サンサルバドル首都圏廃棄物管理計画」（1999 年 12 月～2000 年 11 月）

が実施されており、調査により作成された M/P が有効に活用され、提言された改善策の多くが実

行に移されている。この成果が得られた理由として、提言を受けて設立されたサンサルバドル市

当局の効果的な活動の他、JICA 研修を受講して基礎技術を身につけた人材の活躍が挙げられて

いる。本プロジェクトの実施においても、JICA 研修や開発調査を通じて技術や知識を身につけ

た人材の有効活用が望まれる。 

 

８．今後の評価計画 
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・ 2006 年 11 月 中間評価 

・ 2008 年 5 月 終了時評価 
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エルサルバドル共和国 

地方自治体廃棄物総合管理プロジェクト 

プロジェクトドキュメント 

 
1. 序 －要請の背景及び経緯 

 

 近年中米諸国では、都市部への人口集中、消費増大、経済構造の変化により、廃棄

物の量が増加している。その一方で、廃棄物管理体制が整っていないため、適切に処

理処分されない廃棄物による地下水汚染や土壌汚染が拡大し、健康面や生態系への悪

影響が問題となっている。 

 中米の各国政府は廃棄物問題に取り組んでいるものの、加速する市場開放とともに、

環境対策よりも経済発展を重視する傾向が依然として続き、廃棄物問題は年々拡大し

ている。特に、地方分権化の流れを受けて廃棄物管理の責任機関となっている自治体

の多くは、人材と資金不足が原因で十分なサービスを提供できないでいる。 

 かかる状況から、2003 年 11 月、中米統合機構（SICA）環境大臣理事会は「中米広

域廃棄物管理自治体支援プログラム」（以後、「プログラム」）を形成することとし、

我が国政府に対して支援を要請した。その後、中米諸国は、同プログラムのコンポー

ネントとして、国毎に技術協力プロジェクトを要請することになった。その内エルサ

ルバドル国（以下「エ」国）からは、「廃棄物管理小規模自治体支援計画」（以後、「プ

ロジェクト」）が我が国に要請された。 

 「エ」国では、1998 年「環境基本法」、2001 年には「固形廃棄物政策」が策定され、

現在環境天然資源省が「固形廃棄物国家戦略計画」を作成中であり、対策に必要な体

制及び具体策を形成しつつある。さらに、大統領令により、各自治体は 2004 年 8 月

28 日までに国内の不適切なゴミ捨て場所の撤去に必要な実施計画書を環境天然資源

省に提出することが決められた。しかし、廃棄物管理を担うべき自治体の多くは、対

応能力が不足し、不十分な廃棄物の収集サービス、不衛生な廃棄物処分場などの問題

を解決できないでいる。 

 自治体の対応能力不足に対する解決策として、「エ」国では、複数の自治体が組合

を成し、連携・共同して廃棄物対策に当たる方法が有効と見なされており、上記の「固

形廃棄物政策」では、「ゴミ回収及び最終処分において複数自治体の共同参加あるい

は広域的な参加を強化する」と述べられている。 

 かかる状況の下、「エ」国政府は、我が国による技術協力プロジェクトとして、モ

デルとして選定される自治体組合内に廃棄物管理システムを実際に構築するととも

に、その過程で関係者、関係機関の能力を向上させ、この成果を「エ」国の他の自治

体、さらには他の中米諸国の自治体に普及させることを目指した協力を期待している。 

（モデル自治体組合：「エ」国東部のラ・ウニオン県内の北部９自治体からなる組合

の ASINORLU、人口合計約 11 万 3 千人） 
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2. プロジェクト実施の背景 

 
2.1 エルサルバドル国の概要 

  （出所：PROMADES プロジェクトドキュメント第Ⅱ章「国別状況」） 

 

2.1.1 地理 

 

エルサルバドル共和国（以下「エルサルバドル」）はアメリカ大陸の中米地峡に立

地し、北はホンジュラス、西はグアテマラ、東はホンジュラスとフォンセカ湾、南は

太平洋に取り囲まれている。 
地理的に見て、同国は緯度的には北半球、経度的には西半球に位置し、熱帯地方北

部に属する。地理学的座標で言うと、北緯 14°27’00”（北端）から 13°07’24”（南

端）まで、西経 87°41’08”（東端）から 90°07’50”（西端）までの範囲内にあり、

国土面積は 21,040.79 km2 である。海抜高度は０から 2,700 メートルの範囲内にある。 
 
2.1.2 気候 

 

エルサルバドルは熱帯の外縁に位置しており、気温は一年を通じて変動が少ない。

最高気温は約 35℃、最低気温は 18℃、平均気温は 25℃である。最も気温の高い月は

３月と４月で、最も涼しいのは 11 月と 12 月である。主たる乾期は春の６ヶ月（11
月～４月）に起こり、最高気温はこの季節の末期、雨期の始まる前に発生する。年間

降雨量は 1,182～1,200mm で 1 年のうちの降雨量分布には大きなばらつきがある。 
 

2.1.3 政治体制 

 

エルサルバドルは自治権を有する主権国家である。憲法では、政府は共和制、民主

主義、代議制を維持すべきものと規定されている。政治体制は多元的で、複数の政党

によって代表される。権力は中央集権的であり、立法、行政、司法の三権分立を通じ

て行使される。 
同国の行政区画は 14 の県からなり、その中に 262 の自治体及び 2,074 の郡／村落が

含まれる。各自治体は市長を議長とする市議会によって統治され、市長は一般投票に

よって選出される。 
共和国大統領も一般投票によって選出され、任期は５年である。市長の任期は３年

である。現在の大統領の任期は 2009 年５月まで、市長は 2006 年４月までである。 
 

2.1.4 2003 年の人口 

 

1992 年センサスに基づく人口予測によると、2003 年のエルサルバドルの人口は
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6,638,176 人で、このうち 52％は女性、48％は男性である。1995～2000 年の年間人口

増加率は 1.59％であった。 
 

2.1.5 社会的経済的状況 

 

1960 年代まで、エルサルバドルは際立った農業国であった。1980 年代には全面的

な内戦に突入し、それが 1992 年まで続いた。1990 年代から現在までは国家再興の期

間として位置づけることができるが、ハリケーン「ミッチ」や 2001 年１月と２月の

２度にわたる大地震など自然災害による損害で経済は大きな打撃を受けた。 
サンサルバドル首都圏（14 の自治体からなる）は国内で最も経済の発達した地域と

見なされる。経済活動のほとんどがこの地域に集中しているからである。内陸部への

投資はごく限られており、その結果として農村地帯からこの大都市圏への人口移動が

大きなものとなっている。この人口移動は、基本的なサービスと雇用機会を提供する

政府の能力を大きく阻害している。失業率は 30％に、また月間 1,260 コロン（$144）
の最低賃金の収入しかない労働者が 40％に達していると推定される。最近この最低賃

金は、商業とサービス業の場合は 10％引き上げられて 1,386 コロン（$158.40）に、工

業の場合は 7.5％引き上げられて 1,354.50 コロン（$154.80）に、繊維の加工輸出部門

の場合は５％引き上げられて 1,323.00 コロン（$151.20）になった。 
UNDP の「人間開発報告書」（2003 年）の人間開発指標によると、エルサルバドル

は世界（約 190 ヶ国）で 105 位、中米で３位の位置にある。この指標は三つの基本的

な分野、即ち長期的な健康を享受できる可能性、創造的に社会活動に参加できるよう

にする知識と技能を習得する能力、及びまずまずの生活水準の達成、に対する各国の

平均達成度を測定したものである。 
 

表 2.1.1：エルサルバドルに関する人間開発指標（IHD）の比較（2003 年） 
世界に占

める位置 
国名 出生時予

想寿命(年) 
成人 
識字率 

一人当た

り GDP($)
予想寿命

指数 
教育指数 IHD 

42 位 
 

59 位 
 

105 位 
 

115 位 
 

119 位 
 

121 位 

コ ス タ リ

カ 
パナマ 
 
エルサ
ルバド
ル 
ホ ン ジ ュ

ラス 
グ ア テ マ

ラ 
ニ カ ラ グ

ア 

77.9 
 

74.4 
 

70.4 
 

68.8 
 

65.3 
 

69.1 

95.7 
 

92.1 
 

79.2 
 

75.6 
 

69.2 
 

66.8 

9,460 
 

5,750 
 

5,260 
 

2,830 
 

4,400 
 

2,450 

0.882 
 

0.823 
 

0.757 
 

0.730 
 

0.672 
 

0.735 

0.858 
 

0.864 
 

0.741 
 

0.711 
 

0.651 
 

0.662 

0.833 
 

0.788 
 

0.720 
 

0.666 
 

0.652 
 

0.644 

出所：人間開発報告書（UNDP、2003 年） 

 
固形廃棄物収集の不十分さを示すもう一つの重要な統計を、エルサルバドルの人的
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資源開発に関する報告書から引用して下記の表に示す。これは農村地帯を中心として

一部の基本的サービスの欠落している貧困家庭が高い水準に達していることを示し

ている。これらデータは、この分野におけるエルサルバドルの課題が引き続き大きな

ものであることを立証している。 
 

表 2.1.2：貧困状態別住居の基本的サービスへのアクセス（2003 年） 
貧困状態別の
基本的サービ
スへのアクセ

ス(全国) 

全住居 

に対する比率

絶対的貧困家

庭に対する比

率 

貧困家庭 

に対する比率

貧困線以上の

家庭に対する

比率 

電力 

水道 

汚水処理 

固形廃棄物の収集 1)

82.1 

75.9 

93.0 

53.0 

 

58.5 

59.6 

81.6 

25.7 

68.6 

65.4 

87.0 

34.2 

90.0 

82.0 

96.5 

64.0 

1) 公的／民間の各戸収集及びゴミ容器への持込を含む。 

 
表 2.1.3：貧困状態別、アーバンエリア／ルーラルエリア別、住居の固形廃棄物収

集サービスへのアクセス（2003 年） 

貧困状態別の基

本的サービスへ

のアクセス 

全住居 

に対する

比率 

絶対的貧困家庭

に対する比率 

貧困家庭 

に対する比率 

貧困線以上の家

庭に対する比率 

アーバンエリアにおけ

る固形廃棄物の収集 1) 
ルーラルエリアにおけ

る固形廃棄物の収集 1) 

 
81.2 

 
5.2 

 
61.2 

 
0.9 

 
66.0 

 
1.8 

 
87.6 

 
8.5 

1) 公的／民間の各戸収集及びゴミ容器への持込を含む。 
出所：UNDP 

 
 

2.2 対象セクター（廃棄物管理）全体の状況 

 
（出所：PROMADES プロジェクトドキュメント第Ⅴ章「エルサルバドルにおける

固形廃棄物管理の現状」） 

 

2.2.1 廃棄物収集サービスの対象範囲 

 
JICA の調査によるとアーバンエリアにおけるゴミ収集率は約 75％である（2003 年）。 
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表 2.2.1：アーバンエリアにおけるゴミ収集サービス（2003 年） 

アーバンエリア人口  

地域 合計 サービスを受

けている人口 

 

収集率 

（％） 
中部 

西部 

東部 

中部周辺 

全体／平均 

2,082,157 

  608,360 

    531,234 

    370,187 

  3,591,938 

  1,599,401 

   494,435 

   341,749 

   256,517 

  2,692,102 

76.8 

81.3 

64.3 

69.3 

74.9 

出所：JICA 分析結果（2004 年） 

 
表 2.2.2 に示されているように 1990 年代のはじめに 262 の自治体のうち収集サービ

スが行われていたのは 132 しかなかった。2001 年までに、サービスの提供される自治

体は 182 に増大し、2004 年のはじめには全体の 80.5％を占める 211 の自治体で収集サ

ービスが行われている。 
四つの地域のうち、収集サービスの行われている自治体の比率が最も低いのは東部

と中部（いずれも 77％）である。 
 

表 2.2.2：収集サービスの行われている自治体 

サービスがある自治体  

地域 

 

自治体の数 1992 年 1) 2001 年 2) 2003 年 

サービスが

ある自治体の

比率(2003 年) 

中部 

西部 

東部 

中部周辺 

全国 

74 

41 

87 

60 

262 

37 

22 

35 

38 

132 

50 

34 

52 

46 

182 

57 

38 

67 

49 

211 

77.0 

92.7 

77.0 

81.7 

80.5 
1)  1992 年全国センサス 
2)  2001 年固形廃棄物全国センサス 

 
2.2.2 廃棄物処分 

 

エルサルバドルには 25 の自治体を対象とする８ヶ所の衛生的埋立地（地下埋め込

み式廃棄物処分場）がある。ネハパ、ウスルタン、ソンソナテの埋立地は現在の処理

量より大きい能力で設計されているため、もっと多くの自治体に対処できる。 
最終処分のサービスを受けられる人口数は 2004 年１月現在で 1,460,999 人であり、

エルサルバドルの都市人口の 40.7％に相当する。これは衛生的埋立地の不足が同国に

とって引き続き問題であることを意味する。埋立地に関するデータを下の表に示す。 
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表 2.2.3：エルサルバドルの衛生的埋立て処分場の概要 
 衛生的埋立て処分

場 
立地する県 操業許可

年度 
操業方式 対象とする自

治体の数（2003
年現在） 

サービス対象の

人口 
（2003 年現在）

１ ネハパ サンサルバドル 1999 機械化 11     1,307,735 

２ パサキナ 1) ラ・ウニオン 2000 機械化 1           218 

３ ソンソナテ ソンソナテ 2000 機械化 4        99,805 

４ ウスルタン ウスルタン 2001 機械化 5        40,509 

５ コリント モラサン 2001 手作業 1         2,195 

６ ペルキン モラサン 2002 手作業 1            76 

 
７ 

サンフランシスコ

メネンデス 
アウアチャパン 2002 手作業 1     4,683 

８ スチトト クスカトラン 2003 手作業 1         5,778 

 合計           25     1,460,999 

出所：環境天然資源省（MARN） 
1) 2003 年に機械化埋立地へ転換（機械化埋立地とは重機を使用する埋立地を意味する） 

Relleno Sanitario (4)
Botadero Conjunto (6)

Botadero Individual (39)

Municipios que trasladan 
sus desechos (18)

4. Disposición Final

 
 

2.2.3 廃棄物の構成比 

 

MARN の推奨する方法に基づいて行われた廃棄物構成比の分析結果を下の表に示

す。有機物の比率は約 78％に達する。 
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表 2.2.4：固形廃棄物の平均構成比（全国レベル） 

構成物 構成比（％） 

有機物 

紙類 

プラスチック類 

ガラス 

金属（アルミ） 

衣服と皮革 

その他 

    77.69 

         9.33 

         8.05 

         0.52 

         1.28 

         2.52 

         0.62 

 
2.2.4 資金面から見た廃棄物管理 

 

自治体による固形廃棄物管理のコスト計算は、サンサルバドル市を除いて自治体は

廃棄物管理以外の費用と区別しておらず、行うことができない。ほとんどの自治体は、

固形廃棄物管理にどれだけ支出しているか正確に把握していない。 
ほとんどの自治体は廃棄物収集サービス料金を徴収している。しかし、自治体によ

る固形廃棄物管理サービスの資金源は「経済社会開発基金」（FODES）が圧倒的に多

いようである。 
〔注釈〕中央政府は国家予算の６％（2005 年には 7%になる）を各自治体に割り振っ

ている。割り振られる資金は FODES と呼ばれる。各自治体は FODES の一部を固形

廃棄物管理のために使っている。 
 

 
2.3 エルサルバドル国の廃棄物管理に関する戦略 

 
2.3.1 廃棄物管理の重要性 

 

エルサルバドル国政府の国家安全 5 カ年計画（Government Plan for a Secure 

Country 2005 – 2009）は廃棄物管理を含めた環境保全を重視している。具体的には、

同計画書の項目 16 において廃棄物管理改善、リサイクリング推進を重要政策として

掲げている。 

また環境天然資源省策定の国家環境戦略（National Strategy for the Environment）

では、水資源保全、水質大気質保全、生物多様性保全とともに、廃棄物総合管理を重

要課題としている。 

環境天然資源省は、2005 年の大臣室重要施策に地方自治体における廃棄物総合管理

の確立を挙げている。 

法律面では環境法(1998年)に関連して、廃棄物総合管理に関する特別規則(2000年)

を制定し廃棄物管理の向上を目指している。 
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2.3.2 埋め立て処分場の改善 

 

環境天然資源省はこれまで、汚染サイト浄化の観点から、埋め立て処分場の改善を

促す政策を取ってきた。1998 年制定の環境法（第 21、21 条）は既存埋め立て処分場

に関する環境影響評価報告書と環境改善計画書の提出を自治体に求めた。同書類の提

出期限は 2000 年であったが、期限までにはほとんどの自治体が、その提出義務を果

たすことが出来なかった。2年間の期限延長が国会で承認されたが、2002 年になって

も状況は変わらず、市長連合（COMURES）が再延長を申請した。しかし 2003 年も状況

は変わらず、今後の再々延長が無いという条件で 2004 年 8 月までの延長が認められ

た。しかし現在でも、86 自治体が同書類を提出していない。未提出の自治体には罰金

（最高金額は 79 万ドル）が課せられることになっている。しかし、現在までに罰金

が課された自治体は無い模様である。 

ASINORLU の 9 自治体も同書類を提出していないが、ASINORLU 代表と環境天然資源

省大臣の会合で、環境天然資源省大臣は、ASINORLU が本プロジェクトを通じて処分場

の改善を行うことを条件として罰金を課さなかった。 

上述のとおり、政府は環境法を裏づけに廃棄物処分場の改善を自治体に求めたが、

成果は上がっていない。その理由は自治体に対処能力が無かったためと言えるが、同

時に政府の関係省庁（環境天然資源省、厚生省、自治体開発庁）が、自治体に対して

処分場の改善方法や改善目標についての技術的支援・アドバイスを提供しなかったこ

とも理由として挙げられる。エルサルバドル政府の本プロジェクトの要請背景として、

このように自治体の対処能力不足のほか、処分場の改善モデルの欠如、中央政府関係

機関の能力不足が明らかになった状況がある。 

なお、エルサルバドル政府は汚染サイト浄化のために米州開発銀行より 2,700 万ド

ルの融資を既に受けているが、融資実行事例は皆無である。金利が国際市場金利と同

じレベルであり、エルサルバドルの需要者には金利が高すぎることがその原因と思わ

れる。 

 

2.3.3 廃棄物管理に関するナショナルポリシー 

 
1998 年、廃棄物管理に関するナショナルポリシー（Solid Waste Policy）を策定す

ることを目的とし、National Commission of Solid Waste Management（廃棄物管理

国家委員会）が設立された。同委員会は環境天然資源省、厚生省、経済省のそれぞれ

の大臣、産業界代表、コンサルタントより構成されている。同委員会は 2000 年 10 月

廃棄物管理に関するナショナルポリシーを策定した。同ポリシーペーパーは 2000 年

10 月に政令 50 として草案され、2000 年に効力を発した。同ペーパーは、廃棄物管理

に関する原則、全体目的、個別目的、活動を次のように表している。 
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原則 
1. 資源の持続的利用、環境保全に資する廃棄物管理 

2. 発生抑制 

3. 汚染者負担（PPP） 

 
全体目的 
廃棄物の総合管理の推進により、ごみの発生抑制を重視し、環境と天然資源を保全

することにより、人々の生活の質を向上する。 
 
個別目的 

1. 国民の衛生についての態度を変えること 
2. 地域に適合する適正技術の導入 
3. 自治体の廃棄物総合管理能力の強化 
4. 人間の活動による環境影響を内部化し、環境保全を推進すること 
5. 最終処分場の計画 
6. 廃棄物の発生抑制 

 
活動 
 
同ポリシー図書最後部にあるガイドラインは廃棄物管理に関して行うべき活動と

して以下を掲げている。 
 
1. 環境情報に廃棄物管理情報を入れる 
2. 必要に応じて技術基準を作成し、更新する 
3. 生物的に分解可能な容器／包装材の利用を推進する 
4. 生物的に分解可能な容器／包装材を容器包装生産者がリサイクルする 
5. 国際的に採用されている手続きに従って、容器リサイクル促進のために容器

へのマーキング方法を改善する 
6. 廃棄物の中間処理は、持続性を重視して選定する 
7. 廃棄物の分別収集を進める 
8. 人の健康に有害な容器の利用を少なくするよう啓蒙する 
9. ごみ収集輸送効率を向上する 
10. 有機廃棄物のコンポスト化への住民参加を促す 
11. 清掃サービスの自己持続性を強める 
12. 廃棄物総合管理をエルサルバドル社会の教育プログラムに入れる 
13. 広域廃棄物管理を推進する 
14. 最終処分場のサイトを地域開発計画に入れる 
15. 指定最終処分場の建設運転の基準を作る 
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16. 発生源における発生抑制、リサイクル、適正処分のためのプログラムを作る 
17. 廃棄物管理を行う民間企業の設立を促進する 
18. 廃棄物管理プロセスを確立するための法的フレームを作る 
19. 政府、自治体、民間セクターの間の協力を促進するための共通手続きや基準

を確立する 
20. 廃棄物管理に関する情報センターを設立する 
 

 
2.3.4 都市廃棄物管理に関する法律 
 
エルサルバドルにおいて都市廃棄物管理を直接的に規定する法律は以下のとおり

である。 
1998 年制定の環境法（Law of Environment, 1998 年 5 月）の付則として、廃棄

物総合管理に関する特別規則（Special Regulation on the Integrated Solid Waste 
Management、2000 年 6 月）がある。 

 
同規則は環境法の廃棄物管理部分の法律を具現化するものとして制定され、同規則

は以下の構成を有する。 
１. 廃棄物管理に関連する用語の定義 
２. 環境天然資源省の責任規定 
３. 廃棄物管理コンポーネント（廃棄物の貯蔵、収集・輸送、処理、処分など）の

諸規定 
 
同規則によれば、環境天然資源省の廃棄物管理に関する責任は以下の通りであ

る。 

１. 処分場、中間処理施設、中継基地のサイト選定基準の策定 
２. 廃棄物管理事業の計画、その実施に係わる環境許可の発行 

 
廃棄物管理コンポーネント毎の諸規定は一般的ガイドラインに近い内容である。例

えば、収集輸送に関しては、「環境面を考慮して、収集輸送のルート、スケジュール、

機材を決める」というような一般的内容になっている。 
処分に関する部分では、埋立て処分を、マニュアル（人力）による衛生埋立て、機

械式衛生埋立て、複合衛生埋立ての三つに分類している。機械式とはブルドーザーな

どの重機を使用する場合を指すとのことである。同規則によれば、日量 20 トン以下

の場合はマニュアル（人力）衛生埋立てを適用し、40 トン以上では機械式衛生埋立て

を導入すべきとしている。 
同規則の最後には付録として衛生埋立てのサイト選定要件、処分方法に関する技術

的要件が掲載されている。 
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2.3.5 関連する法律 
 
廃棄物管理の直接的な法律「廃棄物総合管理に関する特別規則」のほか、以下の法

律が、廃棄物管理に関連する法律として重要である。 
 

1. 環境法 
2. 保健法 
3. 有害物質および有害廃棄物に関する特別規則 
4. 自治体法 
5. 環境法基本規則 
6. 刑法 

 
環境法（Law of the Environment）、1998 年 5 月 

 
同法は、エルサルバドルにおける環境に関する基本的な法律である。同法によれば、

自治体および廃棄物管理者は以下の義務を有する。 
• 環境影響評価の実施（処分場、廃棄物処理施設を対象として含む） 
• 環境管理計画書の提出（処分場も対象） 
• 環境許可書の取得（処分場も対象） 
• 廃棄物総合管理の実施 
• 衛生埋立て導入 
• リサイクル 

 
保健法（Health Code）、1989 年 4 月 
 
環境法や廃棄物管理特別規則が制定される前は、保健法が廃棄物管理を規定する主

要な法律であった。 
同法は、廃棄物管理は公衆衛生、公害防止の観点から適正であるべきとし、厚生省

がそのために必要な措置を取るべきとしている。 
同法によれば、自治体は処分場建設に際し、環境天然資源省の他、厚生省にも処分

場計画を申請し許可を取らなければならない。 
 
有害物質および有害廃棄物に関する特別規則、2000 年 6 月 

 
この特別規則（Special Regulation on the Integrated Solid Waste Management）は有害物

質および有害廃棄物の管理を規定している。同法の主務官庁は環境天然資源省である

が、医療廃棄物に関しては厚生省が主管する。同法によれば、有害物質および有害廃
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棄物の管理責任者はその発生者である。 
 
自治体法（Municipal Code）、1986 年 1 月 
 
同法は、自治体は以下の事柄の推進責務があるとしている。 

1. 健康 
2. 環境衛生 
3. 病気の予防、根絶 

 
また、同法は、自治体が清掃と廃棄物管理の責任と権限を有するとしている。同法

によれば、自治体は料金設定権限も有する。 
 
環境法一般規則、2000 年 12 月 
 
同規則（General Regulations of the Law of the Environment）は 1998 年 5 月制定の環

境法に含まれている基本事項を肉付けしたものであり、規制に必要な手続き、基準な

どを含む。 
 
刑法（Penal Code）、1997 年 4 月 
 
同法は、自然および環境の破壊に対する罪を規定している。また廃棄物に関する違

法行為は犯罪であるとしている。 
 

 
2.4 他のドナーの廃棄物管理分野の支援 

 
エルサルバドルに対して、米国（USAID）、スペイン（AECI）、米州開発銀行（IDB）、

ドイツ（GTZ）、アイルランド（APSO）、ルクセンブルグがこれまでに廃棄物管理分

野の支援を行っている。衛生埋立てに関する支援が多い。 
USAID はこれまで 1996 年から 2002 年の間に４つの衛生埋立て処分場建設を支援

した。支援総額は約 440 万ドル。支援内容は設計／建設に対する無償資金である。一

つの処分場投資額は 100 万ドルから 120 万ドルである。（計画・設計に参加した外国

人コンサルタントの報酬を含む）このうちウスルタン処分場、ソンソナテ処分場はそ

れぞれ４つの自治体が共同使用している。コリント市処分場、サンフランシスコメネ

ンデズ市処分場はそれぞれの市が単独に使用している。 
コリント埋立て処分場はコリント市の数千人の人口を対象とした衛生埋立て処分

場である。毎日覆土、ガス抜き、浸出水の集水管、浸出水のエアレーションポンド（エ

アレーションは 1 週間に数回程度）、小規模マニュアルコンポスト、プラスチックご
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み置き場などを有している。これらの施設の内容、規模、運転費用が余りかからない

と思われる点、施設が旨く敷地内にまとめられている点などにおいて ASINORLU を

対象とした本パイロットプロジェクトに参考になる。 
スペインは 1990-1993 年に 2 箇所の衛生埋立て処分場整備に 200 万ドルの支援を行

った。スペインは 2003 年より南部ラウニオン県の自治体組合（ASIGOLF）を受益者

とした、衛生埋め立て処分場建設支援プロジェクトを支援している。このプロジェク

トは ASINORLU を対象とした本プロジェクトを実施する上でも参考になると思われ

る。詳細は 8 章 8.6 節を参照。 
GTZ は首都圏の埋立て処分場に関する調査（1.5 万ドル、2002 年）、米州開発銀行

（IDB）は処分場建設に関するプリＦ/S を実施した。（75 万ドル）、アイルランドはご

み収集に関する技術支援(21 万ドル、1998-2001)を実施した。 
ルクセンブルグはパサキナ処分場建設支援（250 万ドル、1999-2000）を行った。 

 
エルサルバドルの廃棄物管理に関するドナー支援プロジェクトの一覧を下表に示

す。 
 



 

エルサルバドルにおける廃棄物管理分野のドナー協力プロジェクト 

援助機関 プロジェクト名 実施機関 
投資額 
US$ 

期間 受益者 

IDB  
(米州開発銀
行) 

重要汚染地域浄化プロジェ
クト資金（ローンおよび調
査については一部無償）＊
（添付資料８も参照） 

申請者 
ローン総額
(3,860 万ﾄﾞ

ﾙ) 
 

エルサルバドル自治体および中央政
府 

センスンテペック衛生埋立
て処分場建設 

センスンテペック市 カバナス県センスンテペック市 

ソンソナテ（サンタクルズ）
衛生埋立て処分場建設  

ソンソナテ市を含む自
治体組合 

2,000,000 
1990 
-1993

ソンソナテ県： 
ソンソナテ市、ナフイリンゴ市、ゾ
ンザカテ市、サンアントニオデルモ
ンテ市 

AECI 
 (スペイン) 

南部ラウニオン県衛生埋め
立て処分場建設＊ 

南部ラウニオン県自治
体組合(ASIGOLF) 

900,000 
2003 – 
2006?

南部ラウニオン県自治体組合
(ASIGOLF) 

ノンブレジーザル市廃棄物
収集・処理改善 

ノンブレジーザスエコ
ロジカルアソシエーシ
ョン 

200,000 
1998- 
2001 

シャラテナンゴ県ノンブレデジーザ
ス市 APSO  

(アイルラン
ド) アルメニア廃棄物管理状況

診断 
アルカルディアデアメ
リカ 

10,000 2000 
ソンソナテ県アルメニア市 
 

IDB  
(米州開発銀
行) 

サンミゲル市およびサンタ
アナ市埋立て処分場プレフ
ィージビリティ調査 

MARN 750,000 
6 

meses

西部および東部地域： 
サンミゲル市、サンタアナ市 
調整機関：MARN の前身組織 

GTZ 
(ドイツ) 

エルサルバドルにおける埋
立て処分場の地域化 

エルサルバドル自治体
組合（COMURES ） 

15,000 2002 サンサルバドル首都圏の 11 市 

サンサルバドル首都圏廃棄
物収集機材無償供与、 1988

サンサルバドル首都圏 5,400,000 1989  

 
 
 
JICA  
(日本)        
 
 

サンサルバドル首都圏廃棄
物収集機材無償供与、 1994

サンサルバドル首都圏 7,200,000 1996 
サンサルバドル首都圏 13 市 
調整機関：COAMSS-Alcaldía de San 
Salvador 



 

JICA 
(つづき)      サンサルバドル首都圏廃棄

物管理マスタープラン調
査、2000 

サンサルバドル首都圏 3,000,000 2000 
サンサルバドル首都圏 14 市 
調整機関：MARN、MSPAS、COAMSS 

ウスルタン衛生埋立て処分
場＊ 

リサーチトライアング
ルインスティチュート
(RTI) 

1,000,000 
1996 
-2001

ウスルタン市、エレブクアルキン市、
コンセプションバトレス市、トリン
ウンフォ市 

ソンソナテ衛生埋立て処分
場 

リサーチトライアング
ルインスティチュート
(RTI) 

1,000,000 
1996 
-2002

ソンソナテ市、サンアントニオ市、
モンザカテ市、ナフイリンゴ市 

コリント市衛生埋立て処分
場建設および市民環境教育

プロジェクトコンサー
トインターナショナル
(PCI) 

1,200,000 
2000 
-2001

コリント市 

サンフランシスコメネンデ
ズ市衛生埋立て処分場建設
および市民環境教育 

プロジェクトコンサー
トインターナショナル
(PCI) 

1,200,000 
2000 
-2001

サンフランシスコメネンデズ市 

USAID 
（米国） 

廃棄物管理状況診断 
リサーチトライアング
ルインスティチュート
(RTI) 

30,000 
1998 
-2000

10 自治体 

Lux 開発 
（ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ）

パサキナ衛生埋立て処分場
建設＊ 

Lux 開発 2,500,000 
1999 
-2000

パサキナ市 
調整機関：MARN 

EU ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ・ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ 2 国プ
ロジェクト（環境分野を含
む）＊ 

ASINORLU が実施機関
（受益者）の一つ 

未定 
2005- 
2008?

ASINORLU およびの国境近くのホンジ
ュラス側の自治体 

注）＊印がついているプロジェクトの詳細は 8 章の 8.6 節を参照。 
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3. 対象開発課題と現状 

 

3.1 対象開発課題の枠組み分析 

 

3.1.1 組織制度的枠組み 

 
エルサルバドルでは、他の多くの国同様、自治体が都市廃棄物管理の責任を有す。 

エルサルバドルには 262 の自治体があるが、その多くは規模が小さく、各自治体単

独では都市開発や自治体が提供すべきサービスの提供を効果的、効率的に行えないと

いう問題がある。廃棄物管理も自治体が提供すべきサービスのひとつである。エルサ

ルバドルには 262 全自治体が参加する全国自治体連合（COMURES）がある。近年 COMURES

は、自治体の行政能力、サービス提供能力、政治的能力を強化するため自治体の地域

毎の組合化を推進している。これまでに233の自治体が47の自治体組合を設立した。 

エルサルバドルの都市廃棄物管理に関わる組織は地方自治体の他、1)環境天然資源

省、2)厚生省、3)自治体開発庁、4)全国自治体連合（COMURES）である。 

現在、環境天然資源省がエルサルバドル中央政府レベルにおける廃棄物行政の主

務官庁である。同省は廃棄物管理を含む環境管理の政策、法律を策定する。ただし

同省が設立されたのは 1998 年であり、廃棄物分野の行政経験は約 6年である。環境

天然資源省の総人数は 181 名（うち森林保護官 62 名）、年間総予算は 570 万ドル（約

6億円）である。 

1998 年以前は厚生省が廃棄物行政の主務官庁であった。同省は引き続き、主に保健

衛生の観点から 1)廃棄物の人の健康に係わる領域、2)医療廃棄物管理、について管

轄し、自治体や地域に対する指導を行う。 

独立行政組織である自治体開発庁（ISDEM）は自治体の行政能力および行政サービ

ス（廃棄物管理サービスを含む）の向上のために支援を行う役割を有する。これまで

に廃棄物管理を含む環境管理に関する自治体向けのパンフレットを作った実績はあ

るが、廃棄物管理に関する専門職員がいない為、専門的なアドバイスは行っていない。 

全国自治体連合（COMURES）は本プロジェクトのパイロットプロジェクト対象であ

る ASINORLU（ラ・ウニオン県北部自治体組合）9 自治体が同組合組織を設立する際、

支援を行った。今後、中央政府が適切な廃棄物管理を全国に普及する際、全国自治体

連合の協力が不可欠である。 

本プロジェクトの技術委員会の構成機関として、廃棄物管理に関わるアクター（自

治体以外）の環境天然資源省、厚生省、ISDEM、COMURES が挙げられている。それぞれ

機関の役割を下表のようにまとめた。 
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エルサルバドル廃棄物管理にかかわる主要アクター 

（本プロジェクト技術委員会作成） 
機関名 機関の種類 使命 ビジョン 

MARN（環

境 天 然 資

源省） 

中央政府の省

庁 
「国内社会の持続可能な開

発を透明性の高い参加的な

方法で容易にするような政

策手段と規範によって効果

的な環境管理計画を監督す

る」 

「我々は社会経済の開発を

国内天然資源の持続可能な

管理と調和させる基盤を確

立しており、それが我々を

国内環境管理のリーダーと

している」 
 

MSPAS 
（厚生省） 

中央政府の省

庁（四つの地

方事務所を持

つ） 

「我々は、よりよい生活の

質を達成するために、あら

ゆる部門と社会的アクター

を含む共同体との共同責任

で、エルサルバドルの国民

に公正で質の高い統合的な

サービスをタイミングよく

提供することを保証する保

健担当の国家機関である」

 

「国民保健制度を執行し、

エルサルバドル国民の健康

の保全と回復のために環境

と調和した公正で効率のよ

い統合的な共同医療サービ

スを保証し、保健と社会的

説明義務に対する自己責任

を奨励する保健部門の規範

設定機関となる」 

ISDEM（自

治 体 開 発

庁） 

法令によって

設立された独

立機関で、国

内の四つの地

域に事務所を

持つ。 

「自治体を継続的に強化

し、自治体が中央政府の定

める計画やプログラムに合

わせて開発と共同体の積極

的参加を推進できるように

するのに必要な技術的及び

資金的な資源を提供する」

「我々はエルサルバドル国

民から、自治体を強化し、

地方自治に向けたプロセ

ス、近代化、分権化を推進

するパイオニアとして、ま

たエルサルバドルの経済社

会開発と国民の発展に寄与

するリーダーとして見られ

るようにしたい」 
 

COMURES
（ エ ル サ

ル バ ド ル

自 治 体 連

合） 

国内 262 の自

治体による非

営利組織 

「参加的民主主義と地域開

発という枠組みの中で、自

治体の自主性と権能を前向

きに推進、強化、擁護し、

我が国のおかれた現実の中

で各自治体の総意による合

意事項の代弁者となる」 

「持続可能な地域開発及び

包括的、助成的、連帯的な

人的開発の枠組みの中で公

益を追求する部門別投資を

地域分散させる判断基準と

代表例の設定をコミットす

る自治体連合組織となる」

情報源：PROMADES プロジェクトドキュメント表５ 
 
3.2 エルサルバドルの廃棄物管理組織の能力 

 

3.2.1 能力評価の対象組織と方法 
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1) 対象組織 

 
第一次事前評価調査団は本プロジェクトに参加する以下の機関の能力評価を行っ

た。 

 
1. 中央政府機関 

a. 環境天然資源省 
b. 厚生省 
c. 自治体開発庁 
 

2. ラ・ウニオン県北部９自治体組合（ASINORLU）（パイロットプロジェク対象

地域の都市） 
 

2) 評価方法 

 
評価方法としてはクエスチョネア、ヒアリング、現場観察を組み合わせた。クエス

チョネアは、JICA の廃棄物管理分野の支援に関する研究報告書ドラフト（2004 年 9
月）に掲載されている「キャパシティアセスメントのためのチェック項目リスト例」

を参照して作成した。 
 
3) クエスチョネアの構成 

 
クエスチョネアの目的は廃棄物管理に関係する組織の能力評価を行うことにある

が、これらの組織が置かれている国の背景、廃棄物管理状況の把握も基礎情報として

役に立つので、クエスチョネアを以下のように構成した。 
 

A. 中央政府機関に対する質問状 
A1 エルサルバドルの背景情報（人口、経済レベル、平均寿命、識字率、

気候など） 
A2 エルサルバドルの廃棄物管理の基礎データ（ごみ量、収集・処分状

況、有害廃棄物処理状況など） 
A3 廃棄物管理に関する国の政策、法律、計画、データシステム 
A4 中央政府機関 

A4-1 環境天然資源省（MARN） 
A4-2 厚生省（MSPAS） 
A4-3 自治体開発庁（ISDEM） 
 

B ラ・ウニオン県北部９自治体組合（ASINORLU）（パイロットプロジェク



－158－ 

トの対象地域）への質問状 
1. サンタロサデリマ市 
2. ヌエバエスパルタ市 
3. アナモロス市 
4. エルサウセ市 
5. サンホセ市 
6. ポロロス市 
7. ボリバル市 
8. リスリケ市 
9. コンセプシオンデオリエンテ市 

 
上記 A 中央政府機関に対する質問状には本プロジェクト技術委員会が回答した。B

ラ・ウニオン県北部 9 自治体組合（ASINORLU）への質問状については、自治体開発

庁（ISDEM）の本プロジェクト実施ユニット（自治体開発庁東部事務所内に設置され

た）が各市に配布、説明し、回答を回収した。 
 

3.2.2 政府機関の廃棄物管理に係わる行政能力 

 

1) 環境天然資源省および厚生省 

 

エルサルバドルの中央政府レベルの廃棄物行政はわずか6年前に開始した。廃棄物

行政に係わっているスタッフ数は環境天然資源省(MARN)が 3 名（うち廃棄物専任は 1

名）、厚生省(MSPAS)が 2 名（両名とも国際プロジェクトを担当）である。この事実

を見てもエルサルバドルにおける廃棄物行政はまだ新しく、いろいろな面で廃棄物

行政の進展はこれからであると言える。 

一般的には、廃棄物行政分野における中央政府の役割は以下の通りである。 

 

廃棄物行政分野における中央政府の役割 

１. 政策立案 

２. 法律の制定 

３. 法律のエンフォースメント 

４. 環境モニタリング 

５. 自治体や企業への支援、指導 

６. 環境教育 

 

下表にエルサルバドル政府の役割実施状況を示す。 
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廃棄物行政の役割とエルサルバドル政府の役割実施状況 
政府の役割 状況 

１．政策立案 － 2001 年 11 月、統合廃棄物管理に関する国の政策

（NATIONAL POLICY ON INTEGRAL MANAGEMENT OF 
SOLID WASTE）を制定した。 
－同ポリシーを策定することを目的とし、廃棄物管理国家委

員会が設立された。同委員会は環境天然資源省，厚生省、経

済省の大臣、産業界代表、コンサルタントより構成されてい

る。2001 年に同ポリシーが制定され、同委員会はその後活動

を停止している。 
2. 廃棄物管理に

関する法律 
－1998 年 4 月、保健法（Health Code）制定 
－2000 年 4 月環境基本法（GENERAL REGULATIONS OF 
THE LAW OF THE ENVIRONMENT）制定 
－2000 年 6 月、統合廃棄物管理に関する特別法（SPECIAL 
REGULATIONS ON INTEGRAL MANAGEMENT OF SOLID 
WASTE）制定。これとほぼ同時期に有害な物質および廃棄

物に関する特別法が制定された。 
3. 法律のエンフ

ォースメント 
－他国同様、エルサルバドルのエンフォースメント（法規制

の実施）は弱い。環境基本法によれば、全ての自治体は衛生

埋立てを導入しなければならないが、それを導入している自

治体は全体 262 のうち 25 であり、10%以下である。 
 

4. 環境モニタリ

ング 
－国レベルにおける環境モニタリングは皆無である。廃棄物

に関して言えば、ごみ収集量など基礎的データの一部は一応

存在するが、定期的な報告システムは無い。 
－住民による苦情が唯一のモニタリングインディケーター

となっている。（MARN 廃棄物担当者の意見） 
5. 自治体や企業

への支援･指導 
－廃棄物分野における支援・指導は皆無である。 
－エルサルバドルの幾つかの都市では衛生的な埋立てが実

施されている。しかし、その技術的特長の分析・評価が MARN
によりなされていない。衛生埋立ての面で自治体に対し支

援・指導するためには、そのような分析・評価が不可欠であ

る。 
－自治体に対する廃棄物管理の補助金制度は無い。 

6. 環境教育 －エルサルバドルの小学校のカリキュラムには環境教育が

含まれている。 
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結論 
エルサルバドル政府は近年、廃棄物管理に関する国の政策を作り、法律を制定した。

法のエンフォースメント（規制実施）には環境モニタリング、データ収集・分析、自

治体や企業への指導が必要である。 
 
MARN は設立が新しく組織も小さい。廃棄物担当スタッフの人数も極めて限られて

いる。環境モニタリングには大きな資金が必要で早急には出来ない。 
しかしデータ収集・分析や自治体や企業への指導は担当者レベルの能力強化により

可能である。 
MARN のデータ収集はある程度出来ているが、データ分析能力の向上が必要である。

例えば、MARN は埋立て処分場に関するデータもある程度保有しているが、それらの

データの分析、あるいは訪問視察により、それぞれの処分場の技術的特徴を捉える必

要がある。それが出来れば、自治体や企業への指導能力が高まり、ひいては、法律の

エンフォースメント強化にもつながる。 
MARN は本プロジェクトを上述の能力強化に役立てことが出来るはずである。 
 
MSPASはMARN設立以前に廃棄物管理行政の主務官庁であったが、MARN設立後、

国レベルの廃棄物管理に関する政策、法律に関しては、MARN に主導的な役割を譲っ

た。 
MSPAS は数多くの地方保健所を通じて地方自治体、コミュニティーとの接点を有

している。MSPAS の地方保健所は、地方において、人々の健康面と環境衛生面の両

面の維持促進の役割を有している。 
健康面においては、地方保健所は過去の実績があり、機能を果たしているが、環境

衛生面、とりわけ廃棄物管理については専門的な知識や経験が無く、地方自治体やコ

ミュニティーに対する監視・指導の役割は十分果たしているとは言えない。MSPAS
は、埋め立て処分場の計画、建設、運転に関して主に衛生・健康の観点からチェック

を行い許可証を発行する役割を担っているが、埋め立て処分場についての専門知識は

有していない。 
本プロジェクトでは ASINORLU 地域におけるパイロットプロジェクトに、MSPAS

の地方保健所が参加することになっているが、その参加は地方保健所の能力強化の機

会となりうる。 
地方自治体が衛生埋め立てなど現在より高いレベルの廃棄物管理を導入するため

には、地方自治体の意思決定者（市長など）の廃棄物管理に対する認識の強化と、資

金が必要である。 
これらの面で、MARN、MSPAS が果たす役割は大きい。 
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2) 自治体開発庁 

 
自治体開発庁は自治体に対し自治体が行うべき事柄に関するアドバイスを提供す

る立場にある。廃棄物管理分野においては、自治体開発庁は、これまでに、自治体向

けの環境法（とりわけ環境影響評価の実施手続きなどの）解説書、廃棄物管理パンフ

レットなど、いくつかの自治体用ガイドラインを作成・配布した実績がある。 
自治体開発庁には市行政、経営管理、財務面の専門家は多くいるが、環境管理、廃

棄物管理を得意分野とする人材は皆無であり、この分野での組織能力は現在のところ

ほとんど無い。 
 

3.2.3 ASINORLU９市の廃棄物管理能力 

 
1) 廃棄物管理概況 

 
ASINORLU 9 市のうちエルサウセ市以外はごみ収集を行っている。9 市のうちも

っとも早くからごみ収集サービスを開始したのはサンタロサデリマ（SRL）市で、1994
年にトラックによるごみ収集を開始した。他の市は 1997 年から 2000 年の間にごみ収

集サービスを開始した。 
9 市の全人口は約 115,000 人、うちアーバンエリアの人口は 29,000 人、ルーラルエ

リアの人口 86,000 人と推定される。ごみ収集サービスを受けている人口は 2 万人程度

で、その殆どがアーバンエリアの住民である。人口ベースの収集率は全人口を分母と

すると 20%程度であり、アーバンエリアの人口を分母とすると約 60%である。以上の

情報を含め 9 市の廃棄物管理状況を下表に示す。 
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ASINORLU 9 市の廃棄物管理状況 

 ① 
ｻﾝﾀﾛｻ

ﾃﾞﾘﾏ

(SRL) 

② 
ﾇｴﾊﾞｴ

ｽﾊﾟﾙﾀ 

③ 
ｱﾅﾓﾛｽ

④ 
ｴﾙｻｳｾ

⑤ 
ｻﾝﾎｾ

⑥ 
ﾎﾟﾛﾛｽ

⑦ 
ﾎﾞﾘﾊﾞ

ﾙ 

⑧ 
ﾘｽﾘｹ 

⑨ 
ｺﾝｾﾌﾟ

ｼｵﾝﾃﾞ

ｵﾘｴﾝﾃ

 
計 

1.ごみ収集 有る 有る 有る 無し 有る 有る 有る 有る 有る  
2.ﾄﾗｯｸによ

る ご み 収

集開始 

1994
年 

1999
年 

1998
年 

－ ？ 1997
年 

2000
年 

2000
年 

？  

3.アーバン

エ リ ア の

人口 

12,26
7 

4,129 2,190 1,485 2,011 3,160 793 1,250 1,671 28,956

4.ごみ収集

人口 
10,32

5 
1,825 1,971 0 1,300 1,778 600 1,250 600 19,649

5.= 4/3 84% 44% 90% 0% 65% 56% 76% 100% 36% 68% 
6. 収集量

予想 
47.22 
ﾄﾝ/日 

1.68 
ﾄﾝ/日 

2.55 
ﾄﾝ/日

0.00 
ﾄﾝ/日

0.58 
ﾄﾝ/日

1.94 
ﾄﾝ/日

0.46 
ﾄﾝ/日

0.56 
ﾄﾝ/日 

0.94 
ﾄﾝ/日

55.92 
ﾄﾝ/日 

7. 収集ト

ラック 
3 台 1 台 1 台 無し 1 台* 1 台 1 台 1 台* 1 台* 10 台 

8. 埋立て

場所 
SRL ｵｰﾌﾟﾝ

ﾀﾞﾝﾌﾟ 
SRL ― SRL ｵｰﾌﾟﾝ

ﾀﾞﾝﾌﾟ

ｵｰﾌﾟﾝ

ﾀﾞﾝﾌﾟ

ｵｰﾌﾟﾝ

ﾀﾞﾝﾌﾟ 
SRL  

*印は委託業者保有車両    
SRL: サンタロサデリマ 
 
廃棄物管理状況の近年の変化 

ASINORLU 地域における廃棄物管理の近年の変化を次のようまとめることが出来

る。 
 
ASINORLU の各市のトラックによるごみ収集サービスはおよそ数年前に開始され

た。即ちハンドカート収集からトラック利用による収集に移行したのは数年前と思わ

れる。エルサウセ市は未だごみ収集は行っていない。トラック収集の開始とともに、

輸送距離の遠距離化が可能になり、収集量が増え、処分する場所が必要となった。そ

れで、オープンダンピングが出来る場所を確保したというのが近年の変化であった。

サンタロサデリマ市ですら 2000 年までは河川敷の水辺にダンプしていた。現在、サ

ンタロサデリマの処分場では定期的な覆土を行っているが、それ以外の処分場はオー

プンダンピングで、エンジニアリングインプットは皆無である。 
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2) 廃棄物管理能力 

 
ASINORLU を構成する各市の規模は日本の市町村で言えば町や村に近いものであ

る。各市の市役所のスタッフは 10～20 人程度である。サンタロサデリマでは廃棄物

（環境）専任担当 1 人がいるが、他の市では助役が環境・ごみ問題を担当しているケ

ースが多い。ごみ収集量が 2 番目に大きいアナモロス市は、環境面の計画立案担当者

がいるが、ごみ収集作業員への指示を直接市長が出している状況である。 
ハンドカート収集からトラック収集に移行したのが数年前であり、それに伴い、収

集量増加、費用増加、処分場問題（環境問題および、適正処分の導入の必要性）が近

年発生した。ASINORLU は、これらの問題にこれまで各市個々に対応してきたが、

その技術的、財務的な対応力には限界がある。9 市が連合し ASINORLU を結成した

ことは、対応力を高める上で有効であり、そこに ASINORLU の（対応能力向上への）

意思力を感じることが出来る。 
ASINORLU は、今後、市民の廃棄物管理サービスニーズを満足させるため、①よ

り効率的な収集輸送システムの選択能力／管理能力（委託契約管理能力も含め）、②

処分場の運営能力、③財源確保能力、④市民に対する環境啓発能力、⑤説明能力を高

める必要がある。処分場などのエンジニアリングについては、外部のコンサルタント、

専門家を利用すべきであり、その利用能力、管理能力を高める必要がある。 
 

 

3.3 エルサルバドルにおける廃棄物管理の課題 

 
3.3.1 都市廃棄物管理の問題 
 
1) 特徴と問題 
 
エルサルバドルの各自治体の人口はアーバンエリア人口とルーラルエリア人口に

区別される。エルサルバドルの全人口約 660 万人のうちアーバンエリア人口は 360 万

人、このうちごみ収集サービスが提供されているのはその 75%の 270 万人である。ル

ーラルエリアでは基本的にごみ収集サービスが無い。 
エルサルバドルの大多数の自治体は人口が非常に少ない。アーバンエリア人口に限

ると、エルサルバドル東部地域全 87 自治体のうち 70 が 5,000 人以下である。5 千人

から 1 万人以下の自治体が 11、1 万人以上の人口を持つ自治体はたったの 6 である。 
 
エルサルバドルの廃棄物管理には次のような特徴および問題がある。 

 
a. 廃棄物管理サービスの対象がアーバンエリアに限られている。 
b. 1 トン当たりおよびサービス人口 1 人当たりの廃棄物管理費用が所得水準に比
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して高い。 
c. ごみ収集サービスの歴史が浅い（数年から 10 年以内の自治体が圧倒的に多い）。 
d. 廃棄物管理サービスのマーケットがほとんど発達していない。 
e. 廃棄物処分の実態と中央政府が目指している処分レベル（衛生埋め立て）の間

に大きなギャップがある。 
 

このような廃棄物管理の状況は他の中央アメリカ諸国でも共通に見られると思わ

れるが、アジア諸国の廃棄物管理状況と比べると大きな違いがある。 
 
2) 原因 
 
上述の状況をもたらしている原因として以下が考えられる。 

 
a. エルサルバドルの大多数の自治体の人口規模は非常に小さいが、そのような

自治体が個々に廃棄物管理を行っている。 
b. 各自治体の予算規模が非常に小さい。 
c. 階層および地域による所得格差が大きい。 

 
(1) 小規模自治体が個々に廃棄物管理責任を持つことの影響 
 
影響 1：廃棄物管理にかかる費用効率が悪くなる 

各自治体の人口規模が非常に小さいことが、廃棄物管理の費用効率を悪くしている。

例えば、一般的には、ごみ収集車 1 台で、1 万人の人口に対してごみ収集サービスを

提供することが出来る。また、ブルドーザー1 台は 1 日で 100 トンから 150 トンのご

みを処分することが出来る。ASINORLU9 市のうちごみ収集サービス対象人口が 1 万

人を超えているのはサンタロサデリマ市のみで、他の自治体アーバンエリア人口は平

均 1,800 人に満たない。サンタロサデリマの処分場には同市を含め 4 自治体がごみを

搬入しているが、その搬入量は一日約 20 トン程度である。 
 
影響２：廃棄物管理担当者を持つことが出来ない 

ASINORLU の各自治体の職員数は市長を含め 10 人から 20 人である。このように

少ない職員数では廃棄物管理スタッフはおろか環境全般担当者を配置することも極

めて困難である。 
 
(2) 自治体予算が少ない 
 

一般的に、エルサルバドルの地方自治体には以下の４つの財源がある。 
a 地方自治体経済社会開発予算（RODES） 
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b 清掃料金などの料金 
c 商業銀行からのローン 
d 2 国間援助機関の資金 

 
 
a. FODES 
 
上記の内、地方自治体にとり FODES が主要な財源である。ASINORLU では全体歳

入の約 70%が FODES である。 
FODES は中央政府予算の 6％である。2005 年には 7%になることが決まっているが、

7%としても小さい。 
 
サンタロサデリマ市からのヒアリングによれば、自治体における FODES の大半は

コニュニティー開発地域組織（ADESCOS）を通じてコミュニティーの基本インフラ

（道路、水道、学校など）の開発に使われる。従って、ごみ収集車両、処分場重機の

購入費用を FODES から捻出する余裕は無いとのこと。サンタロサデリマ市はこれら

の機材を持っているが、それらは市所有の土地の売却代金で購入したとのことである。 
 
コニュニティー開発地域組織（ADESCOS） 

ADESCOS は Communitey Based Organization(CBO)である。とりわけルーラルエリア

に多く存在する。ASINORLU のルーラルエリアには約 100 の ADESCOS が存在する。

FODES の大半は ADESCOS を通じてコミュニティー開発に使われる。 
ADESCOS は 2 国間援助機関、国際 NGO から資金援助を受けるが、必ず自治体を

通して受領する。 
ADESCOS は簡易水道施設、道路や橋などのインフラ整備・補修などを行う。

ADESCOS は自治体より整備・補修のための材料（例えばセメント、レンガなど）購

入資金を受ける。コミュニティーの住民自らが作業員として参加する。ADESCOS は

法人格を有す。 
 
b. 清掃料金 
 
自治体が集める料金には、マーケット場所代、ごみ収集料金、街灯電気代、道路清

掃料金、手数料などがある。ASINORLU の場合、ごみ収集料金収入は廃棄物管理費

用の約 3 分の 1 程度である。残りは FODES 資金を充当している。 
 
c. 商業銀行からの借り入れ 
 
商業銀行からの借り入れは少ない。借り入れる金の返済は、自治体が受領する
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FODES からの天引きされる形で行われる。 
 
(3) 階層による所得格差が大きい 
 
エルサルバドルは所得階層が明確に存在している国の一つである。また所得の地域

格差も大きいと思われる。エルサルバドルの 1 人あたり国民総所得は 2,200 ドル程度

である。一方、公式データは無いが、ASINORLU 地域では、半分以下と思われる。

ある地域における経済的に妥当な廃棄物処理レベルは、当該地域の経済レベルによる

ことから、地域による経済レベル格差は、処理システムやレベルを計画する際に、十

分考慮する必要がある。 
エルサルバドル全体ではアーバンエリアの人口が 55%、ルーラルエリアの人口が

45%である。これに対して ASINORLU 地域ではアーバンエリア人口は全体の 4 分の 1
程度で、4 分の 3 がルーラルエリア人口である。一般的に所得はアーバンエリアのほ

うがルーラルエリアよりも高い。ASINORLU 地域の所得が低い理由はアーバンエリ

ア人口の地域全体人口に対する比率が低いからだと思われる。 
 
3.3.2 都市廃棄物管理の課題 
 
エルサルバドルの都市廃棄物管理の今後の課題を次のように考える。 

 
1. ごみ収集サービスの拡大（受益者の増加）とごみ収集運搬効率の向上 
2. 埋め立て処分場の改善 
3. 廃棄物管理サービス市場の拡大強化（民間の廃棄物管理サービス提供能力の拡

大） 
4. 廃棄物管理費用財源の確保（そのための財政制度の見直し） 
5. 中央政府スタッフの都市廃棄物管理サービス状況のモニタリング能力および

自治体への指導・アドバイス提供能力の強化 
 
1) ごみ収集サービスの拡大とごみ収集運搬効率の向上 

 
エルサルバドルの全人口のうちごみ収集サービスを受けているのは約 50%である。

収集率はアーバンエリアとルーラルエリアで大きく異なる。アーバンエリアでのごみ

収集率は約 75%であるのに対しルーラルエリアでは約 5%である。 
一般的にはアーバンエリアにおける収集サービスがまだ不十分な段階では、アーバ

ンエリアにおける収集サービス拡大は処分レベルの向上よりも優先度が高い。なぜな

ら、アーバンエリアでは未収集ごみは環境汚染の直接原因になりがちだからである。 
廃棄物管理予算の大幅増加が期待出来なければ、サービス拡大のためには、収集効

率の改善が不可欠である。収集効率改善が収集サービス拡大の可能性を高める。 
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収集輸送効率を高める一つの方法としては民間委託がある。ASINORLU の 9 自治

体のうち 3 自治体が収集運搬に民間会社(個人)を使っている。ごみ収集サービスを民

間会社に委託する場合、適切な契約条件の適用とサービスのモニタリングが自治体に

とり重要である。 
 

2) 埋め立て処分場の改善 

 
エルサルバドルではごみ処分方法としては一般的にオープンダンピングが行われ

ている。オープンダンピングに伴う問題としては、 
1. 発火、発煙、ハエ、蚊、鼠などの発生、悪臭の発生 
2. 発生するメタンガスの爆発の危険性 
3. 積み上げ廃棄物の崩落による危険 
4. 浸出液による地下水や河川の水質汚染、処分場の環境レベルの向上が求めら

れる。その際重要なのは、処分場における環境対策の優先度付けである。 
 
処分場の改善を行う場合、費用効果の高い対策から実施していく必要がある。上記

項目１は定期的な覆土を行うことにより防止することが可能である。発火、発煙は処

分場の作業員および近隣住民の健康に直接的な影響を与える。 
 
エルサルバドルでは処分場サイトの合理的選定が大きな課題である。埋め立て処分

場の立地はごみ運搬費用と環境対策費用に大きな影響をおよぼす。ごみの収集エリア

（住居地区）の近くに処分場を作れば運搬費用は低いが、より多くの環境対策費用が

かかる可能性が高い。費用最小をもたらすような場所の選択が合理的である。 
 
3) 廃棄物管理サービス市場の拡大強化（民間の廃棄物管理サービス提供能力の拡大） 

 
エルサルバドルにおける廃棄物管理サービスのマーケットは小さい。効率的で質の

高い廃棄物管理サービスを確保するためにはマーケットの発展が不可欠である。 
他のサービス同様、廃棄物管理サービスの価格と質は、廃棄物管理サービスマーケ

ットの状況に依る。都市廃棄物管理サービスの場合、サービス需要者は自治体、サー

ビス提供者は廃棄物コンサルタント、廃棄物管理会社、および自治体自身である。廃

棄物管理サービスは廃棄物管理に関わる、調査、企画、計画立案、設計、施設建設、

施設運転維持管理より構成される。これらのサービスはすべて専門性を必要とするサ

ービスであり、マーケットの状況（需要の大きさ、供給者の数、供給サイドの能力な

ど）がサービスの質と価格を決める。需要の大きさは自治体の規模、求めるサービス

のレベル、自治体の意思決定者（市長、議会など）の廃棄物管理に対する認識レベル

などによる。例えば日本の都市廃棄物管理サービスマーケット規模は 2 兆円程度と推

定される。 
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エルサルバドル政府が目指している総合廃棄物管理の全国普及を実現するために

は以下のことが重要と思われる。 
1. 都市廃棄物管理サービス需要の喚起 
2. サービス発注に必要な資金（その確保能力）、 
3. 廃棄物管理サービス供給者の育成 

上記 1 のためには、a)中央政府による法的規制、b)自治体責任者の意識啓蒙（総合

廃棄物管理の必要性に対する）が重要である。エルサルバドルの場合、上記 2 につい

ても中央政府が果たすべき役割は大きいと思われる。上記 1 と 2 を満足することが上

記 3 を実現する条件である。 
本プロジェクトが目指すキャパシティ・デベロップメントを効果的に行うためには、

プロジェクト関係者自身がキャパシティ・デベロップメントの役割と意義を上述の廃

棄物管理サービスマーケット開発の中で考える必要がある。 
 
4) 廃棄物管理費用財源の確保（そのための財政制度の見直し） 
 
事前評価調査においてまとめた ASINORLU9 自治体廃棄物管理データによると、

2004 年の ASINORLU9 自治体が徴収するごみ料金は廃棄物管理費用の 43%に相当す

る。残りは FODES と呼ばれる中央政府から自治体開発庁（ISDEM）経由で自治体に

渡される交付金が充当される。 
今後埋め立て処分場の環境レベルを高めれば、より多くの費用がかかる。しかし、

例えば ASINORLU の場合、受益者より徴収されている料金は所得に対して決して低

いものでない。上述の ASINORLU9 自治廃棄物管理データによれば、ごみ収集料金は

平均 40.17 ドル／年／世帯である。世帯収入を 6,000 ドル／年（1,200 ドル／人／年ｘ

5 人／世帯）と想定すると、その世帯収入の 0.67%に相当し、既にかなり高い。世帯

所得に対する料金負担率をこれ以上に一律に上げることに対する住民の合意を得る

のは容易なことではないと思われる。ただしごみ収集サービスや道路清掃サービスの

レベルに応じて料率を変える、あるいは事業系ごみの料金を変更するなどの余地は十

分あると思われる。 
経済財務的面から見ると料金収入による 100%費用負担は理想であるが、政治的、

社会的マイナスが出る場合があり、したがって、その率は政策変数である。日本の自

治体のほとんどは、ごみ料金は徴収せず、固定資産税を廃棄物管理費用の財源として

いる。 
今後エルサルバドル中央政府が自治体に対して衛生埋め立て導入実施を求めるな

らば、そのための資金をどこからどのように確保するかについての政府としての政策

が求められる。 
 

5) 中央政府スタッフの廃棄物管理サービス状況のモニタリング能力および自治体へ

の指導・アドバイス提供能力の強化 
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エルサルバドル政府は近年、廃棄物管理に関する国の政策を作り、法律を制定した。

法の規制実施には環境モニタリング、データ収集・分析、自治体や企業への指導が必

要である。 
環境天然資源省（MARN）は設立が新しく組織も小さい。廃棄物担当スタッフの人

数も極めて限られている。環境モニタリングには大きな資金が必要で早急には出来な

い。しかしデータ収集・分析や自治体や企業への指導は担当者レベルの能力強化によ

り可能である。 
MARN のデータ収集はある程度出来ているが、データ分析能力の向上が必要である。

例えば、MARN は埋立て処分場に関するデータもある程度保有しているが、それらの

データの分析、あるいは現地視察により、それぞれの処分場の技術的特徴を捉える必

要がある。それが出来れば、自治体や企業への指導能力が高まり、ひいては、法律の

規制力強化にもつながる。 
 
厚生省（MSPAS）は MARN 設立以前には廃棄物管理行政の主務官庁であったが、

MARN 設立後、国レベルの廃棄物管理に関する政策、法律に関しては、MARN に主

導的な役割を譲った。 
MSPAS は数多くの地方保健所を通じて地方自治体、コミュニティーとの接点を有

している。MSPAS の地方保健所は、地方において、人々の健康面と環境衛生面の両

面の維持促進の役割を有している。 
健康面においては、地方保健所は過去の実績があり、機能を果たしているが、環境

衛生面、とりわけ廃棄物管理については専門的な知識や経験が無く、地方自治体やコ

ミュニティーに対する監視・指導の役割は十分果たしているとは言えない。MSPAS
は、埋め立て処分場の計画、建設、運転に関して主に衛生・健康の観点からチェック

を行い、許可証を発行する役割を担っているが、埋め立て処分場についての専門知識

は有していない。 
地方自治体が衛生埋め立てなど現在より高いレベルの廃棄物管理を導入するため

には、地方自治体の意思決定者（市長など）の廃棄物管理に対する認識の強化と、資

金が必要である。 
これらの面で、MARN、MSPAS および ISDEM が果たす役割は大きく、これらの役

割を果たすのに必要な能力をつける必要がある。 
 
 
3.4 パイロットプロジェクトサイト（ASINORLU）の状況 

 

3.4.1 ASINORLU 設立 

 
ASINORLU（ラ・ウニオン県北部自治体組合）は 2003 年 5 月に設立された。

ASINORLU は当初は 7 自治体の連合であったが、2004 年 7 月に 2 自治体が参加し、
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以下の 9 自治体となった。 
 
ASINORLU を構成する自治体 

1 リスリケ（Lislique） 
2 アナモロス(Anamoros) 
3 エルサウセ（El Sauce） 
4 ポロロス（Poloros） 
5 サンタロサデリマ（Santa Rosa de Lima） 
6 ヌエバエスパルタ（Nueva Esparta） 
7 コンセプシオンデオリエンテ（Concepcion de Oriente） 
8 ボリバル(Bolivar)（2004 年 7 月加盟） 
9 サンホセ（San Jose）（2004 年 7 月加盟） 

 
ASINORLU の代表はリスリケ市長が務めている。 

 
ASINORLU 結成の目的 

ASINORLU 戦略的開発プラン（2003 年 12 月エルサルバドル自治体連合および

ASINORLU の共同策定）によれば、ASINORLU 結成目的は以下のとおりである。 
「ASINORLU 地域の総合開発の促進」 
 
ASINORLU 結成の具体的目的 

1) 参加自治体および連合の政治的、技術的、行政的、財務的能力の強化 
2) 同地域の地域組織（主として ADESCOS と呼ばれるコミュニティー開発組合）

の管理 
3) 同地域の環境と天然資源の適切な管理 

 
ASINORLU の開発戦略として以下を掲げている。 
 
ASINORLU の開発戦略 
1) テクニカルユニットの設立 
2) 財源モデルの策定、実施およびフォローアップ 
3) 戦略的活動計画の策定、実施、フォローアップ 
4) 中央政府、国際協力機関、NGO、コミュニティー組織との連携強化 

 
ASINORLU のプログラムとして以下の４つのプログラムを計画している。 
 

ASINORLU の 4 つのプログラム 
－プログラム１： 政治的、技術的、行政的、財務的な能力強化 
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－プログラム２： アーバンエリア／ルーラルエリア強化 
－プログラム３： 経済、社会、文化的開発 
－プログラム４： 環境と天然資源の管理 

 

3.4.2 人口と面積 

 

パイロットプロジェクトの対象候補地域である ASINORLU は 9 の小規模自治体よ

り構成され、ラ・ウニオン県北部に位置する。 
ラ・ウニオン県はエルサルバドル東部地域４県のうち、もっとも東部に位置し、

ASINORLU9 自治体の人口は 11 万 3 千人で、このうち、アーバンエリア人口は約 2
万 6 千人、ASINORLU 全体の 23%である。一方ルーラルエリア人口は約 8 万 6 千人

で 77%を占める。 
面積は ASINORLU 全体で 860km2 であるが、うちアーバンエリア面積は 2.59km2

で、全体の 0.3%程度である。9 自治体の人口および面積を下表に示す。 
  

ASINORLU9 自治体の人口と面積 

人口(人) 面積(Km2)  

ｱｰﾊﾞﾝ 
ｴﾘｱ 

ﾙｰﾗﾙ 
ｴﾘｱ 

全体 ｱｰﾊﾞﾝ 
ｴﾘｱ 

ﾙｰﾗﾙ 
ｴﾘｱ 

全体 

1. サンタローザデリ
マ Santa Rosa de 
Lima 

12,267 14,071 26,338
0.71 127.56 128.56

2.ヌエバエスパルタ 
Nueva Esparta 

1,553 12,234 13,787 0.16 86.00 86.16

3. アナモロス
Anamoros 

2,190 14,061 16,251 0.15 107.85 108.00

4. エルサウセ 
El Sauce 

1,485 6,338 7,823 0.38 146.33 146.71

5. サンホセ     
San José 

2,011 2,557 4,568 0.40 44.76 45.16

6. ポロロス   
Poloros 

3,160 12,459 15,619 0.22 126.38 126.60

7. ボリバー    
Bolivar 

793 4,205 4,998 0.23 51.36 51.59

8. リスリケ    
Lislique 

1,250 15,509 16,759 0.19 98.63 98.82

9. ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ
Concepcion de 
Oriente 

1,671 4,952 6,623
0.15 68.62 68.77

26,380 86,386 112,766 2.59 857.78 860.37
合計 

23.4% 76.6% 100% 0.3% 99.7% 100%
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3.5 パイロットプロジェクトサイト（ASINORLU）の廃棄物管理現状 

 

3.5.1 ASINORLU の廃棄物管理に関する政策、法規など 

 
ASINORLU には廃棄物管理に的を絞った政策、法規は無い。上記の「プログラム

４：環境と天然資源の管理」には廃棄物管理が含まれている。 
ASINORLU が作成した活動計画によれば、プログラム４において、「廃棄物総合管

理および廃棄物最終処分のフォローアップ」という活動が掲げられている。同計画に

よれば、このフォローアップは 2004 年 1 月から開始し、活動予算は 1 年間に 12,000
ドル（1,000 ドル／月ｘ12 ヶ月）である。しかしこれまでのところ、各自治体は自治

体ごとに廃棄物管理を従来どおりに行い、上記の総合管理のための具体的活動は特に

実施していない。 
 
同計画には上記の活動への協力機関としてスペイン援助機関、DENUCA、FIS DL

の名前が記載されている。しかし、現在のところこれらの機関による支援は得られて

いない。 
2004 年 4 月に、本プロジェクトに対する JICA 協力の可能性が高まり、ASINORLU

は、本プロジェクト参加に応募し、中央政府による審査の結果、プロジェクト対象自

治体連合として受け入れられた。 
JICA 協力を通じて ASINORLU に廃棄物総合管理を導入することが、ASINORLU に

とって廃棄物管理に関する最重要計画である。 
 
3.5.2 ASINORLU 地域の廃棄物管理の特徴 

 
1) 廃棄物管理概況 

 

ASINORLU 9 市のうちエルサウセ市以外はごみ収集を行っている。9 市のうち最

も早くからごみ収集サービスを開始したのはサンタローザデリマ（SRL）市で、今か

ら 10 年前にトラックによるごみ収集を開始した。他の市は 1997 年から 2000 年の間

にごみ収集サービスを開始した。 
9 市の全人口は約 11 万 3 千人、うちアーバンエリア（アーバンエリア、ルーラルエリ

アの定義については 2.1.6 の注を参照）の人口は 2 万 6 千人、ルーラルエリアの人口 8
万6千人と推定される。ごみ収集サービスを受けている人口は2万1千人程度である。

人口ベースの収集率は全人口を分母とすると 18%程度である。アーバンエリアにおい

ては、収集サービスを受けている人口は約 1 万 9 千人で、アーバンエリア人口の 71%
に相当する。ルーラルエリアでのは収集サービスを受けている人口は約 2 千人で、こ

れはルーラルエリア人口の 2.4%である。9 市の廃棄物管理状況を下表に示す。 
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ASINORLU 9 市の廃棄物管理状況 

（FOVIAL による道路清掃ごみおよび民間持込ごみを除く） 
 ① 

ｻﾝﾀﾛｰ
ｻﾞﾃﾞﾘﾏ 
(SRL) 

② 
ﾇｴﾊﾞｴｽ
ﾊﾟﾙﾀ 

③ 
ｱﾅﾓﾛｽ

④ 
ﾙｻｳｾ 

⑤ 
ｻﾝﾎｾ 

⑥ 
ﾎﾟﾛﾛｽ

⑦ 
ボリバ
ル 

⑧ 
ﾘｽﾘｹ 

⑨ 
ｺﾝｾﾌﾟｼ
ｮﾝﾃﾞｵﾘ
ｴﾝﾃ 

 
計 

1.ごみ収集 有る 有る 有る 無し 有る 有る 有る 有る 有る  

2.ﾄﾗｯｸごみ収
集開始 

1994
年 

1999
年 

1998
年 

－ ？ 1997
年 

2000
年 

2000
年 

？  

3.人口 26,338 13,787 16,251 7,823 4,568 15,619 4,998 16,759 6,623 112,766

4.ごみ収集人
口 

10,325 2,375 3,500 0 1,300 1,270 600 824 600 20,794 

5.収集率 

（項目 4/項
目 3） 

39% 17% 22% 0% 28% 8% 12% 5% 9% 18% 

6. 収集量見
積もり*a 

11.397 
ﾄﾝ/日 

0.407 
ﾄﾝ/日 

1.514 
ﾄﾝ/日 

0.00 ﾄ
ﾝ/日 

0.514 
ﾄﾝ/日

0.657 
ﾄﾝ/日

0.371 
ﾄﾝ/日

0.583 
ﾄﾝ/日 

0.406 
ﾄﾝ/日 

15.849 
ﾄﾝ/日 

7. 収集ﾄﾗｯｸ 3 台 1 台 1 台 無し 1 台*b 1 台 1 台 1 台*b 1 台*b 10 台 

8. 埋立て場
所 

SRL ｵｰﾌﾟﾝ
ﾀﾞﾝﾌﾟ 

SRL ― SRL ｵｰﾌﾟﾝ
ﾀﾞﾝﾌﾟ

ｵｰﾌﾟﾝ
ﾀﾞﾝﾌﾟ

ｵｰﾌﾟﾝ
ﾀﾞﾝﾌﾟ 

SRL  

*a 収集量見積もりは ISDEM PEU および ASINORLU が 2005 年 2 月に実施した調査に

基づく。 *b 印は委託業者保有車両。 
SRL: Santa Rosa de Lima 
 
2) 廃棄物管理状況の近年の変化 

 

ASINORLU 地域における廃棄物管理の近年の変化を次のようまとめることが出来

る。 
ASINORLU の各市のトラックによるごみ収集サービスはおよそ数年前に開始され

た。トラック収集の開始とともに、収集量が増え、輸送距離の遠距離化が可能になり、

処分する場所が必要となった。それで、オープンダンピングが出来る場所を確保した

というのが近年の変化であった。ASINORLU で最も大きな自治体であるサンタロー

ザデリマ市ですら 2000 年までは河川敷の水辺に投棄していた。現在、処分場は SRL
では定期的な覆土を行っているが、それ以外の処分場はオープンダンピングで、技術

的配慮および管理施設は皆無である。 
 
3) ASINORLU 地域の廃棄物管理の特徴 

 
ASINORLU 地域の廃棄物管理の特徴を知る上で以下の点が重要である。 
 

1. ごみ収集サービスの開始時期 
2. 処分方法 
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3. 収集サービスを受けている人口 
4. 収集ごみ量 

 
ごみ収集サービスの開始時期 

9 自治体のうちエルサウセ市を除く、８自治体はごみ収集サービスを行っている。

そのうち最も早くからトラック利用によるごみ収集を開始したのは SRL 市で、1994
年に開始した。1997 年にはポロロス市が、1998 年にはアナモロス市、1999 年ヌエバ

エスパルタ市がトラックごみ収集を開始、その他の自治体がトラックごみ収集を開始

したのは 2000 年以降である。このようにトラックによるごみ収集の歴史は浅い。ト

ラック収集開始前は、マーケット、公園を中心としてハンドカートによるごみ収集、

道路清掃が行われていた。 
 
処分の状況と方法 

ごみは街の中心地から数キロはなれた河川敷、谷間などが選ばれ捨てられたが、ト

ラック収集の開始とともに、収集ごみ量が増え、ごみ捨て場の環境汚染、水質汚染が

目立つようになった。 
9 自治体中、もっとも多くのごみを収集している SRL 市は、MARN の指示に基づ

き、2000 年に、現在も使用している山間処分場を開設し、それまで河川敷ゴミ捨て場

に捨てられたごみをトラックで新処分場に運搬した。現在、同市以外に、アナモロス

市、サンホセ市、コンセプションデオリエンテ市が、SRL の処分場を利用している。 
ポロロス、ヌエバエスパルタ、リスリケは谷間にオープンダンピングしている。ボ

リバル市は平地の空き地に捨てている。 
 
ごみ収集サービスを受けている人口 
ごみ収集サービス受けているのは、約 2.1 万人で、ASINORLU 全体人口 11.3 万人の

18%、アーバンエリアの収集人口は 1 万 9 千人で、アーバンエリア人口 2 万 6 千人の

71%に相当する。ルーラルエリアでの収集人口は約 2 千人でルーラルエリア人口 2.4%
に相当する。 
ルーラルエリアは面積が大きく、家が点在しており、ごみ収集サービス提供は現状

では困難である。アーバンエリアでは、物理的には、ごみ収集トラックを調達するこ

とにより収集率を増加することは難しくない。 
 
収集ごみ量 

2005 年 2 月 ISDEM PEU および ASINORLU が実施したごみ収集量調査の結果によ

れば、ASINORLU9 市の収集ごみ量合計はおよそ平均約 16 トン／日である。その約

70%が SRL 市の収集ごみである。ごみ量を見る限りサンタローザデリマでの極端な集

中が ASININORLU 地域の廃棄物管理の大きな特徴である。 
周辺自治体の人々も SRL のマーケットを利用しているからだと推測する。 
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まとめ：上述の ASINORLU 廃棄物管理を次のようにまとめることが出来る。 
a. ASINORLU の廃棄物管理の歴史は浅い。車両によるごみ収集を開始したのは

もっとも古い SRL 市で 1994 年である。 
b. 処分方法はオープンダンピングである。 
c. ごみ収集サービスを受けているのは約 1 万９千人で、推定 ASINORLU 全人口

11 万 3 千人のわずか 18%である。ごみ収集サービスを受けているのは基本的

にはアーバンエリアの住民のみである。 
d. 2005 年 2 月 ISDEM PEU および ASINORLU が実施したごみ収集量調査の結果

によれば、ASINORLU9 市の収集ごみ量合計はおよそ平均約 16 トン／日であ

る。その約 70%が SRL 市の収集ごみである。 
 

4) 廃棄物管理能力 

 
ASINORLU を構成する各市は日本で言えば「村」である。各市の市役所の職員（ス

タッフ）は（SRL を除いては）10 人程度である。SRL では廃棄物（環境）専任担当

一人がいるが、他の市では助役が環境・ごみ問題を担当しているケースが多い。ごみ

収集量が 2 番目に大きいアナモロス市は、環境面の計画立案担当者がいるが、ごみ収

集作業員への指示を直接市長が出している状況である。 
ハンドカート収集からトラック収集に移行したのが数年前であり、それに伴い、収

集量増加、費用増加、処分場問題（環境問題および、適正処分の導入の必要性）、が

近年発生した。ASINORLU は、これらの問題にこれまで各市個々に対応してきたが、

その技術的、財務的な対応力には限界がある。9 市が連合し ASINORLU を結成した

ことは、対応力を高める上で有効であり、そこに ASINORLU の（対応能力向上への）

意思力を感じることが出来る。 
ASINORLU は、今後、市民の廃棄物管理サービスに対するニーズを満足させるた

め、①より効率的な収集輸送システムの選択能力／管理能力（委託契約管理能力も含

め）、②処分場の運営能力、③財源確保能力、④市民に対する環境啓発能力、⑤説明

能力を高める必要がある。 
 
3.5.3 ASINORLU 廃棄物管理状況把握のための調査方法 

 
本プロジェクトの事前評価調査において、ASINORLU の廃棄物管理状況を把握す

るための調査を以下の手順で実施した。 
1. 廃棄物管理計画コンサルタントが ASINORLU 廃棄物管理状況を把握する

ためのデータフォーマット（エクセル）を作成、既存データがある場合は

それを利用した。 
2. ISDEM 内の本プロジェクトの実施ユニット（PEU）の 6 人のメンバーが

ASINORLU9 自治体を訪問調査しデータを入手し、上記データフォーマッ
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トに書き込んだ。 
3. 廃棄物管理計画コンサルタントがデータをチェックし、コメントを PEU

メンバーに伝えた。 
4. PEU メンバーはデータの一部を修正した。 
5. ISDEM PEUおよびASINORLUはごみ量を把握するために以下の実測調査を行

った。 
a. SRL 処分場での収集車搬入ごみ容積調査（Incoming solid waste 

volume survey at Stanta Rosa de Lima）(2004 年 10 月 18 日－12 月

12 日) 

b. トラックスケール使用によるごみ収集車積載ごみかさ比重調査（Bulk 

density survey for ASINORLU Waste Collection Trucks using a truck 

scale in San Miguel） (2004 年 10 月 22 日)  

c. 2005年 2月、1週間簡易トラックスケールを利用したごみ収集量調査、

および発生量調査 

 
3.5.4 ごみ量データ 

 

1) 発生ごみ量 

 
発生ごみ量を推定するためには、人口情報（発生事業所数を含む）と、原単位（一

人当たりの発生量）の二つの種類の情報が必要である。 
ISDEM PEU および ASINORLU が 2004 年 2 月に実施した調査によれば、収集地域

における一人当たり家庭系ごみ発生量は 0.63kg/人/日であった。 
人口については 10 年前に行われた国勢調査を基にした推定値、各自治体による推

定値、保健省の出先機関である地方保健事務所が保有する人口情報があるが、それぞ

れかなり異なる。ISDEM によれば、この中では地方保健事務所が保有する人口がも

っとも信頼できるとのことである。このデータによると ASINORLU のアーバン人口

は 2004 年で 206,380 人である。2005 年における収集サービス人口の増加率を 2%と仮

定し、2005 年の収集サービス人口は 21,210 人と推定する。 
これに基づき、ASINORLU のごみ収集サービスを提供しているエリアにおける家

庭系ごみ発生量を 13.36 トン/日（0.63kg./人/日*21,210 人）と推定する。 
 

2) 収集ごみ量 

 

ISDEM プロジェクト実施ユニット(PEU)は 2004 年 10 月から 12 月にかけ ASINORLU

ごみ収集量調査を行った。この調査では、以下の二つの調査を実施した。 

① 2004 年 11 月 22 日に実施したサンミゲルの小麦粉製粉工場のトラックスケー

ルを使った計測 
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② 2004 年 10 月 18 日から 12 月 12 日まで実施されたサンタローザデリマ処分場

での搬入ごみ容積調査 

この調査の結果を踏まえ、第 2次事前評価調査においては、ASINORLU のごみ収集量

は、最大 55.92 トン／日(10/18-10/31 の平均)、最小 40.87 トン／日（11/29-12/12

の日平均）と推定された。しかし ASINORLU のごみ収集人口を考慮すると、推定され

たこれらのごみ量は大きすぎると懸念された。 

その後、2005 年 2 月、ISDEM PEU が ASINORLU と再び協力してごみ量調査を実施し

た。収集量については、簡易重量計を SRL 処分場に運び入れ、処分場に来た全ての収

集車のごみ量を 1週間連続的に計測した。SRL 処分場を利用していなかったリスリケ、

ボリバル、ポロロス、ヌエバエスパルタも、計測期間中は収集車を SRL 処分場に送っ

た。 

この調査の結果は、9自治体により収集されている平均ごみ収集量は 15.849 トン／

日（市の民間委託による収集量を含む）、民間会社による SRL 処分場への持込ごみ（市

による民間委託による収集量は含まず）が平均 2.726 トン／日、合計 18.575 トン／

日であった。 

この結果は ASINORLU の収集人口から見て妥当と考えられる。2004 年のごみ量調査

によるごみ量が間違っていた理由は、昨年 11 月 22 日の調査に利用したトラックスケ

ールが正確な値を示していなかったと考えられる。 

 

道路清掃ごみ：2005 年 2 月の計測期間中、FOVIAL（公共事業省下で道路メインテナ

ンスと清掃を担当する組織）による道路清掃ごみの搬入が全く無かった。FOVIAL は道

路清掃をやめたわけではなく、この期間中たまたましなかったということである。

2004年 11月に実施したトラックスケール調査および2004年 10月から12月にかけて

実施したサ SRL 処分場でのごみ嵩比重調査結果を考慮し、日平均 FOVIAL 道路清掃収

集ごみ量を 2004 年調査における推定量の半分、即ち、1.292 トン／日と想定する。 

FOVIAL 収集の道路清掃ごみを加え、2005 年の ASINORLU 地域での平均収集ごみ量を

19.867 トン／日と推定する。 

ASINORLU の 2005 年ごみ収集推定人口（収集サービスを実際に受けている人口）は

21,210 人なので、一人当たりの収集ごみ推定量は 0.937kg／人／日となる。おおむね

妥当な値と考える。 

2005 年 2 月の家庭系ごみ発生量調査では一人当たりの発生量が 0.63kg/人/日であ

るので、ASINORLU地域で収集されるごみの3分の2が家庭系ごみ、残りがマーケット、

建設ごみ、商業ごみと推定される。 

現状、ASINORLU 地域で収集されている推定ごみ量を次表に示す。 
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ASINORLU 地域で収集されている推定ごみ量 

(ISDEM PEU および ASINORLU による 2005 年 2月のごみ量調査結果による) 

自治体 
日収集量 

ﾄﾝ/日 

収集量自治

体別比率 

収集人口

(人) 

原単位 

(Kg/人/日) 

1. サンタローザデリマ 11.397 71.91% 10,325 1.104  

2.ヌエバエスパルタ 0.407 2.57% 2,375 0.171  

3. アナモロス 1.514 9.55% 3,500 0.433  

3．エルサウセ 0 0.00% 0 0.000  

5. サンホセ 0.514 3.24% 1,300 0.395  

6. ポロロス 0.657 4.15% 1,270 0.517  

7. ボリバル 0.371 2.34% 600 0.618  

8. リスリケ 0.583 3.68% 824 0.708  

9. ｺﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ 0.406 2.56% 600 0.677  

2004 年   20,794   

計(2005 年) 15.849 100.00% 21,210 0.747  

ｻﾝﾀﾛｰｻﾞﾃﾞﾘﾏ処分場への民間

による持ち込みごみ 2.726     

FOVIAL による道路清掃ごみ 1.292     

合計 19.867   21,210 0.937  

FOVIAL: 公共事業省傘下の道路維持管理清掃を担当する組織 
 

3) 将来収集ごみ量の推定 

 

 ASINORLU における将来の収集ごみ量は以下の方法により推定する。 

 

a. 将来の収集ごみ量は、将来の一人当たりの収集ごみ推定量に目標収集人口を

乗じて算出した。 

b. 一人当たり収集ごみ推定量は毎年 1%増加すると仮定した。表 A参照。 

c. 目標とする収集人口：現在のアーバンン人口 26,380 人である。将来のアー

バン人口増加率を 2%と仮定する。表 B参照。 

d. 2004 年、アーバン人口 26,380 人のうちごみ収集サービスを受けているのは

20,794 人であり、したがって、人口ベースの収集率は現在約 79%である。今

後の目標収集率を次のように想定する。2005 年 82%、2006 年 85%、2007 年

90%、2008 年 95%、2009 年以降 100%。 

 

将来の推定目標収集ごみ量を次表に示す。 
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ASINORLU における推定目標収集量 

年 
将来の原単位推定値

(kg/人/日) 

収集サービス

予想人口 

日平均ごみ収集

量 

年間平均ごみ

収集量 

参照 表 A 参照 表 B 参照     

単位 kg/人/日 人 トン／日 トン/年 

  a B c = a*b d = c*365 

2005  0.937  22064  20.67  7,543  

2006  0.946  23329  22.07  8,056  

2007  0.955  25195  24.07  8,787  

2008  0.965  27127  26.18  9,555  

2009  0.975  29126  28.39  10,362  

2010  0.984  29708  29.25  10,675  

2011  0.994  30302  30.13  10,997  

2012  1.004  30908  31.04  11,329  

2013  1.014  31527  31.98  11,672  

2014  1.024  32157  32.94  12,024  

2015  1.035  32800  33.94  12,387  

 
       

表 A ASINORLU の一人当たりの推定ごみ発生量（原単位） 

 
原単位 

年間推定増加率 

将来の原単位推定値

(kg/人/日) 

2004 1%   

2005 1% 0.937  

2006 1% 0.946  

2007 1% 0.955  

2008 1% 0.965  

2009 1% 0.975  

2010 1% 0.984  

2011 1% 0.994  

2012 1% 1.004  

2013 1% 1.014  

2014 1% 1.024  

2015 1% 1.035  

2016 1% 1.045  
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 表 B ASINORLU での目標収集率（事前調査団による設定） 

 
将来アーバン人口（年増

加率を 2%と仮定） 
目標収集率 

収集サービス 

予想人口 

 人 % 人 

 a b c = a*b 

2004 26,380 78.82% 20,794 

2005 26,908 82.00% 22,064 

2006 27,446 85.00% 23,329 

2007 27,995 90.00% 25,195 

2008 28,555 95.00% 27,127 

2009 29,126 100.00% 29,126 

2010 29,708 100.00% 29,708 

2011 30,302 100.00% 30,302 

2012 30,908 100.00% 30,908 

2013 31,527 100.00% 31,527 

2014 32,157 100.00% 32,157 

2015 32,800 100.00% 32,800 

 
 
3.5.5 ごみの収集輸送 

 

1) 収集サービスの有無 

 
ASINORLU9 市のうちエルサウセ市以外の８つの自治体がごみ収集を行っている。

基本的には、住民はプラスチック袋に入れてごみを家の前に出す。 
 

2) 収集サービスエリア、受益者 

 
エルサルバドルの他の地域同様、ASINORLU の各自治体はアーバンエリアでごみ

収集サービスは行っており、ルーラルエリアではほとんど行なっていない。ただしア

ーバンエリアに近いルーラルエリアにおいては一部ごみ収集を行っている。 
第一次事前評価調査における調査によれば、ASINORLU の収集サービス受益者は

アーバンエリアで 18,715 人、ルーラルエリアで 2,079 人、計 20,794 人で、ASINORLU
全体人口 112,766 人の約 18%に相当する。 

アーバンエリアのみで見ると、アーバンエリアの人口に現在ルーラルエリアにて収

集サービスを受けている人口を加えた人口（26,380+2,079=28,459 人）の約 73%がごみ

収集サービスを受けている。 
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3) 収集頻度 

 
アナモロス、SRL では住民は週 3 回の収集サービスを受けている。サンホセは週 1

回。その他の自治体では週１，２回である。 
 
4) 収集機材 

 
トラックが使用されている。典型的な車両はアメリカ製の中古 8 トン車である。サ

ンタロサデリマ市は 3 台（8 トン車 2 台、12 トン車 1 台）保有している。その他の自

治体は 1 台である。普通は 1 台のごみ収集車にはドライバー１人が付く。 
 
5) 民間委託 

 
コンセプシオンデオリエンテ、サンホセ、リスリケの３市はごみ収集を民間委託し

ている。委託先は会社組織ではなくトラックを所有している個人である。それぞれ 1
台保有している。これらの個人はトラックをごみ運搬以外の目的、即ち、品物の輸送

にも、同じトラックを使用している模様である。 
 

6) 収集トラックの収集頻度 

 
収集トラック毎の収集頻度（処分場へのトリップ数）がもっとも多いのは SRL で、

1 台当たり週 14 回から 20 回である。ボリバル、アナモロス、ポロロスは週 7 から 9
回、ヌエバエスパルタは 5 回。民間委託をしているコンセプシオンデオリエンテは週

2 回、サンホセは週 1 回、リスリケは週 3 回。リスリケの場合、収集地域から処分場

までは数百メートルと近い。 
 
7) 収集人員と作業シフト 

 
SRL の 3 台のごみ車両のうちの 1 台は 1 日 2 シフトで利用されているが、それ以外

の車両および他の自治体の全ての車両は 1 日 1 シフトで利用されている。典型的には

1 シフトに対し運転手 1 名、作業員 2 名がいる。作業員の中には、収入を得るため、

収集作業の前か後のどちらかに道路清掃を行う人もいる。 
 

8) 収集量 

 
既に上述のとおり、ASINORLU のごみ収集量は約 56 トン／日。このうち 47 トン

／日が SRL の収集量、他の自治体の合計収集量は 9 トン／以下である。SRL の収集

ごみ量 47 トン／日のうち 40 トン／日は市場ごみと事業系ごみと推測する。 
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9) 道路清掃 

 
ASINORLU の 9 自治体全てが道路清掃、公園清掃を行っている。道路清掃車は無

い。箒ではいている。ごみ収集を行っていないエルサウセも公園と市役所前の道路を

清掃しており、それを一輪車で、2、3 百メートル離れた空き地に捨てている。 
 
3.5.6 ごみの処分 

 

1) 概要 

 
ASINORLU ではエルサルバドルの他の多くの地域同様、コンポストも含め一切の中

間処理は行なっていない。アルミ缶の一部は収集されリサイクルされているがその量

は多くない。 
ごみは全て直接埋め立てられる。ASINORLU 地域でもっとも大きな処分場は SRL

の処分場である。SRL 市のみならず、アナモロス市、コンセプシオンデオリエンテ市、

サンホセ市、計 4 市が同処分場を利用している。 
北部に位置するポロロス市とヌエバエスパルタ市は、両市をつなぐ山道のある地点

からごみを直接、谷間に投棄している。ダンピングが行われているこの谷間の土地は

私有地である。谷間には川が流れている。 
リスリケ市は同市市役所から数百メートルのある場所からその谷間に向けてごみ

を投棄している。谷間に川が流れている。ボリバル市は同市市役所から 1km ぐらいの

場所の空き地（平地）にごみを投棄している。下表に ASINORLU 各自治体が使用し

ている処分場を示す。 
ASINORLU 各自治体が使用する処分場 

自治体 
使用している 

処分場 

収集地域から 

処分場までの距離 

1. サンタロサデリマ サンタロサデリマ埋立地 3 km 

2. アナモロス サンタロサデリマ埋立地 22 km 

3. ポロロス 
ポロロス／ヌエバエスパルタ

谷間ごみ捨て場 
4 km 

4.ヌエバエスパルタ 同上 2 km 

5. ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ サンタロサデリマ埋立地 40 km 

6. サンホセ サンタロサデリマ埋立地 23 km 

7. リスリケ リスリケ谷間ごみ捨て場 0.5 km 

8. ボリバル ボリバル平地ごみ捨て場 1 km 

9．エルサウセ 
 

収集サービスなし  
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下表に４つの処分場の概要をまとめる。 

 

ASINORLU で現在使用されている処分場の概要 

 サンタロサデ

リマ処分場 

ポロロス／ヌ

エバエスパル

タ谷間処分場

リスリケ 

谷間処分場 

ボリバル 

平地処分場 

1.使用開始 2000 1997 1998 1999 

2.既に使用した面積 2.1ha 1.5ha 1.0ha 0.13ha 

3.利用可能面積（既使

用面積含む） 

16ha 4.0ha 1.25ha 0.38ha 

4.土地所有者 サンタロサデ

リマ市 

私有地 リスリケ市 ボリバル市 

5.地形 山間 谷 谷 平地 

6.発火、発煙 無し 有る 有る 無し 

7.浸出水が流れ込む河

川 

無し Esparta 川 Rio la Calera

川 

無し 

8.覆土 有る 無し 無し 無し 

9.フェンス（塀） 一部あり 無し 無し 無し 

10.重機 1 台有り 無し 無し 無し 

11.管理者、作業員 計 3 名 無し 無し 無し 

12.苦情 ほとんど無い 無し 無し 無し 

 
発煙、発火、覆土 
 

SRL 処分場では発火発煙が起こらない程度に覆土をしている。それ以外の処分場で

は覆土は無い。 
ISDEM の PEU を通じて行ったヒアリング調査によればポロロス／ヌエバエスパル

タの谷間ごみ捨て場およびリスリケの谷間ごみ捨て場では時折発煙、発火がある。 
 
浸出水 
 
現在の 4 箇所の処分場には浸出水の集水管や処理施設は無い。とりわけ、ポロロス

／ヌエバエスパルタ谷間ごみ捨て場およびリスリケ谷間ごみ捨て場は谷間を流れる

川に浸出液が直接流れ込んでいる。 
 
処分場の管理 
 

SRL 処分場には管理人が常時いるが、それ以外の処分場は無人であり、フェンスな
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ど一切の管理施設が無い。 
 
2) サンタロサデリマ処分場 

 
同処分場は 2000 年から使用されている。覆土を掘削する重機一台がある。覆土は

時折行われている。処分用地は全体で 16ha、このうち 2ha 程度がこれまでに利用され

た。処分場にはスーパーバイザー1 人、重機運転手１人、作業員 1 人、計 3 名が常時

いる。同処分場は市内よりかなり高い場所にある。処分場までのアクセス道路の一部

は舗装が無くごみ車両に負荷がかかる。 
2000 年以前、SRL 市は、河川敷にごみを投棄していた。発煙発火が頻繁に起こり、

浸出液は河川に流出していた。現在の処分場の開設後、河川敷処分場にあったごみの

ほとんどが、現在の処分場に運搬され処分された。 
この処分場の開始当初は当初処分区域に浸出液収集管が敷設されていたが、その後

の処分区域には浸出液収集管は敷設されていない。覆土以外、計画的要素、エンジニ

アンリング要素は無い。 
同処分場の土地は SRL 市が保有している。 

 
3.5.7 廃棄物管理費用、料金収入、ユニットコスト 

 

1) 廃棄物管理費用と料金収入の推定 

 
第一次事前評価調査では ISDEM プロジェクト実施ユニットを通じて、ASINORLU

各自治体の廃棄物管理に係る費用を調査した。2003 年 ASINORLU9 自治体の廃棄物

管理合計費用は 405,400 ドルと推定される。この費用は間接費を含む。ISDEM のプロ

ジェクト実施ユニット（Project Execution Unit – PEU）メンバーよりの意見により、間

接費は直接費の 30%と仮定した。間接費には市役所の廃棄物処理に間接的に係わる

人々（市長、助役、アドミ、経理の事務員など）の給与、建物償却費用、電気代など

を含む。 
費用項目の内訳は以下の通りである。直接人件費が 153,000 ドル（38%）、物品費（ス

ペアーパーツ、タイヤなど）が 86,700 ドル（21%）、燃料 24,700 ドル（6%）、処分場

利用料（SRL 市への支払い）19,600 ドル（5%）、車両償却費 15,500 ドル（4%）、収集

委託費 12,500 ドル（3%）、間接費（間接人件費を含む）93,600 ドル（23%）。 
2003 年料金収入は ASINORLU 全体で 139,400 ドルあり、廃棄物管理費用の 34%に

相当する。残りは市の一般財源が充当される形となる。料金にはごみ収集料金と道路

清掃料金の 2 種類がある。道路清掃料金を実際に徴収しているのはサンタロサデリマ

市のみで、その収入は 8,400 ドル（上記料金収入の 6%に相当する）であった。即ち、

残り 131,000 ドルがごみ収集料金収入である。 
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下表に自治体ごとの廃棄物管理費用、料金収入、対費用料金比率を示す。なお、こ

れらの金額の精度は十分高いとは言えない。今後の調査により精度を上げる必要性が

ある。 
 
2003 年 ASINORLU 自治体の廃棄物管理費用と料金収入 

自治体 

廃棄物 

管理費用 

($US) 

 

料金収入 

($US) 

料金収入の

対費用比率

 A B C ＝B/A 

1. サンタロサデリマ 287,314  104,438  36% 

2. ヌエバエスパルタ 19,516  9,260  47% 

3. アナモロス 36,104  12,744  35% 

4. エルサウセ 0  0  - 

5. サンホセ 5,692  4,104  72% 

6. ポロロス 12,782  5,077  40% 

7. ボリバル 12,544  1,037  8% 

8. リスリケ 9,660  2,724  28% 

9. ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ 21,788  0  0% 

 合計 405,400  139,384  34% 

 
2) 廃棄物管理費用のユニットコストの推定 

 
ASINORLU9 自治体の 2003 年コストと人口のデータおよび 2005 年 2 月の収集ごみ

量調査結果に基づき計算すると、ASINORLU 全体では、トン当たり廃棄物管理費用

は 70 ドル／トン、サービス人口一人当たりあたりの廃棄物管理は 20 ドル／人／年で

ある。 
トン当たりの廃棄物管理費用、収集対象人口一人当たりの廃棄物管理費用は廃棄物

管理の費用効率を評価するうえで重要である。より正確なユニットコストの算出のた

めには、廃棄物管理費用、収集ごみ量、収集サービス人口についてより信頼性のある

データが必要である。 
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ASINORLU のトン当たり、一人当たりの廃棄物管理費用 

自治体 

廃棄物管

理費用 

収集ごみ量

(2005 年 2 月

調査結果) 

収集サー

ビス人口

トン当た

りごみ管

理費用 

一人当た

りごみ管

理費用 

 ドル／年 トン／年 人 ＄／トン ＄/人/年

 A B C D=A/B E=A/C 
1. サンタローザ

デリマ 
287,314 4,160 10,325 69 28  

2.ヌエバエスパル
タ 

19,516 149 2,375 131 8 

3. アナモロス 36,104 553 3,500 65 10  

４．エルサウセ 
 

0 0 0 － - 

5. サンホセ 5,692 188 1,300 30 4  

6. ポロロス 12,782 240 1,270 53 7  

7. ボリバル 12,544 135 600 93 21  

8. リスリケ 9,660 213 824 45 8  

9. ｺﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾃﾞｵﾘｴ
ﾝﾃ 

21,788 148 600 147 36  

 合計/平均 405,400 5,785 20,794 70 20 

 
3.5.8 廃棄物管理の組織と人員 

 
ASINORLU の各自治体は自治体規模としては小さい。例えばボリバル、リスリケ

などのアーバンエリアの人口が小さい自治体では市役所の総人数が10人程度である。

ASINORLU の各自治体には、組織上、廃棄物管理専門組織（例えば廃棄物処理課）

は存在しない。 
ごみ収集の作業員は各自治体にいるが、その作業員を管理する専任の管理者が存在

するのは SRL 市とアナモロス市のみである。 
それ以外の自治体では基本的には助役または市長が廃棄物の管理者の役割を兼任

する。廃棄物の管理者の役割とは計画立案、作業員への指示である。 
下表に ASINORLU の各自治体において廃棄物管理作業に従事する人数を示す。

ASINORLU 全体では管理者 2 名、運転手 8 名、収集員 26 名、道路清掃社 4 名、計 80
名である。 
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ASINORLU の廃棄物管理作業に従事する人員 

自治体 
監督者 運転手 ごみ収集

作業員 

道路清掃

作業員 

合計 

 a b c d e=a+b+c+d
1. サンタロサデリ

マ 
1 4 13 37 55 

2.ヌエバエスパルタ 0 1 2 3 6 

3. アナモロス 1 1 4 0 6 

４．エルサウセ 
 

0 0 0 0 0 

5. サンホセ 0 0 0 0 0 

6. ポロロス 0 1 3 0 4 

7. ボリバル 0 1 2 2 5 

8. リスリケ 0 0 2 0 2 

9. ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ 0 0 0 2 2 

 合計 2 8 26 44 80 

 
3.5.9 ASINORLU 地域における市民団体、コミュニティー、NGO、民間企業 

 

1) ADESCO（コミュニティー開発地域組織） 

 
ASINORLU 地域でもっとも重要で活動的な地域組織は ADESCOS というコミュニティ

ー開発地域組織（Associaiton of Community Development）である。ADESCOS は ASINORLU

地域に 100 以上存在する。ADESCOS はコミュニティー単位（カントン）で住民が組織

したコミュニティー組織である。ADESCOS の大多数はルーラルエリアに存在する。 

 

主な活動 

ADESCOS の主な活動は、村の道路、橋、学校の改修、簡易水道建設、土壌保全など、

そのコミュニティーにとって必要なインフラ、生活基盤の整備、修理である。活動資

金はコミュニティーが所属している自治体から得る。 

 

資金源 

ADESCOS の主な活動資金は各 ADESCOS が所属している地方自治体より得る。地方自

治体が中央政府から受ける FODES（交付金）が資金源である。SRL 市よりのヒアリン

グによれば、同市および ASINORLU の他の自治体においても FODES の大半は ADESCOS

活動に使われるようだ。 

ADESCOS は 2 国間援助および国際的 NGO の資金援助を受けるが、資金を直接的に受

けるのではなく、ADESCOS の所属する自治体を通じて受ける。 
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資金使途 

ADESCOS が受ける資金は主として材料（例えばセメント、レンガなど）購入資金と

して使われる。建設・修復作業はコミュニティーの住民自らが作業員として参加して

行う。 

 

組織のステータス 

ADESCOS は法人格を有す。 

 

2) その他のコミュニティー組織 

 

ASINORLU におけるその他のコミュニティー組織として以下がある。 

a. 平和の正義 
b. 国家市民警察 

c. 教会 

d. 学校 

 

a. 平和の正義（JUZGADOR de PAZ） 

 

この組織は司法書士の資格を有する法律専門家により構成されている。この専門家

は最高裁判所により任命される。給与は中央政府から支払われる。市民が法律的な訴

えを起こす場合、市民はまずこの専門家に相談しなければならない。市民は、専門家

が合意した場合にのみ仲裁機関（裁判所）へ訴えを持ち込むことが出来る。 

 

b. 国家市民警察（PNC: National Civilian Police） 

 

通常の違法行為の取り締まりのみならず、環境面の違法な活動、状況を取り締まる。

政治色は無い。国家市民警察官は国から給与を受ける。 
 

c. 教会（IGLESIAS） 

 
ASINORLU の人々の大多数はカトリック教徒である。復活祭、聖人に関わる祭り

は ASINORLU の人々にとり最も重要な地域住民活動である。教会は地域の連帯を強

める上で大きな役割を果たしている。 
 

d. 学校 

 
ASINORLU 地域には 1 年から 9 年（日本の小中学校に相当する）の学校がある。 
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3) 民間 

 
a. ごみ収集 
 

ASINORLU9 自治体のうちコンセプシオンデオリエンテとサンホセは民間のごみ収

集サービスを委託しているが、それらは会社組織ではなく個人が自治体より請け負っ

ている状況である。なお、コンセプシオンデオリエンテの市長によれば同市では収集

委託人との正式な委託契約文書が無いままで収集活動を依頼している。 
 

b. リサイクルショップ 

 
サンタロサデリマ市などやや大きな市には民間のリサイクルショップがいくつか

存在する。受け入れているのは主にアルミと鉄の廃品である。 
 
c. リサイクルショップ廃棄物管理に係わる地域のアクター 

 
本プロジェクトの事前活動として、エルサルバドル側はプロジェクト実施ユニット

（ISDEM）、技術委員会、ASINORLU は、ASINORLU 地域に存在し、ASINORLU 廃棄物管理

に関するアクター（廃棄物管理に関わる可能性があると思われる組織）分析のための

ワークショップを 2004 年 11 月 18 日に開催した。このワークショップには以下の 32

の組織が参加した。 

1. 政府系組織（保健所、ISDEM、各市役所など） 20 

2. 地域コミュニティー（ADESCOS） 6 

3. 民間企業（ごみ収集会社など） 3 

4. NGO（教会、法律専門家グループ） 2 

5.  その他 1 

6.  計 32 

 

上記のうち、政府出先機関はコミュニティー組織ではないが、ASINORLU 地域におい

て廃棄物管理に関与するアクターとなりうる。事実、とりわけ厚生省の出先組織（保

健所）の職員は、このワークショップを通じて、本プロジェクトの意義を理解し本プ

ロジェクトへの協力に対する動機を高めたようである。 
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4. プロジェクト戦略 

 
4.1 プロジェクト戦略の概要 

 
4.1.1 プロジェクトの目的、成果（手段）、活動の関係 
 
廃棄物管理改善はエルサルバドルにとって重要政策課題の一つである。とりわけ環

境天然資源省、厚生省および自治体開発庁は全国の自治体が廃棄物総合管理を導入す

ることを推し進めようとしている。しかしこれらの省庁はそれを推し進めるのに必要

な能力が不足している。 
本プロジェクトはこの必要な能力を付けることを目的としている。廃棄物総合管理

を全国の自治体に普及するためには、以下の三つが必要であるとの認識に立脚してい

る。 
1. 廃棄物総合管理の開発 
2. 廃棄物総合管理を普及するための仕組み 
3. 廃棄物管理に関わる中央政府関係者の能力と経験の向上 

 
本プロジェクトでは上記三つを本プロジェクトで期待される成果とし、これらの成

果を生むために以下の活動を計画した。 
 

1. 廃棄物総合管理手法開発を目的としたパイロットプロジェクトの実施 
2. 廃棄物総合管理普及戦略の策定、自治体関係者向け廃棄物管理研修コース設

立 
3. 中央政府関係者の能力と経験の向上のためのオンザジョブトレーニング、講

義の実施 
 
プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、プロジェクト成果、プロジェクト活

動の関係を以下に示す。 
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本プロジェクトに関わる上位目標、プロジェクトの目標、成果、活動の関係 
 

全国の地方自治体において、住民の環境衛生の改善のため、廃棄物総合管

理が普及する。 

       ↑ 
中央政府の廃棄物管理関係機関（ISDEM、MARN 及び MSPAS）において、地

方自治体における廃棄物総合管理を全国に普及する施策の実施能力が強化

され、中央政府が全国普及に必要な全ての施策の実施を決定する。 

       ↑ 
 

       ↑ 

 

 
4.1.2 プロジェクトの基本的枠組み 
 
以上を踏まえ、プロジェクトの基本的枠組みを以下のとおりとする。 

 
１. プロジェクト名称  

エルサルバドル共和国地方自治体廃棄物総合管理プロジェクト 
（英文名：The Project on Integrated Solid Waste Management for Municipalities in the 

Republic of El Salvador） 

上位目標 

プロジェ

クト目標 

プロジェ

ク成果 

1. 中央政府関係
機関及び東部の
自 治 体 組 合
ASINORLU により、
地方自治体の現
状に適合する廃
棄物総合管理が
開発される。 

2. 中央政府
関係機関及び
自治体の廃棄
物管理に関わ
る知識や経験
が向上する。

3. 中央政府関係
機関により、廃棄
物総合管理を全
国の自治体組合
に普及する仕組
みができる。  

プロジェ

ク活動 

1. ASINORLU にお
けるパイロット
プロジェクトの
実施（ASINORLU の
現状に適合した、
経済面、制度面、
環境衛生面など
において持続可
能な廃棄物総合
管理の計画導入）

2. 中央政府の廃
棄物管理にかか
わる知識や経験
の向上(パイロッ
トプロジェクト
におけるオンザ
ジョブトレーニ
ング、講義) 

3.廃棄物総合
管理の普及の
仕 組 み 作 り
（普及のため
の戦略作成、
自治体関係者
に対する研修
コ ー ス の 開
発、等） 
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２. 直接的な裨益者 

直接的には環境天然資源省、厚生省、自治体開発庁およびパイロットプロジェクト

対象地域の住民、間接的にはエルサルバドルの他の自治体関係者と住民。 
 
３. 対象地  

エルサルバドル全土。パイロットプロジェクトの対象地は ASINORLU 地域。 
 
４. 実施期間 
 3 年半。 
 
５. 実施機関 

a. 環境天然資源省（MARN） 
b. 厚生省（MSPAS） 
c. 自治体開発庁（ISDEM） 
 

６. 実施アプローチ 
パイロットプロジェクトの実施、オンザジョブトレーニング、講義を通じて、廃棄

物総合管理の全国普及に必要な中央政府関係者の能力の開発を図る。パイロットプロ

ジェクトは ASINORLU 地域を対象として廃棄物総合管理導入を目指して行われる。

パイロットプロジェクトの主な活動は、ASINORLU の廃棄物管理に関わる詳細調査、

計画立案、計画の実施（施設建設、システム導入）、評価より構成される。基本的に

はエルサルバドル側カウンターパート（とりわけ自治体開発庁の本プロジェクト実施

ユニット）がパイロットプロジェクトの実施主体者となる。カウンターパートによる

パイロットプロジェクトの主体的実施が上述のオンザジョブトレーニングの主要な

機会となる。パイロットプロジェクト実施に関して日本人専門家は必要な技術支援を

行う。また日本側は ASINORLU 地域の廃棄物総合管理システム導入に必要な機材・

資金をエルサルバドル側との分担に基づき提供する。 
パイロットプロジェクト活動を通じて、エルサルバドル側は廃棄物総合管理に関わ

る計画立案能力、実施（施設建設、システム改善）能力、自治体への指導能力を身に

付ける。 
パイロットプロジェクトを通じて形成された廃棄物総合管理を、将来、全国の自治

体に普及することを目的とした「普及戦略」をエルサルバドル側カウンターパートが

主体的に策定する。この策定が本プロジェクト後半の重要な活動となる。日本人専門

家をこの策定についてアドバイスを行う。この戦略に基づき、本プロジェクト終了前

にある普及対象候補地を選定し、普及活動を開始する。 
本プロジェクトの後半においてもう一つ重要な活動は、自治体向け廃棄物管理トレ

ーニングコースの開設である。同コース設置の目的は自治体の廃棄物管理改善の必要
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性に対する認識強化（意識啓蒙）および自治体を中心とした関係者の廃棄物管理能力

向上である。自治体開発庁が本プロジェクトの経験に基づき主体的にこのコースを設

計し開設することが期待される。日本人専門家は同コース設立にかかわるアドバイス

を行う。 
 
4.1.3 プロジェクト選択の判断要因 
 
本プロジェクト選択の判断要因としては以下を考慮される。 

 
本プロジェクトに関わる判断要因 

判断要因 内容 
１. 対象開発課題

における優先

度 

エルサルバドル政府の政策によれば、廃棄物管理改善は、重要

政策課題の一つとして位置づけられている。 

２. 裨益者の規模 本プロジェクトの直接の裨益者はエルサルバドル政府の関係機

関、即ち環境天然資源省、厚生省、自治体開発庁の廃棄物管理関

係者である。また本プロジェクトの間接的な裨益者はエルサルバ

ドル全国の自治体および住民である。 
本プロジェクトにおいて重要な活動であるパイロットプロジェ

クトの裨益者はパイロットプロジェクト対象地域の住民である。 
３. 他の援助機関

との連携 
本プロジェクトにおいては、他の援助機関との直接的連携は無

い。廃棄物管理分野では米国、スペイン、ルクセンブルグが都市

単位で協力した実績がある。 
４. わが国の技術

的優位性 
日本は高い廃棄物処理技術を有している。またエルサルバドル

政府はとりわけ日本の準好気性埋め立て処分場に関わる技術導入

に高い関心を示している。 
５. 投入の実現可

能性 
本プロジェクトの実施には日本側としては廃棄物管理専門家、

調整員、機材、パイロットプロジェクト実施資金の投入が必要で

あるが、いずれも投入可能と考えられる。相手国側としてはカウ

ンターパート人材の投入が必要であるが、相手国側は既にこれら

のカウンターパート人材のプロジェクトへの投入を約束してい

る。 
６. 専門家確保の

可能性 
本プロジェクトには途上国の廃棄物管理に関わる諸問題を理解

する廃棄物管理専門家が必要であるが、日本の民間コンサルタン

ト会社にはこのような専門家が存在しており、確保は可能である。

７. 社会・文化的

要因 
一般的に廃棄物管理には社会・文化的側面があるが、本プロジ

ェクトの実施がこれらの側面においてマイナスの影響を及ぼすこ

とは考えられない。 
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８. 政治・経済的

要因 
本プロジェクトの実施とそれがもたらす成果は、エルサルバド

ルの現政権が望むところである。また本プロジェクトの上位目標

の達成は廃棄物管理サービスの拡大および効率向上を導く。これ

らの意味において本プロジェクトはエルサルバドルの政治的・経

済的側面においてはプラスの要因として作用すると思われる。 
 
4.2 プロジェクトの実施体制 
 
4.2.1 実施機関 

 
エルサルバドル側における本プロジェクトの実施機関は以下の 3 機関である。 

1. 環境天然資源省（MARN） 
2. 厚生省（MSPAS） 
3. 自治体開発庁（ISDEM） 

 
4.2.2 実施体制 
 
本プロジェクトの実施体制は事前評価調査において協議され、合意された実施体制

が議事録（M/M）に示されている。議事録に掲載されている実施体制を以下に示す。 
 
(1) 実施組織 
 
本プロジェクト実施に直接的に責任を持つ組織は次に示した体制図において破線

で囲まれている実施組織である。この実施組織は ISDEM 内に設置されたプロジェク

ト実施ユニット (PEU)と技術委員会（Technical Committee）より構成されている。と

りわけ PEU が日々のプロジェクト実施・運営において中心的役割を果たす。実施組

織は ASINORLU のパイロットプロジェクト関係者と連携し、パイロットプロジェク

トを実施する。 
PEU は 2004 年 10 月、ISDEM のサンミゲル事務所内に設置された。PEU は 6 人の

メンバーより構成されている。 
技術委員会は環境天然資源省、厚生省、自治体開発庁のそれぞれの機関の担当スタ

ッフより構成されている。 
(2) JICA 専門家 
 

JICA 専門家は実施組織に対して技術的支援およびトレーニングを行う。 
 
(3) 運営委員会（Steering Committee）および合同調整委員会（Joint Coodinating 

Committee） 
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本プロジェクトの運営委員会は環境天然資源省、厚生省、自治体開発庁の部長

（Director）および JICA エルサルバドル事務所代表、JICA プロジェクトチーフアド

バイザーで構成される。運営委員会は、1)四半期ごとのプロジェクト作業プラン

（Project work plan）およびプロジェクト活動のレビュー、2)月間報告に基づくプロジ

ェクト進捗のレビュー、3)プロジェクト目的達成度のレビュー、4)プロジェクトの関

わる問題についての意見交換、を主たる任務とする。運営委員会は少なくとも月 1 回

開催する。 
合同調整委員会は環境天然資源省、厚生省それぞれの大臣、自治体開発庁総裁およ

び JICA エルサルバドル事務所長、JICA チーフアドバイザーより構成される。同委員

会は運営委員会の報告を受け、1)本プロジェクトの年間ワークプランの承認、2)プロ

ジェクトの進捗のレビュー、3)プロジェクト実施に関わる問題について討議、を主た

る役割とする。同委員会は少なくとも年 2 回開催する。 

Joint Coordinating Committee
Ministers of MARN/MSPAS,
President of ISDEM, JICA

Steering Committee
Directors of MARN,ISDEM and  MSPAS, JICA

Pilot Project
ASINORLU

JICA Experts
JICA HDQ/
El Salvador

Office

The Implemetation organization

Tentative Organization Chart of the Project

The Execution Unit
ISDEM

Technical 
Committee
MSPAS-MARN-ISDEM

UNIBDES

Advisary
Committee 

in Japan

ANNEX IV

 
本プロジェクトの実施体制 

 
(4) JICA 廃棄物管理研修コース参加経験者の会（UNIBDES） 
 

JICA 廃棄物管理研修コースに参加したエルサルバドル人で構成される UNIBDES
という会が存在する。この会は本プロジェクトにおいてプロジェクト実施組織を技術

的に支援することを表明している。 
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2004年 12月には PEUメンバーおよびパイロットプロジェクト対象地域の自治体の

人々を対象として廃棄物管理実態把握調査の実施方法に関するセミナーを実施した。 
 
4.2.3 予算措置 
 
事前評価調査における会議においてエルサルバドル側は、本プロジェクトの関連し、

プロジェクト実施に必要なカウンターパートの投入を約束した。 
それ以外の投入としては、パイロットプロジェクト実施対象地域における既存処分

場閉鎖費用を負担すると表明した。 
 

4.2.4 スタッフ構成 
 
本プロジェクトに関わる委員会、実施ユニット、支援組織の構成メンバーは事前評

価調査で明らかにされ、議事録に添付された。議事録に添付されているリストを以下

に示す。 
 

1. 運営委員会 

組織名 委員 
環境天然資源省（MARN） Mr. Orlando Altamirano 

Mr. Luís Armando Trejo Castillo 
Mr. Rina de Jarquin 

厚生省（MSPAS） Mr. Dr.Roberto Rivas Amaya 
自治開発庁（ISDEM） Mr. José Leonidas Rivera Chevez 

Mr..Jeremías Villalobos  
 
2. ISDEM における本プロジェクトの管理者 

役職 氏名 
本プロジェクトのディレクター Mr. José Leonidas Rivera Chévez 

(ISDEM 事務局長) 
本プロジェクトの副ディレクター Mrs. Carmen Elena Maza de Canelo 

(ISDEM) 
 
3. プロジェクト実施組織 

3. 1 技術委員会 

組織名 委員 
環境天然資源省（MARN） Ms. Mercedes Herrera de Gómez 

Mr. Violeta Larde de Rodríguez 
厚生省（MSPAS） Mr. Rafael Portillo 
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自治開発庁（ISDEM） Ms. Carmen Elena Maza de Canelo 
Ms. Rosa Elena Pérez de Villeda 

 
3.2 ISDEM プロジェクト実施ユニット（PEU） 

本プロジェクトにおける担当分野 氏名 
PEU リーダー、 
自治体へのアドバイス担当 

Ms. Rosa Elena Pérez de Villeda   

ごみの収集輸送 Mr. Jose Mauricio Herrera  
Mr. Donald Esau Jovel Serpas,  

最終処分 Ms. Ivonne Yesenia López Portillo  
環境教育および意識啓発 Mr. Donald Esau Jovel  
経済・財務面 Mr. Manlio  Alexander Calderón  
法律面 Mr.. Reiman Misael Garcia (part-time). 
 
4. パイロットプロジェクト対象地域の関係者 

4.1 ASINORLU 市長 

自治体 市長 
アナモロス（Anamorós） Mr. Isabel Villatoro Benitez 
ボリバル（Bolívar） Mr. Noel Orlando García 
ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ（Concepción de 
Oriente） 

Mr. Hector Adan Canales 

エルサウセ（El Sauce） Mr. Gilberto Antonio Ríos Alfaro 
リスリケ（Lislique） Mr. Margarito Pérez Pérez 
ヌエバエスパルタ（Nueva Esparta） Mr. José Manrique Villatoro Maldonado  
ポロロス（Polorós） Mr. Amerto Romero Ríos 
サンホセ（San José） Mr. Mario Andres Martínez Gomez 
サンタロサデリマ（Santa Rosa de 
Lima） 

Mr. José Anastasio Benitez 

 
4.2 ASINORLU 技術カンウターパート 

自治体 カウンターパート 
アナモロス（Anamorós） Mr. José Adrian Hernandez 
ボリバル（Bolívar） Mr. Santos Venancio Hernandez 
ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝﾃﾞｵﾘｴﾝﾃ（Concepción de 
Oriente） 

Mr. Faustino Calderon  

エルサウセ（El Sauce） Mr. José Nelson Benitez 
リスリケ（Lislique） Mr. José Abdon Rodriguez 
ヌエバエスパルタ（Nueva Esparta） Mr. José Maximiliano Reyes  
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ポロロス（Polorós） Mr. Reynaldo Martínez Munguia 
サンホセ（San José） Mr. Alba Elizabeth Bonilla de López 
サンタロサデリマ（Santa Rosa de 
Lima） 

Mr. Juan Ramon Fuentes 

 
4.3 パイロットプロジェクト支援者 

組織 氏名 
環境天然資源省（MARN） Ing. Alma Barahona 

Ing. Máximo Escobar  
厚生省（MSPAS） Arq. Rafael Portillo  

Ing. Sixto Leodan Granados 
Mr. Mario Antonio Gómez Vásquez 
Mr. José Dagoberto Lainez 
Mr. René Antonio García Morales 
Mr. Oscar Rafael Reyes 
Mr. Henoc Cerón 

 
4.2.5 プロジェクトサイトの状況 
 
プロジェクトサイト(ASINORLU 地域)の一般状況および廃棄物管理状況は 3.3 節お

よび 3.4 節にそれぞれ示した。 
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5. プロジェクトの基本計画 

 
5.1 上位目標 
  
上位目標およびその指標を示す。 

 

上位目標  全国の地方自治体において、住民の環境衛生の改善のため、廃棄物総合

管理が普及する。 

指標   自治体開発庁（ISDEM）による廃棄物総合管理の研修を受けた地方自治

体の半数以上が、2012 年までに廃棄物総合管理を実施する。 

 
5.2 プロジェクト目標 
 
プロジェクト目標とその指標を以下に示す。 

 
プロジェクト目標 

中央政府の廃棄物管理関係機関（ISDEM、MARN 及び MSPAS）におい

て、地方自治体における廃棄物総合管理を全国に普及する施策の

実施能力が強化され、かつ、中央政府が全国普及に必要な全ての

施策の実施を決定する。 

指標 １  廃棄物総合管理を導入する意向を表明する自治体組合が、少な

くとも３つ以上現れる。 

  ２  中央政府が廃棄物総合管理の全国普及の施策を公表する。 

  ３  中央政府が廃棄物総合管理を普及するための予算を確保する。 

 
5.3 成果 

成果１   中央政府関係機関及び東部の自治体組合 ASINORLU により、地方自

治体の現状に適合する廃棄物総合管理が開発される。 

    指標    ASINORLU域内において廃棄物総合管理が持続可能な形で機能す

る。 

 

成果２   中央政府関係機関及び自治体の廃棄物管理に関わる知識や経験が

向上する。 

指標１  日本人専門家による廃棄物総合管理の講義内容の8割をC/Pが理解

する。 

２  地方自治体関係者を対象とした廃棄物総合管理に関する研修の受

講生の少なくとも 7割が同研修に満足する。 

    

  成果３   中央政府関係機関により、廃棄物総合管理を全国の地方自治体に
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普及する仕組みができる。 

   指標１  廃棄物総合管理の普及戦略が ISDEM の理事会により承認される。 

２  20 以上の地方自治体が ISDEM による廃棄物総合管理の研修を受講

する。 

   

5.4 活動 

 

活動 

1. ASINORLU におけるパイロットプロジェクトの実施 

1.1 ASINORLU の廃棄物管理の現状調査及び分析 

1.1.1 廃棄物管理に係る既存データや資料のレビュー 

1.1.2  ごみ量ごみ質調査 

1.1.3  廃棄物の収集・運搬、処分、3R に係る調査 

1.1.4  サンタロサデリマ埋立て処分場の地形測量、水理調査 

1.1.5  廃棄物管理に係る組織制度、財政、法令についての調査 

1.1.6  廃棄物管理に係る市民の意識調査 

1.1.7  国内の既存衛生埋立て処分場の調査 

1.2 ASINORLU 各市行政責任者による廃棄物管理改善の合意形成  

1.2.1 ASINORLU 廃棄物管理に関わる問題点明確化 

1.2.2 改善の方向性、目標、原則に関する合意形成（管理組織形態、費用負担

原則を含む） 

1.2.3 処分場開発基本戦略に関する合意形成 

1.3  ASINORLU における持続可能な廃棄物総合管理の計画策定 

1.3.0 廃棄物総合管理の全体フレームワークの作成 

1.3.1  廃棄物収集・運搬についての計画作成 

1.2.2  サンタロサデリマ処分場の改善(衛生埋立ての導入）の計画作成 

1.3.3  既存オープンダンピング処分場の閉鎖の計画作成 

1.3.4  ３R や中間処理の計画作成 

1.3.5  組織制度の整備についての計画作成 

1.3.6  財政面の整備についての計画作成 

1.3.7  条例整備についての計画作成 

1.3.8  住民啓発活動についての計画作成 

1.4 ASINORLU における廃棄物総合管理の実施 

1.4.1  効率的な廃棄物収集・運搬の実施 

1.4.2 サンタロサデリマ処分場の改善(衛生埋立ての導入）の実施 

1.4.3 既存オープンダンピング処分場の閉鎖の実施 

1.4.4 ３R や中間処理の実施 

1.4.5 組織制度の整備の実施 
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1.4.6 財政面の整備の実施 

1.4.7 条例整備の実施  

1.4.8 住民啓発活動の実施 

1.5   パイロットプロジェクトの評価と修正 

2. 中央政府の廃棄物総合管理にかかる知識や経験の向上 

2.1 オンザジョブトレーニングおよび講義による訓練 

2.2 ASINORLU の経験を基にした全国的な廃棄物管理改善の調査・検討     

2.2.1  技術委員会による調査実施体制確立 

2.2.2  廃棄物管理状況把握のための主要自治体実態調査と問題分析 

2.2.3  廃棄物管理財源問題の検討 

2.2.4  全国的な廃棄物管理改善のための重要施策（投資財源手当て、料金制度、

行政組織、適用技術水準などを含む）にかかる提言作成 

2.3 パイロットプロジェクトの評価分析結果を踏まえた廃棄物総合管理ガイドラ

インの作成 

3. 廃棄物総合管理普及の仕組みづくり 

3.1 廃棄物総合管理普及のための戦略（普及戦略）の作成 

3.2 普及戦略の実施準備 

3.2.1 普及のための資金計画作成 

3.2.2 廃棄物総合管理の重要性にかかる自治体責任者への啓発活動 

3.3 自治体関係者を対象とする廃棄物総合管理研修コースの開発と実施 

3.4 中米域内諸国参加の広域ワークショップ/セミナーの実施 

 

 

5.5 投入 

 

5.5.1 日本側投入 

（1）専門家派遣 

長期：チーフアドバイザー（廃棄物管理及びキャパシティデベロップメント） 

短期：収集・運搬、中間処理・３Ｒ、処分場改善、組織制度・財務、環境教育、

業務調整等 

（2）供与機材 

     処分場改善機材用機材（ブルドーザー、ホイールローダー、ダンプトラッ

ク、トラックスケール他）、収集・運搬用機材（ハンドカート、コンテナほか）、

教育研修用機材、パソコン、車両 

（3）研修員受け入れ 

     年度あたり 2～3名程度 
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5.5.2 エルサルバドル国側投入 

 

(1) カウンターパートの配置 

(2) 事務管理要員、補助要員の配置 

(3) 専門家執務スペース及び会議室の提供（ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙとｻﾝﾐｹﾞﾙ） 

(4) プロジェクトランニングコスト 

(5) 既存ダンピングサイトの閉鎖 

(6) サンタロサデリマ処分場改善工事の用地確保 

(7) パイロットプロジェクトの関係者の調整 

 

 

5.6 外部条件とリスクの分析 

 

(1) 成果（アウトプット）達成のための外部条件 

 

・ カウンターパートが本プロジェクト実施期間中に離職しない。 

・ 自然災害が本プロジェクトに影響を与えない。 

・ 地方選挙に伴う首長の交代などによりASINORLUの構成自治体の変更があっ

ても、ASINORLU がパイロットプロジェクトへの協力を継続する。 

 

(2)  プロジェクト目標（アウトカム）達成のための外部条件 

 

・ 廃棄物管理の所掌官庁が変更されない。 

  

(3) 上位目標達成のための外部条件 

 

・ エルサルバドルにおいて将来施行される政策や法律が、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおい

て作成される廃棄物総合管理の普及戦略と矛盾しない。 

・ 中央政府が普及戦略を実施するための資金を確保する。 

・ 本プロジェクトの実施ユニットが恒久的な実施組織に発展する。 

・ 本プロジェクトの技術委員会は恒久的な支援組織に発展する。 

 

 

5.7 前提条件 

 

 なし 
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6. プロジェクトの実施妥当性 

 

6.1 妥当性 

 
本プロジェクトは以下の理由から、妥当性が高いと判断される。 

 

(1) 案件内容の公共事業・ODA としての適格性 

  

a. 公共財 

 

都市廃棄物管理サービスは基本的には公共財である。都市廃棄物管理サービスの実

際の提供は自治体または、自治体に委託された民間会社が行うが、都市廃棄物管理に

関する最終責任は各自治体にある。 

廃棄物管理サービス費用の一部はサービス受益者からの料金徴収で賄われる。エル

サルバドルバドルの場合、それは廃棄物管理に係わる全体費用の半分以下である。 

 

b. 経済波及効果 

 

廃棄物管理の改善は人の健康、快適性の向上および汚染軽減を導き、正の経済効果

がある。 

 

c. 市場の不完全性 

 

一般的には、廃棄物管理サービスの市場は競争原理で発展可能である。エルサルバ

ドルにおいては個々自治体の財務・資金能力が小さく、民間企業の市場参入インセン

ティブを小さくしている。 

 

(2) 相手国のニーズとの一致 

 

「エ」国政府は同国の国家安全 5カ年計画（Government Plan for a Secure Country 

2005 – 2009）および環境天然資源省が策定し国家環境戦略（National Strategy for 

the Environment）」において廃棄物総合管理の普及を重要政策目標としており、本プ

ロジェクトは、相手国の政策、ニーズに合致している。 

 

(3) わが国の援助政策、国別事業実施計画との整合性 
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「エ」国の JICA 国別事業実施計画において、援助重点分野「持続的開発のための

環境保全」の協力プログラム「環境衛生改善」を構成する主要なプロジェクトとして、

本プロジェクトが位置づけられている。 

本プロジェクトは相手国関係機関の能力開発に力点を置いており、JICA 調査研究報

告「開発途上国廃棄物分野のキャパシティ・デベロップメント支援のために」（2004

年 11 月）で提言された今後の廃棄物分野の協力のあり方に適合している。 

 

(4) 参加型計画の作成 

 

「エ」国側はプロジェクト準備のために、既に以下の活動を実施しており、プロジ

ェクト形成過程において強い主体性、オーナーシップを発揮している。 

a. パイロットプロジェクト実施対象地域の選定 

b. 技術委員会、運営委員会、プロジェクト実施ユニットの設立 

c. ステークホルダー分析 

d. プロジェクト対象地域の自治体関係者への廃棄物管理トレーニング 

 

(5) 日本の技術の優位性 

 

日本は準好気性埋め立て処分場を始め、廃棄物管理において高い技術と豊富な経験

を有している。本プロジェクトは日本の同経験を生かすことが可能である。 
 

 
6.2 有効性 

 

(1) 計画の論理性 

 
本プロジェクトの PDM に示されている、活動→成果→プロジェクト目標達成→上

位目標の関係は論理的である。 
以下の備考で説明する廃棄物管理サービスマーケットの拡大・開発という視点を本

プロジェクトの中に盛り込むことが必要である。 
 
備考： 他のサービス同様、廃棄物管理サービスの価格と質は、廃棄物管理サービス

マーケットの状況に依る。都市廃棄物管理サービスの場合、サービス需要者は自治体、

サービス提供者は廃棄物コンサルタント、廃棄物管理会社、および自治体自身である。

廃棄物管理サービスは廃棄物管理に関わる、調査、企画、計画立案、設計、施設建設、

施設運転維持管理より構成される。これらのサービスはすべて専門性を必要とするサ

ービスであり、マーケットの状況（需要の大きさ、供給者の数、供給サイドの能力な

ど）がサービスの質と価格を決める。需要の大きさは自治体の規模、求めるサービス
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のレベル、自治体の意思決定者（市長、議会など）の廃棄物管理に対する認識レベル

などによる。例えば日本の都市廃棄物管理サービスマーケット規模は 2兆円程度と推

定される。 
エルサルバドル政府が目指している廃棄物総合管理の全国普及を実現するために

は①都市廃棄物管理サービス需要の喚起、②サービス発注に必要な資金（その確保能

力）、③廃棄物管理サービス供給者の育成が必要である。上記①のためには 1)中央政

府による法的規制、2)自治体責任者の意識啓蒙（廃棄物総合管理の必要性に対する）

が重要と指摘できる。エルサルバドルの場合、上記②についても中央政府が果たすべ

き役割は大きいと思われる。上記①と②を満足することが上記③を実現する条件と考

えられる。 

本プロジェクトが目指すキャパシティ・デベロップメントを効果的に行うためには、

プロジェクト関係者自身がキャパシティ・デベロップメントの役割と意義を上述の廃

棄物管理サービスマーケット開発のコンテクストの中で考える必要がある。 

 

(2) 目標設定のレベル 

 

PDM に示されているプロジェクト目標(中央政府の施策実施能力の強化)は、エルサ

ルバドル側が強く望むところであり、目標のレベルの観点からも妥当である。 

 

(3) 外部条件の成立見込み 

 

 PDM に示されている外務条件の成立見込みを以下に示す。 

 

PDM に示されている外務条件の成立見込み 

外部条件 成立見込み 

A. PDM に示されている活動から成果を導くため

の外部条件 

 

A1 プロジェクトカウンターパートがプロジェク

ト期間中に離職しない。 

判断出来ない。 

A2 自然災害がプロジェクト実施に影響しない 影響しない可能性は高いと思わ

れる。 

A3  ASINORLU の構成メンバーが変化しても

ASINORLU がパイロットプロジェクトへの協力

を継続する。 

可能性は高いと思われる。 

B. PDM に示されているプロジェクト目標達成か

ら上位目標達成を導くための外部条件 

 

B1 エルサルバドルにおいて将来施行される政策

や法律が廃棄物総合管理の普及戦略と矛盾し

可能性は高いと思われる。 
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ない。 

B2 中央政府が普及戦略を実施するための資金を

確保する。 

判断出来ない。（制度的資金を確

保する場合、政府最高レベルの意

思決定が必要になると思われ

る。） 

B3 本プロジェクトの実施ユニットが恒久的な実

施組織に発展すること。 

エルサルバドル側は事前評価調

査時会議で、左記を表明してお

り、再起実現可能性は高いと思わ

れる。 

B4 本プロジェクトの技術委員会は恒久的な支援

組織に発展すること 

エルサルバドル側は事前評価調

査時会議で、左記を表明してお

り、再起実現可能性は高いと思わ

れる。 

 

 

6.3 効率性 

 

PDM に示されている投入（専門家、機材、本邦研修）はいずれも必須である。 

費用面では専門家派遣はおおきな費用が掛かるため、派遣 M/M は、詳細なプロジェ

クト計画策定の上で決めることが望ましい。 

廃棄物管理の主要技術専門分野は、収集・運搬、処理・処分に大別できる。この二

つの分野を途上国において両方担当できる専門家は多くは無いので、それぞれの分野

で一人の専門家が必要である。 

廃棄物管理のその他の分野（組織制度、経済財務、３R、環境教育など）は必要に

応じて短期派遣でカバーすることになる。 

プロジェクト期間において、とりわけパイロットプロジェクトの廃棄物管理計画策

定終了までの間、これらの専門家の果たす役割は大きい。その後は、主要 2分野の専

門家でも全面張り付きは不要である。 

 

6.4 インパクト 

 

(1) 上位目標の達成見込み 

 

上位目標達成に関わる外部条件の内、資金確保については実施機関以外の機関によ

る判断によるため予測が困難であるが、他の外部条件は、その重要性を実施機関が十

分に認識しており、満たされる可能性が高い。外部条件が全て満たされ、プロジェク

ト目標が達成されれば、廃棄物総合管理の普及に必要な条件が全て整い、上位目標の

達成が見込める。 
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(2) 社会・経済的インパクト 

 
1) 政策的インパクト 

 
本プロジェクトの要請はエルサルバドル政府の廃棄物管理改善を重視する政策か

ら出てきたものである。本プロジェクトの成功は、なんらかの政策変更を促すという

よりは、この政策（廃棄物管理改善重視政策）の有効性を証明するのに役立つと思わ

れる。 
 
2) 制度的インパクト 

 
エルサルバドルには、埋め立て処分場に関する基準は無い。本プロジェクトでは、

廃棄物埋め立て処分場や収集運搬システムの改善に係わる計画の策定、実施、評価を

含むので、本プロジェクトは上述の基準策定に貢献しうる。 
 
3) 社会・文化的インパクト 

 
a. 裨益集団の特徴 

 
本プロジェクトの直接的裨益者は廃棄物行政の係わる政府組織、即ち、環境天然資

源省、厚生省、自治体開発庁の関係者およびパイロットプロジェクト対象地域

（ASINORLU）の自治体および一般住民である。間接的受益者はエルサルバドルの他

の自治体および住民である。本プロジェクトの受益者は社会的マイノリティー、弱者、

女性という観点からは中立である。 
 
b. 裨益集団の規模 

 
裨益集団の規模は以下のとおりである。 
 
A 直接的裨益者 

A１中央政府関係者 
－（中央政府）技術委員会メンバー：5 名 
－ ISDEM プロジェクト実施ユニットメンバー：6 名 

A２ASINORLU 自治体：9 自治体 
A３ASINORLU の住民：約 11.3 万人 

B 間接的的裨益者 
B１全国の 262 自治体 
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B２全国の住民約 660 万人 
 
c. 便益の内容 

 
便益の対象者と便益の内容は次のとおりである。 

 
便益の対象者と便益の内容 

便益の対象者 便益の内容 
A１中央政府関係者 
－（中央政府）技術委員会メンバー：5 名

－ ISDEM プロジェクト実施ユニットメン

バー：6 名 
 

a. 廃棄物管理改善手法の開発 
b. 改善手法の全国への普及の仕組み

の形成 
c. 廃棄物管理に関する知識と経験の

向上 
A2 ASINORLU9 自治体、 
A3 ASINORLU 住民 11.3 万人 
B 全国 262 の自治体と 660 万人の人々 

それぞれの地域における廃棄物管理

の改善とそれがもたらす環境衛生状

況の改善 
 
4) 技術的インパクト 

 
 技術移転対象者と移転内容は以下のとおりである。 
 

技術移転対象者と技術移転内容 

技術移転対象者 技術移転の内容 
A１中央政府関係者 
－（中央政府）技術委員会メンバー：5 名

－ ISDEM プロジェクト実施ユニットメン

バー：6 名 
A2 ASINORLU9 廃棄物管理管理組合関係者

数名 

プロジェクトの実施を通じて直ちに

以下の内容の技術移転が期待できる：

 
廃棄物管理にあらゆる分野（収集・運

搬、処理・処分、３R、環境教育、組

織制度、経済財務、法律など）の技術

 
5) 経済的インパクト 

 
本プロジェクトは地域の環境改善を目指すプロジェクトであり、所得向上、所得配

分を目指すプロジェクトでないので、これらの経済的インパクトは期待出来ない。 
本プロジェクトが直接与える経済的インパクトは、廃棄物管理サービス（収集サー

ビス、処分サービス）の拡大に伴って、サービス提供に必要な施設（処分場）、機材

（ごみ収集車など）の調達機会の発生、施設・機材を含むシステムを運転管理する人々

が必要になることから雇用機会が発生することである。 
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長期的には廃棄物管理改善により地域の環境衛生状況が良くなり、地域の人々の健

康維持、生活質の向上に貢献することが期待され、それを通じて、地域経済発展にプ

ラスの影響をもたらすことが期待される。 
 

(3) ネガティブインパクト 

 
本プロジェクト実施に伴うネガティブインパクトはない。 

 

 

6.5 自立発展性 

 

(1) 組織能力 

 

 本プロジェクトにおいて求められ組織能力は次の点と思われる。 

 

環境天然資源省、厚生省に求められる組織能力 

a. プロジェクト実施期間において、プロジェクト実施に必要なカウンターパー

トを提供しつづけること。 

b. プロジェクト実施を通じて得られた経験、知見に基づいて、都市廃棄物総合

管理に必要な施策を組織として講ずること。 

c. エルサルバドルの自治体が、将来、都市廃棄物総合管理に必要な資金を恒久

的に得られる仕組みが導入できるよう、エルサルバドル政府の最高意思決定

者へ働きかけ説得すること。 

 

自治体開発庁に求められる組織能力 

d. 全国の自治体に対して、廃棄物総合管理の必要性に関する意識啓蒙を継続的

に行う能力 

 

事前評価調査における会議で表明されたエルサルバドル側の反応を見ると、上記の

うち a、bは可能と思われる。ｃ、ｄについて現在は判断出来ない。 

 

(2) 財務状況 

 

エルサルバドルの自治体が廃棄物管理レベルを向上させるためには、追加的資金が

不可欠である。既存の財政システムでは、自治体がこの追加資金をコンスタントに獲

得することは不可能に近い。自治体がこの追加的資金を得るためには、財務システム

（例えば中央と地方の資金配分）の変更または外部資金の導入が必要になる可能性が

ある。その際は、エルサルバドルの最高レベルの意思決定者の判断と承認が必要にな
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ると思われるが、承認が得られるかどうかは判断出来ない。 

 

(3) 社会的・環境的・技術的受容性 

 

本プロジェクト、とりわけパイロットプロジェクトは、地域住民および自治体にと

って経済財務的および社会的に受容される技術やシステムを選定し導入することを

目指している。受容できなければ受容できるシステムに変更することが、本プロジェ

クトでは求められている。 

 

6.6 結論 

 

妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の観点から本プロジェクトを評

価したが、総じて高い評価であり、本プロジェクトの実施は妥当であると考えられる。 
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7. モニタリングと評価 

 

プロジェクト活動が予定されたスケジュールどおりに行われているかではなく、本

プロジェクトの目的であるカウンターパートの能力開発が満足のいく程度に進んで

いるかをモニターすることが、本プロジェクトでは重要である。 

言うまでも無く、能力開発は本質的に個人の内面で起きることなので、外から見る

ことがほとんど不可能である。能力開発の進捗度をモニター方法として以下を提案す

る。 

1 まずカウンターパートが自らを評価し、その評価情報を参考にして専門家

がカウンターパートを評価する。 

2 専門家は上記の評価を取りまとめ 3 ヶ月に 1 度程度、評価報告を JICA に

対して提出する。 

3 JICA は 1 年目、2年目、3年目の終わりには、専門家の報告や現地ヒアリ

ングを踏まえ、プロジェクト残余期間のプロジェクト内容を再検討する。

必要があれば専門家の交代、カウンターパート交代、アプローチの変更も

考慮する。 

4 本プロジェクトの上位目標（廃棄物管理改善の全国への普及）がどの程度

達成したかを把握するためには、プロジェクト終了後も時々モニターする

必要がある。カウンターパートに報告を依頼する。 

 

能力開発の目的、学習課題、学習方法の掘り下げと共通認識化 

 

能力開発進捗のモニターを行う前提として、能力開発や学習の目的、テーマ、スケ

ジュールが設定されていなければならない。カウンターパート組織毎の能力開発の目

的については大目的だけでなく、中目的、小目的を設定する必要がある。そのために

カウンターパートと専門家が一体となってブレーンストーミングなどで目的に関し

て考えを深化させる必要がある。設定した組織毎、個人毎の目的は文章化し、関係者

全員で共有すべきだ。これらの目的は一旦決めたら最後まで変わらないというもので

はなく、むしろ本当にニーズを満たすべく時々見直し必要な修正を加えていくことが

重要である。 

次にカウンターパート、とりわけ ISDEM プロジェクト実施ユニットメンバーについ

て、その個々人の役割を決め、それに基づき個々人の学習テーマを設定する必要があ

る。ISDEM 実施ユニットメンバーの役割と学習テーマに関する案を添付４に示す。 
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8. 追加情報 

 

以下の報告は、2004 年の事前調査および 2005 年 8 月の実施協議調査におけるエル

サルバドル側とのディスカッション、調査の結果を踏まえ作成したものである。 

 

1) 本プロジェクトを通じて作成される図書 

2) パイロットプロジェクト案（サンタローザデリマ処分場改善以外） 

3) サンタローザデリマ処分場改善パイロットプロジェクト案 

4) 既存処分場閉鎖 

5) ASINORLU 地域におけるルーラルエリア（カントン）の状況 

6) エルサルバドルにおける廃棄物分野およびASINORLUに関わる近年の国際支援 

7) エルサルバドルの処分場建設に関連する情報（コントラクター、支払方法、

保証など） 
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8.1 本プロジェクトを通じて作成される図書 

 

1) 作成される図書 

 

本プロジェクトのPDMによれば、本プロジェクトを通じて以下の図書が作成される。 

① ASINORLU 廃棄物管理基本方針 

② ASINORLU 廃棄物総合管理計画 

③ パイロットプロジェクト結果報告書 

④ 廃棄物総合管理全国導入に関わる提言 

⑤ （自治体向け）廃棄物総合管理ガイドライン 

⑥ 廃棄物総合管理全国普及戦略 

 

2) 図書の作成主体と内容 

 

事前評価調査におけるエルサルバドル側との協議を通じ、これらの図書の作成主体、

内容につい協議を重ねてきた。その結果を下表にまとめる。 

 

本プロジェクトで作成される図書の作成主体と内容 

報告書 作成主体等 内容など 

① 

ASINORLU

廃棄物管理

基本方針 

ASINORLU9

自治体市長

（ ＋ ISDEM 

PEU） 

ASINORLU 各自治体による ASINORLU 共同の廃棄物管理への

参加意思確認、廃棄物管理に関わる問題点、費用負担原則、

処分場開発・利用に関する基本合意。ISDEM PEU が市長レ

ベルの協議を促進し、合意形成を支援する。 

② 

ASINORLU 

廃棄物総合

管理計画 

ASINORLU テ

クニカルユ

ニ ッ ト ＋

ISDEM PEU 

 

ASINORLU 廃棄物管理の改善計画、いわゆる ASINORLU 廃棄

物管理マスタープランである。上記①および現状調査結果

を踏まえて作成。 

ASINORLU9 自治体市長がマスタープランをその実施前に

承認する。 

③ 

パイロット

プロジェク

ト 

結果報告書 

ISDEM PEU 

＋ASINORLU

テクニカル

ユニット 

実施された計画、活動記録、結果の評価、パイロットプロ

ジェクト実施から学んだ経験、教訓。 
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④ 

廃棄物総合

管理全国導

入に関わる

提言 

廃棄物総合

管理導入委

員会（プロジ

ェクトにお

いて設置さ

れる）＋技術

委員会 

廃棄物総合管理を全国に普及するにあたっての最重要課題

についての委員会検討結果を提言としてまとめる。具体的

には以下を含む。 

a. 中央政府の普及体制の確立（例えば ISDEM に普及の責任

と権限、予算を与えるなど） 

b. 普及を可能にする財政システム 

c. 資金ソース、民間委託方針 

d. 適用すべき（処分場などの）ナショナルスタンダード（施

設基準および運転基準（覆土、浸出液処理、ガス処理な

どについて））。 

この提言はパイロットプロジェクト結果を踏まえて作成さ

れる。この報告書に示される提言内容が⑤のガイドライン

および⑥の普及戦略に盛り込まれる。 

運営委員会が作成された提言に対する承認を与える。 

⑤ 

自治体向け

廃棄物総合

管理ガイド

ライン 

技術委員会

＋ISDEM PEU 

 

このガイドラインはエルサルバドルの各自治体への配布さ

れる。③ASINORLU パイロットプロジェクト報告書、④提言

を踏まえて作成する。 

⑥ 

廃棄物総合

管理全国導

入戦略 

技術委員会

（草案作成） 

廃棄物総合管理の全国普及のための国家戦略である。全国

普及に必要な重要施策、戦略、行動計画が含まれる。この

戦略は技術委員会が草案し、運営委員会が承認を与える。

本プロジェクトの合同調整委員会（JCC）およびエルサルバ

ドル政府がこの戦略の実施に対する承認を与え、エルサル

バドル政府が本戦略を実施する。本プロジェクトの目的（全

国普及に必要な中央政府関係者の能力開発）の観点から、

本図書はもっとも重要なプロジェクト成果と言える。本戦

略図書には④の提言が盛り込まれる。 

 

3) コンサルタントの役割 

 

上記図書はエルサルバドル側が主体的に作成することが求められる。コンサルタン

トは、エルサルバドル側が主体的に質の高い実効性ある図書を作成するのを専門家の

立場から支援する。またそのために必要な基礎知識、経験を伝える。 
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8.2 パイロットプロジェクト案（サンタローザデリマ処分場改善案以外） 

 

1) パイロットプロジェクトの目的 

 

パイロットプロジェクトの目的は ASINORLU の廃棄物管理を改善と、その改善経験

を通じて全国自治体への廃棄物総合管理の普及に必要な廃棄物総合管理モデル、普及

施策を生みだすことである。 

 

2) パイロットプロジェクトの範囲 

 

 パイロットプロジェクトは ASINORLU の廃棄物総管理改善に役立つと考えられるこ

とを行う。廃棄物総合管理を構成する全てのコンポーネント（収集輸送、処理処分、

３R）の全ての側面（経営管理、オペーレション、財務、住民啓蒙、法律）の改善が

対象となりうる。 

 パイロットプロジェクト活動は、資金を必要とするもの、自治体側の制度・システ

ム改善が必要となるもの、住民協力を必要とするものなどがある。 

 パイロットプロジェクトは一定期間行うが、パイロットプロジェクトを通じて改善

された状況、システムはその後継続されて始めて意味を持つ。したがって継続可能性

が高いものをパイロットプロジェクトとして実施する。 

 

3) パイロットプロジェクトの実施主体 

 

 パイロットプロジェクトの実施主体は、ASINORLU を構成する自治体であり、ISDEM

プロジェクト実施ユニットがそれを支援する。JICA は原則的には ISDEM PEU を支援す

る。 

 

4) パイロットプロジェクトの内容決定 

 

 パイロットプロジェクトとして何をするかは ASINORLU、ISDEM PEU および関係者が

話し合って決める。 

 

5) パイロットプロジェクトのうち資金を必要とするプロジェクト（コンポーネント）

の候補 

 

サンタローザデリマ埋め立て処分場改善はパイロットプロジェクトの中でも重要

なコンポーネントである。それ以外に可能性があると思われるコンポーネントを以下

に示す。 
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(1) ごみ収集改善 

 

収集運搬改善の主要テーマは以下を含む。 

① 収集サービスの拡大 

まずはアーバンエリアにおけるごみの未収集地区をなくすことが優先度が

高い。 

② 収集効率の改善（排出方法改善、収集頻度見直し、民間収集サービス評価を含

む） 

効率改善においては、各システム毎に間接費用、投資費用も含めたトン当

たりコストを算出し、評価を行う必要がある。 

③ ごみ減量、有価別回収を目的とした分別収集の導入 

分別収集導入により、より多くの機材（収集トラック）、人員、経費が必要

になる場合が多く、したがって慎重に検討すべきである。 

④ ごみの排出における衛生化 

ごみの排出状態が衛生的であれば、収集頻度を下げても衛生問題は起こりに

くく、したがって収集頻度を下げることが可能になる。 

⑤ 道路脇、公園でのごみ入れ容器の設置 

ASINORLU のいくつかの自治体は既に EU の支援でこのようなごみ入れ容器を

設置している。ごみ容器からのごみ回収が十分でないと、容器とその周辺が街

を汚す要因になりかねないので、この点は注意が必要。 

⑥ 市民によるインフォーマルダンピングサイトの清掃 

 

(2) 小自治体用簡易小型埋め立て処分場建設 

 

リスリケのようにサンタローザデリマ処分場までのごみ輸送が困難で、かつ収集ご

み量が多くない場合、自治体内で簡易小型処分場を設けることがフィージブルとなる

可能性がある。 

適正な簡易小型処分場はエルサルバドルにおける一つのモデルとしても大きな意

味があると思われる。 

持続可能性の観点からは、建設費、維持管理費、必要人員とも必要最小限にする必

要がある。リスリケ単独では管理人員出せない場合は、ASINORLU の組合として対応す

ることも考えられる。 

 

(3) ルーラルエリア（カントン）における廃棄物管理改善 

 

本プロジェクトでは、アーバンエリアにおける廃棄物管理改善を主要テーマとする

ことは言わば暗黙の了解になっている。しかしルーラルエリア（カントン）のごみに

関連する衛生環境にも十分な注意を向けるべきである。ASINORLU におけるルーラル人
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口は多い。ASINORLU の人口の 77%はルーラルエリアに住んでいる。サンタローザデリ

マを除く 8自治体では、実に人口の 85%がルーラルエリアに住んでいる。 

ルーラルエリアの家も基本的には道路に面して建てられている。ルーラルエリアに

は家が散在する地域と、数十軒あるいは百軒以上がまとまって存在する地域が多くあ

る。とりわけ後者の場合、廃棄物管理に関連し何らかの改善策を本プロジェクトを通

じて見出すべきである。 

現状ではルーラルエリアではごみ収集サービスは無く、人々は家の近く、川、谷に

投機したり、燃やしたりしている。改善案の一例として、ごみを分別（食べかすは豚

などの餌に）して、プラスチックや燃えないごみのみを、ハンドカートなどで収集し

（あるいは自家持ち込み）、貯蔵所（2メートル四方程度の小屋）で貯蔵し、1週間に

１回程度、自治体がピックアップなどで回収することが考えられる。ルーラルエリア

においてこのようなシステムを導入する上での最大の問題は、この種のサービスに対

する住民の支払い意思が低いことであると考えられる。 

ルーラルエリアの実態を十分把握し、いろいろな例を参照し、住民の合意・協力を

基に、各カントンにいるヘルスプロモーターと連携して、現実的な改善策を考え実施

することが求められる。 

 

(4) 病院廃棄物管理改善 

 

 ASINORLU エリアには病院が二つ、各自治体エリアにはクリニック機能を持つ保健所

がある。サンタローザデリマの病院では、感染性廃棄物は赤いプラスチック袋、それ

以外は黒いプラスチック袋に入れている。赤いプラスチック袋は現実にはサンタロー

ザデリマ市の普通ごみ収集車によりサンタローザデリマ処分場に運搬されている。運

ばれた赤いプラスチック袋は処分場の一角に掘られた穴に入れられダンボールなど

と一緒に燃やされる。 

 感染性のごみが入っている赤いプラスチック袋の運搬に、一般ゴミ収集車を使わず、

ピックアップを利用し、別途運搬することが一つの改善案と考えられる。 

 

(5) 家庭用コンポスト実験 

 

ASINORLU では基本的にはコンポストに対する需要は少なく、大規模なコンポスト製

造がフィージブルになるとは考えられない。サンホセ市長からは家庭用または小規模

なコンポスト製造技術に対する関心が寄せられた。 

ホームコンポストは多くの国で試され、プロジェクト期間終了後、持続出来なかっ

たケースも多くある。本プロジェクトでは、ホームコンポストの可能性を慎重に検討

し、ある程度フィージブルになる可能性がある場合には、数十軒から 100 軒程度を対

象に行うことが考えられる。 
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(6) 市民の環境意識啓蒙 

 

複数の ASINORLU 自治体の市長、サンタローザデリマ病院長は異口同音に住民の環

境意識啓発が重要性だと述べた。 

住民の環境意識啓発の目的は、 

 

a. みを出す一人一人がごみの行方に責任を有するという意識を強化する。 

b. 自治体のごみ収集に対する協力を促す。 

c. ごみの不適切管理に起因する環境衛生リスクを知らしめる。 

 

意識啓発を効果的に行うためには、市民に対し具体的協力（例えば上記②）を求め

るものでなければならない。 

 

上記のパイロットプロジェクト案を実施するの必要な新規機材とその費用の見積

もりを下表に示す。上記のパイロットプロジェクトの実施には既存の収集車両など、

下表に示されていない機材も必要になるがこれらは ASINORLU が提供することを前提

とする。 
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パイロットプロジェクトに必要な機材等とその見積もり 
（サンタローザデリマ処分場改善パイロットプロジェクトは除く） 

  
単価 

(US$) 
ユニット 

数量 

費用

（US$） 

  a   b c = a*b 
1. ごみ収集改善         
1) トラック (3 トン) （分別収集用など） 25,000 台 1  25,000 
2) 道路脇ごみ入れ容器 20 個 500  10,000 
2. 小自治体用埋め立て処分場の改善       
1) 簡易小型埋め立て処分場 20,000   1  20,000 
3. ルーラルエリアにおける廃棄物管理

改善       
1) ハンドカート 50 個 20 1,000 
2) 収集用ピックアップ(1.5 トン、中古） 10,000 台数 1 10,000 
3) リサイクル物貯蔵場所（小屋） 1,500 個 10 15,000 
4. 病院廃棄物管理改善         
1) ピックアップ（1.5 トン、医療廃棄物運

搬に使用） 20,000 台 1 20,000 
5. 家庭用コンポスト実験         
1) 石油ドラム缶（中古、付属部品込み）

（もしフィージブルであれ場） 30 個 100 3,000 
6. 市民の環境意識啓発         
1) 啓発用材料の作成・印刷費 0.25 枚 20,000 5,000 
          
パイロットプロジェクト合計       109,000 
10%コンティンゲンシーを含む       119,900
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8.3 サンタローザデリマ処分場改善（案） 

 

エルサルバドル側は、ASINORLU において実施するパイロットプロジェクト案の

中でも SRL 処分場改善を重要視している。以下の SRL 処分場改善案は、事前評価調

査におけるエルサルバドル側とのたび重なる協議を踏まえ、事前評価調査に参加した

役務コンサルタントが作成したものである。本案は以下より構成される。 
 

(1) SRL 改善工事に関する方針 

(2) 新規埋め立てエリア設計に関する方針の設定 

(3) 受け入れごみ量の推定 

(4) 新規埋め立てエリアの必要容量と土地面積の暫定推定 

(5) 新規埋め立てエリアの予備設計 

(6) 処分場改善費用見積もり 

 

1) SRL 処分場改善工事に関する方針 

 

(1) 改善工事を以下のコンポーネントより構成する。 

 

エルサルバドル側のサ SRL 既存埋め立てエリアの緊急改善に対する強い要望を考

慮して、新規処分エリアの建設とそれに関連する設備の整備のみならず、既存埋め立

てエリアの改善を重視し盛り込む。 

 

a. 処分場の基本設備（フェンス、ゲート、サイトへのアクセス道路、管理事

務所など）の改善 

b. 既存埋め立てエリアの改善 

c. 新規埋め立てエリアの建設 

d. 重機、機材の調達 

 

(2) 工事は第 1ステージと第 2ステージの二つに分ける。 

 

新規埋め立てエリアの設計・建設には時間がかかる、一方、既存処分エリア改善の

必要性と緊急性が高いことを考慮して、全体の工事を以下のように第 1ステージと第

2ステージに分ける。 

 

第 1 ステージ建設の目的は既存処分エリアを含む既存処分場の改善である。第 2ス

テージ建設の目的は新規埋め立てエリアの建設である。 
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各ステージに含まれるコンポーネント 

コンポーネント 第 1ステージ 第 2ステージ 

1) 処分場の基本設備の改善 ○ ○ 

2) 既存埋め立てエリアの改善 ○  

3) 新規埋め立てエリアの建設  ○ 

4) 重機、機材の調達 ○ ○ 

 

第 1 ステージ建設は以下の内容より構成する。 

 

a. 処分場の基本設備の改善 

フェンス、ゲート、サイトへのアクセス道路の建設。 

b. 既存埋め立てエリアの改善 

サイト整形、覆土、雨水排水溝、サイト内道路、ガス抜き管、浸出液排水管（プ

ロジェクト開始後当面使用するエリアに限定）。 
c. 重機の調達 
覆土を可能にする重機、即ちブルドーザー、ローダー、ダンプトラックの調達、

およびごみ量計量装置、即ちトラックスケールの設置 
 

第 2 ステージ建設は以下の内容より構成する。 
d. 処分場の基本設備の改善 

電気の引き込み、サイト管理事務所、植林、新規埋め立てエリアの草木等障害

物排除（ASINORLU 作業員によるマンパワー提供を期待） 
e. 新規埋め立てエリアの建設 

造成工事、雨水排水、サイト内道路、浸出液の収集･処理設備（ライナー、排水管、

エアレーションポンド）、ガス抜き管の設置。 
f. 機材の調達 

エアレーション装置、浸出液循環用のためのタンクローリー調達。 
 
(3) 第 1 ステージの狙い 

 
第 1 ステージを素早くやることにより、1)処分場の改善とは何か、2)改善効果（例え

ば処分場までのアクセス道路を改善することにより運搬が容易になったり、埋め立て

エリアが綺麗になる）、3)技術支援の効果などを、エルサルバドル側に強く印象付け

る。なお第 1 ステージは 2006 年 5 月に発足する ASINORLU の新市長体制にも歓迎

されるはずである。 
第 1 ステージの緊急改善の本来の趣旨としては、多額の資金をかけずして、即ち、や

り方の違い、新しい技術の導入による改善効果をデモンストレーションすることにあ

る。第 1 ステージの費用は重機を除けば 2000 万円程度である。 
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第 2 ステージの新規埋め立てエリアの建設は水文地質調査結果に基づき、きちんとし

た設計をしてからでないと出来ないが、第 1 ステージは既存処分所の現状診断により、

改善案は早くでき、資金さえあれば実行に移せる。 
本来、新規処分場建設に含まれる基本施設の一部および調達される重機の一部を、第

1 ステージにおいて前倒しで建設・調達する。前倒しした分だけ第 2 ステージの工事

量、機材量は少なくなる。 
 
 
2) 新規埋め立てエリア設計についての方針 

 

(1) 受け入れ容量は開始から 4年間程度のごみを受け入れられる容量とする。 

 

プロジェクト終了後も、2 年間のごみを受け入れる容量が欲しいというエルサ

ルバドル側の要望を考慮し、新規埋め立てエリアの受け入れ容量は 2007 年半ば

から 2011 年半ばまでの 4年間程度とする。 

 

(2) 本プロジェクトの限定要因がサンタローザデリマ処分場の長期にわたる合理的

経済的利用を阻害しないようにする。 

 

サンタローザデリマ処分場は用地の大きさから見ると、長期間に渡り使用出来

る処分場である。本プロジェクトで作るごみ受け入れ容量が数年の新規処分エリ

アの場所選定やデザインは長期的使用の観点からも合理的でなければならない。 

 

(3) 新規埋め立てエリアの場所・形の選定および設計は、入手したサンタローザデリ

マ地形測量図を基に行う。 

 

地形測量図の等高線を基に、埋め立てエリアの場所、形、大きさを設計する。

上記の当初想定受け入れ量を満足するように設計するが、それを上回る場合もあ

り得る。 

 

 

3) 受け入れごみ量の暫定推定 

 

(1) 暫定推定の意味 

 

ASINORLU9 自治体の現在のごみ収集量、推定原単位、収集対象人口、目標収集率、

受け入れ期間想定を基にごみの総受け入量を想定した。3.5.4 節参照。想定されたご

み量を基に、必要な埋め立て処分場エリア容量を算出し、その容量を確保できる埋め
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立てエリアを選定し、埋め立てエリアの予備設計を行う。 

実際のごみ受け入れ量は選定されたエリアの地形条件、埋め立て条件により異なっ

てくる。この段階でのごみ量推定は埋め立てエリアの選定と予備設計のために行う。 

 

(2) 新処分場のごみ受け入れ期間 

 

a. 本プロジェクトの開始時期、調査、設計、建設に必要な期間を考慮し、サン

タローザデリマの新処分場の受け入れ開始を 2007 年半ばと想定する。 

b. なお、新処分場準備と平行して既存埋め立てエリアの改善工事を行う。（備

考： 既存処分場改善工事は調査開始後半年後には開始できると思われる。

既存処分場は低コストで大きな改善効果があることを示すことが目的であり、

現実的には重要である。） 

c. エルサルバドル側は新処分場の容量として本プロジェクト終了後においても

2年間は受け入れることが出来ることを要望している。プロジェクト終了予定

が 2009 年 3 月末であることを考慮して、2011 年半ばまで受け入れることが出

来る容量とする。 

d. 即ち、新処分場ごみ受け入れ期間を 2007 年 7 月 1 日から 2011 年 6 月 30 日ま

での４年間と想定する。これについて 8月 29 日テクニカルコミティーメンバ

ーの同意を得た。 

 

(3) 受け入れごみ推定量 

 

 上記の前提に基づき、新処分場での受け入れごみ量を下表のとおり推定する。 

 

新処分場受け入れごみ推定量 

 
収集量 

（トン／年）

新処分場での

受け入れ量 

（トン／年）

受け入れ開始か

らの受け入れご

み合計（トン）

 

2007 8,136 4,068 4,068 

2008  8,875 8,875 12,943 

2009  9,651 9,651 22,594 

2010  10,466 10,466 33,059 

2011  10,782 5,391 38,450 

注）2007 年および 2011 年のごみ受け入れ量は年間収集量の半分。 

 

 受け入れごみ量推定については 3.5.4 節に示す。 
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4) 新規埋め立てエリアの必要容量と土地面積の暫定推定 

 

(1) 必要容量の暫定推定 

 

必要な処分場容量は以下の仮定を基に、52,088 m3 と想定する。 

 

a. 受け入れごみ量： 38,500 トン 

b. 処分場でのコンパクション後のごみ比重： 0.85 

c. 覆土の量： 受け入れごみ容積の 15% 

 

処分場容量計算： （34,500 トン／0.85）*1.15 ＝ 52,088 m3 

 

(2) 新規埋め立て用地面積の暫定推定 

 

新規埋め立てエリアに求められるおおよその用地面積を知るため、埋め立て後のご

みの形を想定する。それはピラミッド型（四角錐）の上半分を除いた形である。 

このような形の立体の容積が必要な容量 52,088m3 を持つためには、ピラミッドの

底面積がどれほどでなければならないかを求めた結果、底面積は 10,471m2 と計算さ

れた。埋め立ての形が上半分の無いピラミッドの形と想定した場合、埋め立て用地面

積は 10,471m2 である。また上半分の無いピラミッドの上部までの高さは元ピラミッ

ドの高さの半分であり、8.53m2 と計算される。計算手順を以下に示す。 

 

容積 52,088m3 を有する上半分のないピラミッドの底面積を求める： 

 

上半分のピラミッドを取り除く前の元ピラミッドの高さを h とする。斜面勾配を

３：１とする。すると、ピラミッドの底辺 1 辺の長さは 6h である。したがって、元

のピラミッドの体積は以下の式で求められる。 

ピラミッド容積＝高さ*底面積／3＝h*(6h)2/3 = 12h3    

上半分のみのピラミッドは高さ、横、長さにおいてそれぞれ元ピラミッドの 2分の

1であり、したがってその容積は元ピラミッド容積の(1/2)3= 1/8 となる。 

上半分を除いたピラミッドの容積は元のピラミッド容積の8分の７である。（1 - 1/8 

= 7/8）したがって、上半分を除いたピラミッド容積＝元ピラミッド*7/8 = 12 h3*7/8= 

10.5h3 

 この上半分を除いたピラミッドは 52,088m3 の容積を有しなければならない。即ち、

10.5h3 ＝ 52,088m3 これを解き、h を求めると、h = 17.05m。上述の通り、高さ h

のピラミッドの底面積は 36h２なで、底面積= 36 (17.05) 2m2 = 10,471 m2 
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5) 新規埋め立てエリアの予備設計 

 

(1) 埋め立てエリアの選定 

 

上述の設計方針、受け入れごみ量暫定推定、必要な埋め立て容量に基づき、入手し

たサンタローザデリマ処分場地形図に示されている以下の条件を考慮し、適当と考え

られる区画を特定した。図 1参照。 

a. 地形条件（斜面の勾配、水が一定方向に流れる水域、小水域、分水嶺） 

b. 埋め立て後のごみ層斜面の勾配は安全性を考慮し３：１とする。 

 
図 1 サンタローザデリマ処分場地形図と新規埋め立てエリアの提案位置 

 

既存の埋め立てエリア 

新規埋め立て提案エリア 
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(2) フェーズ毎の区分け 

 

選定された土地は標高 130m から 145m の間で合計面積は 16,312m2 である。土の切

り取り、盛り土によって標高 5m ごとに三つの区画に分ける。  

整形により標高 130m のレベルとなった区画をフェーズ１とする。標高 135m のレベ

ルをフェーズ２、標高 140m レベルの区画をフェーズ３とする。 

図２の上の図は埋め立て前のフェーズの区分けの平面図である。図 2の下の図は埋

め立て終了後の平面図である。 

 

 

図 2 新規埋め立てエリア 

上図：ごみ搬入前の埋め立てフェーズ区画  下図：埋め立て終了後の平面図 

埋め立て後の勾配３：

埋め立て層上部： 
標高 145m 

３つのフェーズ区
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下表はフェーズ毎の面積である。 

 

表２ 埋め立て前の埋め立てフェーズ毎の面積 

レベル（標高） 
（m） 

埋め立て

フェーズ

埋め立て前の

面積 
（m2） 

合計面積 
(m2) 

130 1 3,351.10 3,351.10 
135 2 7,543.37 10,894.47 
140 3 5,437.10 16,331.57 

合計面積  16,331.57  
 

上表においてフェーズ１と２の合計面積は 10,894.47m2 であり、上半分の無いピラ

ミッドを想定した埋め立て用地面積 10,471m2（目標の受け入れごみ量を埋め立てるの

に必要な面積）を少し上回る数字となっている。 

 

(3) 埋め立て区画の建設 

 

３つのフェーズに分ける埋め立て区画は土の切り取り、盛り土により作る。図３の

上の図を参照。 

必要な切り土、盛土のそれぞれの区画毎の容積を算出するのに必要なディメンジョ

ンを地形測量図に基づき、ソフトウェアを利用して算出した。算出されたディメンジ

ョンを用いて容積を算出した。 

 

表３ 3 段埋め立て用地に整形するために必要な切土および盛土 

切り土 盛土 

標高 
埋め立て 
フェーズ 

フェーズ

毎の平均

奥行き 
(m) 

断面積

(m2) 
容積 (m3)

断面積 
(m2) 

容積 
(m3) 

  a B = a*b c = a*c 
130 1 76.38 88.36 6,748.93 35.22 2,690.10 
135 2 104.28 39.12 4,079.43 29.33 3,058.53 
140 3 114.86 28.35 3,256.28 0.47 53.98 
合計    14,084.64  5,802.61 

 
切土14,084.64m3、盛土5,802.61m3の差の約8,300m3が覆土として利用可能である。 
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図３  上図：土地の切り取りと盛り土、 下図：埋め立て終了後の断面 

 

(4) 埋め立て手順 

 

まず標高 130m のレベルに整形されたフェーズ１埋め立て区画からごみを入れる。

ごみ層の高さは 5m である。ごみ層の淵からは勾配３：１のスロープになる。フェー

ズ１区画の埋め立てが終了すると、ごみ層上部の標高が 135m となり、フェーズ２区

画のレベルに達する。したがってフェーズ２の埋め立てエリアが増加する。 

フェーズ１の埋め立て終了後フェーズ 2 の埋め立てを行う。高さは 5m である。フ

ェーズ２の埋め立てが終了するとフェーズ２のごみ層上部の標高は 140m となり、フ

ェーズ３の区画のレベルに達する。この結果フェーズ 3区画の面積が増える。 

フェーズ 2区画の埋め立て終了後にフェーズ３区画の埋め立てを行う。 

フェーズ 3 区画の埋め立て終了後は埋め立て上部が標高 145m となり、上部の淵か

らは勾配３：１のスロープとなる。図３の下図を参照。 

 

 

埋め立て後の断

切り取りと盛り土 

切り取り 

盛り土

ごみの埋め立

標高 
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(5) 浸出液集水／処理とガス抜き 

 

浸出液は埋め立て処分場エリアの内側下方に集めるよう管を配置し、埋め立てエリ

アの下のラグーンに導きエアレータで曝気する。曝気後は処理水をタンク車に積んで

埋め立てエリアに戻す。 
ガス管はガス管の間隔が最低 30m となるように配置する。 

 
図４ 上図；浸出水の集水とラグーン  下図：ガス抜き管の配置 

 

浸出水の集水ネットワー

ク 

ラグーン

主管 

ｾｶﾝﾀﾞﾘｰﾀﾞｸﾄ 

 
ガス抜き管の配
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(6) 埋め立て容積 

 

当初、4 年間分（2007 年半ばから 2011 年半ばまで）のごみを受け入れることがで

きる容量（52,088m3）の埋め立てエリアを確保することを目指して設計した。 

下表に示すようにフェーズ 1 とフェーズ２の合計埋め立て処分場容量は 61,148m3

となり、必要容量 52,088m3 を上回っている。 

埋め立て容量は、埋め立てごみ量、ごみのコンパクション（埋め立て後のごみの比

重）の程度、覆土量の変化により変わるので、この程度の余裕は適当と考えられる。

なお、搬入ごみ量、コンパクション、覆土量が計画前述の通りとなった場合、2012

年 1 月末までのごみを受け入れることが出来る。 

 
表４ 埋め立てフェーズ毎の容積 

整形後

平均幅 
(m) 

整形後 
平均長さ

(m) 

整形後

高さ 
(m) 

容積 
(m3) 

合計 
(m3) 

標高 
（レベル） 

埋め立て 
フェーズ 

a b c f = a*b*c  
130 1 76.38 40.41 5 15,432.58 15,432.58
135 2 104.28 87.68 5 45,716.35 61,148.93
140 3 114.86 107.39 5 61,674.07 122,822.65
計     122,822.65 

 

見積もりは、フェーズ１と２のみで、フェーズ３の区画整備を除く工事の費用を見

積もる。 

フェーズ１、２にフェーズ 3を加えた合計容量は上表の通り 122,822m3 であり、フ

ェーズ１と２を合わせた容量の 2倍となる。一方、フェーズ１と２が完成すれば、少

ない追加費用でフェーズ３の工事を行うことができる。即ち、JICA プロジェクト終了

後、ASINORLU が自らフェーズ３を作る場合の費用対効果は大きくなり、投資の妥当性

が高まる。これについては項目 7)にて説明する。 

 

 

6) 処分場改善費用見積もり 

 

サンタローザデリマ処分場改善工事は既存埋め立てエリアの改善と基本施設整備

を目的とした第１ステージと新規埋め立てエリアの整備を主な目的とした第2ステー

ジに分かれる。 

見積もりの要約を下表に示す。 
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サンタローザデリマ処分場改善工事費用見積もり要約 （単位： US ドル） 

 第 1 ステージ 第 2ステージ 合計 

1. 基本設備 

 

 

140,416 

 

57,582 

 

197,998 

1. 既存埋め立て処分

場エリア改善 

 

47,559 

 

0 

 

47,559 

2. 新規埋め立てエリ

ア建設(遮水工抜

き) 

 

0 

 

173,470 

 

173,470 

3. 新規埋め立てエリ

アの遮水工 

 

 

0 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 1  391,220 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 2  263,043 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 3  235,103 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 4   99,684 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 5   68,744 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 6        0 

左欄に同じ 

4. 重機、機材の調達  

221,000 

 

90,000 

 

311,000 

5. 合計  

 

408,975 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 1  712,272 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 2  587,095 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 3  556,154 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 4  420,736 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 5  389,796 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 6  321,052 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 1 1,121,247 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 2   996,069 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 3   965,129 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 4   829,711 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 5   798,770 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 6   730,026 

6. 上記 1,2,3,4 の費

用に 10%のコンテ

ィンジャンシーを

加える 

 

427,772 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 1  774,499 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 2  636,804 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 3  602,770 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 4  453,810 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 5  419,775 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 6  344,157 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 1 1,202,271 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 2 1,064,576 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 3 1,030,542 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 4   881,582 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 5   847,547 

ｵﾌﾟｼｮﾝ 6   771,929 

第 2 ステージにおける遮水工のオプション 

オプション１：30cm の粘土＋1.5mmHDPE ﾗｲﾅｰ（ｱﾝｶｰ含む）＋30cm 保護土 

オプション２：ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ（ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄと土の混合）10cm＋1.5mmHDPE ﾗｲﾅ （ーｱﾝｶｰ含む）

＋30cm 保護土 

オプション３：1.5mmHDPE ﾗｲﾅｰ（ｱﾝｶｰ含む）＋30cm 保護土 

オプション４：ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ（ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄと土の混合）30cm 

オプション５：ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ（ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄと土の混合）20cm 

オプション６：土 

（粘土は他の場所から輸送で持ち込む、一方、土はいずれもサイト内または付近で入
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手出来ると仮定する。） 

上記の全て工事費は以下を含む。 

1) 作業員にかかる法定社会保険、有給休暇の費用（作業員直接給与の 40%に相当） 

2) 工事会社の一般管理費と利益（原費用の 35%相当） 

3) 付加価値税（13%） 

重機、機材はエルサルバドルでかかる一切の税金は含まれていない。 

見積もりの詳細を下表に示す。 

 

サンタローザデリマ処分場改善工事費用見積もりの詳細 （単位：US ドル） 

第1段
階工事

単価(US$) 単位 数量 費用（US$）
第1段階

(US$)
第2段階

(US$) 計（US$） 左記数量の算出根拠

a b c = a*b d e f = d+e

1.　処分場基本設備
1.1 第1段階工事

v フェンス（コンクリートポスト＋有刺鉄線） 14.23 m 1,838.80 26,166 地形図（電子化）上での計測
v ゲート：　幅6m. X 高さ2 m 1,200.00 m 1 1,200 ゲートは一つ

v 処分場へのアクセス道路：　幅10 m, 砂利 0.15 m 70.00 m 665.00 46,550 地形図（電子化）上での計測

v 上記アクセス道路用雨水排水溝 50.00 m 1,330.00 66,500 140,416  地形図（電子化）上での計測

1.2 第2段階工事
サイトの整地（ASINORLUの作業員による) 0.00 m2 10,894.47 0 地形図（電子化）上での計測

植林 3.00 m2 9,194.00 27,582 地形図（電子化）上での計測

電気引き込み工事 10,000.00 一式 1.00 10,000 一式

管理事務所棟、水タンク、駐車場、電灯、他 200.00 m2 100.00 20,000  57,582 197,998
2. 既存埋め立てエリアの改善

v サイト整形（切り取り、コンパクション） 25,000.00 一式 1 25,000 一式

v 雨水排水溝 5,000.00 一式 1 5,000 一式

v サイト内道路：幅6m, 砂利 0.15 m 50.00 m 200 10,000 ｻｲﾄ内道路長さ200 m
v 集排水枝管（6ｲﾝﾁHDPE) 41.70 m 100 4,170 CAD図面上での計測
v ガス抜き管(高さ10m、10個.) 67.77 m 50 3,389 47,559   CAD図面上での計測

3. 新規埋め立てエリアの建設  

 サイトの整地（ASINORLUの作業員による) 5.00 m3 16,576.99 82,885
6748.93+4079.43+2690.1+3
058.53

堰堤（土工事） 4.00 m3 0 0 堰堤は作らない

 雨水排水溝 10,000.00 一式 1.00 10,000 一式

 サイト内道路：幅6m, 砂利 0.15 m 50.00 m 360.00 18,000 地形図（電子化）上での計測

遮水工（下記オプション参照） 10,894.47 CAD図面上での計測

浸出水送水管（8インチHDPE）（幹線からラグーンまで） 64.14 m 75.78 4,861 CAD図面上での計測
集排水幹線（8インチHDPE) 45.80 m 100.81 4,617 CAD図面上での計測

 集排水枝管（6ｲﾝﾁHDPE) 41.70 m 300.29 12,522 CAD図面上での計測

ラグーン（20 m x 40 m、HDPEライナー、ライナーアン
カーおよびフェンス140mを含む） 42.26 m2 800.00 33,808 CAD図面上での計測

 ガス抜き管(高さ10m、10個.) 67.77 m 100.00 6,777  173,470  

第 2 段階建設工事（遮水工含まず） 231,052
  

新規埋め立てエリアにおける遮水工オプション  
遮水工オプション１ 35.91 m2 10,894.47 391,220  391,220  
遮水工オプション２ 24.42 m2 10,894.47 266,043  266,043  
遮水工オプション３ 21.58 m2 10,894.47 235,103  235,103  
遮水工オプション４ 9.15 m2 10,894.47 99,684  99,684  
遮水工オプション５ 6.31 m2 10,894.47 68,744  68,744  
遮水工オプション６ 0 m2 10,894.47 0  0  

合計  
第1段階工事 187,975

遮水工オプション１の場合の第2段階工事費用  622,272 810,247
遮水工オプション２の場合の第3段階工事費用  497,095 685,069
遮水工オプション３の場合の第4段階工事費用  466,154 654,129
遮水工オプション４の場合の第5段階工事費用  330,736 518,711
遮水工オプション５の場合の第6段階工事費用  299,796 487,770
遮水工オプション６の場合の第7段階工事費用   231,052 419,026

4.機材 　

4.1 第1段階
v ブルドーザー 4G LGP (処分場専用） 112,000 unit 1 112,000
v ミニローダー（掘削した土をダンプに積むため） * 27,000 unit 1 27,000
v ダンプトラック(6m3) 57,000 unit 1 57,000
v トラックスケール40トン 25,000 unit 1 25,000 221,000 0

4.2 第2段階
水ﾀﾝｸ車（浸出水をﾗｸﾞｰﾝから埋め立てｴﾘｱに戻すため） 50,000 unit 1 50,000

20,000 unit 2 40,000 0 90,000 311,000
  
合計（工事＋機材） 　

第1段階 408,975
遮水工オプション１の場合の第2段階工事費用  712,272 1,121,247
遮水工オプション２の場合の第3段階工事費用  587,095 996,069
遮水工オプション３の場合の第4段階工事費用  556,154 965,129
遮水工オプション４の場合の第5段階工事費用  420,736 829,711
遮水工オプション５の場合の第6段階工事費用  389,796 798,770
遮水工オプション６の場合の第7段階工事費用 321,052 730,026

合計（工事＋機材＋10%コンティンジャンシー）
第1段階 427,772

遮水工オプション１の場合の第2段階工事費用 774,499 1,202,271
遮水工オプション２の場合の第3段階工事費用 636,804 1,064,576
遮水工オプション３の場合の第4段階工事費用 602,770 1,030,542
遮水工オプション４の場合の第5段階工事費用 453,810 881,582
遮水工オプション５の場合の第6段階工事費用 419,775 847,547
遮水工オプション６の場合の第7段階工事費用 344,157 771,929  
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遮水工のスペックは工事費を大きく左右する。エルサルバドルの主な処分場の遮水

工の状態を下表にまとめる。 

 

エルサルバドルの主な処分場の遮水工 

自治体 オプション 備考 

ウスルタン 

 

オプション１ オプション１の適用はUSAID支

援による最初の埋め立てエリ

アのみである。粘土は 60cm。 

サンサルバドル オプション１  

コリント オプション３  

Meanguera と Jocoaitique オプション４  

Atiquizaya オプション４  

南ラウニオン県（スペイン支援） オプション４ 建設はこれから。 

オプション４はスペイン支援

による最初の1年分のセルに適

用することが決まっている。 

スチトト オプション５  

ペルキン オプション６  

サンフランシスコ・メネンデズ オプション６  

ソンソナテ オプション６  

パサキナ オプション６ サイトの土の透水性は 1*10-8

とされている。 

サンミゲル ｵｰﾌﾟﾝﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ 第 2 の都市である。具体的改善

計画は無い。 

ごみの収集率は高い。 

 
上記の表および ASINORLU の経済的維持管理能力から見て、サンタローザデリマ処

分場では、遮水工はオプション１と２が適用される可能性は非常に小さいと思われる。 

 

 

7) 第 3 フェーズの経済性 

  

新たな埋め立て用地選定、および予備設計においては、本パイロットプロジェクト

終了後、ASINORLU が自ら建設すべき第 3フェーズの経済性を考慮したことは前に述べ

たとおりである。 

フェーズ３のごみ受け入れ容量（61,674m3）はフェーズ 1と２の合計埋め立て容量

(61,149m3) とほぼ同じである、一方、フェーズ３の建設費用はフェーズ１と２の合

計建設費用に比べ非常に低い。次表に示すとおり、オプション３（1.5mmHDPE ライナ
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ー＋保護土 30cm）の場合では 22%、オプション４（30cm 厚セメントミルク）の場合は

15%である。即ち僅かな追加費用で大きなごみ受け入れ容量を作ることが出来る。 

第 3フェーズが低コストで建設できることは、パイロットプロジェクト期間終了以

降の ASINORLU による衛生埋め立ての継続性の可能性を高める。 

 

サンタローザデリマ処分場第 3フェーズの経済性 

表１ 工事費用比較（機材費は含まず）

第1+2
フェーズ 第3フェーズ

第1+2+3
フェーズ 比率

US$ US$ US$
a b c = a+b d = b/a

遮水工オプション１の工事費用 810,247 222,706 1,032,953 27%
遮水工オプション２の工事費用 685,069 160,448 845,517 23%
遮水工オプション３の工事費用 654,129 145,223 799,352 22%
遮水工オプション４の工事費用 518,711 77,871 596,582 15%
遮水工オプション５の工事費用 487,770 62,483 550,253 13%
遮水工オプション６の工事費用 419,026 31,718 450,744 8%

表２　埋め立て容量および受け入れごみ量の比較 61,673
埋め立て容量（m3) 61,149 61,673 122,822 101%
受け入れごみ量（トン） 45,197 45,584 90,781 101%

表３　ごみ1トン当たりの建設費用

第1+2
フェーズ 第3フェーズ

第1+2+3
フェーズ 単価比較

US$/トン US$/トン US$/トン
a b c = a+b b/a

遮水工オプション１の工事費用 17.93 4.89 11.38 27%
遮水工オプション２の工事費用 15.16 3.52 9.31 23%
遮水工オプション３の工事費用 14.47 3.19 8.81 22%
遮水工オプション４の工事費用 11.48 1.71 6.57 15%
遮水工オプション５の工事費用 10.79 1.37 6.06 13%
遮水工オプション６の工事費用 9.27 0.70 4.97 8%  

 

フェーズ１、２および３の合計詳細費用見積もりを下表に示す。 
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サンタローザデリマフェーズ１、２、３の合計建設費用見積もり 

単価(US$) 単位 数量 費用（US$） 計（US$）

a b c = a*b d
A. 土木工事  
(1)  基本的施設
Site clearing, (by ASINORLU Worker) 0.00 m2 16,312.94
Fence (Concrete post and barbed wire) 14.23 m 1,838.80 26,166
Landscaping (inc. tree planting) 3.00 m2 9,194.00 27,582
Gate, W: 6m. X 2 m 1,200.00 m 1.00 1,200
Electric work (to receive electricity) 10,000.00 Lamp Sum 1.00 10,000 　
Site office, garage, water tank, car park, office fence,
ligths, etc. 200.00 m2 100.00 20,000
Access road to the site, W=10 m, gravel t = 0.15 m 70.00 m 665.00 46,550 　
Storm dranaige for the access road 50.00 m 1,330.00 66,500 　
(2) 埋め立てエリア建設

Land preparation (cut and compacting) 5.00 m3 19,887.00 99,435
Embankment (earthwork), 4.00 m3 0.00 0
Rain water drainage 10,000.00 Lamp Sum 1.00 10,000 　
On-site road, W=6 m, gravel t = 0.15 m 50.00 m 360.00 18,000 　
Liner (see options below)
Leachate conduction pipe, Dia: 8" 64.14 m 75.78 4,861
Main collector, Dia: 8" 45.80 m 136.35 6,245
Secondary leachate collector  Dia: 6" 41.70 m 454.35 18,946
Leachate Lagoon 20 m x 40 m, inc. HDPE liner and liner
anchor and 140 m. Fence 42.26 m2 800.00 33,808
Gas chimneys (10 unit.x 10 m.) 67.77 m 205.00 13,893

Sub-total 403,186
遮水工のオプション

オプション１ 35.69 m2 16,312.94 582,209
オプション２ 24.20 m2 16,312.94 394,773
オプション３ 8.94 m2 16,312.94 145,838
オプション４ 6.10 m2 16,312.94 99,509
オプション５ 21.37 m2 16,312.94 348,608
オプション６ 0 m2 16,312.94 0

建設費用合計  
オプション１を含む建設費 985,395
オプション２を含む建設費 797,959
オプション３を含む建設費 751,793
オプション４を含む建設費 549,023
オプション５を含む建設費 502,695
オプション６を含む建設費 Martes, 30 de Agosto de 2005 403,186

B.機材 (全ての税は除く）) 　
Chain Tractor 4G LGP 112,000 一式 1 112,000
Mini loader 27,000 一式 1 27,000
Dump truck 6 M3 57,000 一式 1 57,000
Cistern Truck (to trnsort leachate) 50,000 一式 1 50,000
Scale, 40 Tons 25,000 一式 1 25,000
Aerator, including pump 20,000 一式 2 40,000
計 311,000

総合計（A+B) 　

オプション１を含む総合計 1,296,395
オプション２を含む総合計 1,108,959
オプション３を含む総合計 1,062,793
オプション４を含む総合計 860,023
オプション５を含む総合計 813,695
オプション６を含む総合計 714,186  



－236－ 

8.4 既存処分場閉鎖 

 

ASINORLU にはサンタローザデリマ処分場以外に三つの処分場がある。即ち、ポロロ

ス／ヌエバエスパルタ共同利用の谷間処分場（2005 年 2 月で使用終了）、ボリバル平

地処分場（使用中）、リスリケ谷間処分場（使用中）の三つである。これら三つの処

分場の閉鎖も Plan of Operation（プロジェクト活動）に含まれている。 

閉鎖工事に必要な資金は米州開発銀行が提供する重要汚染地域浄化プログラム

（DAC）ローンを使用する予定である。 

コンサルタントは閉鎖工事に関して技術的支援（閉鎖工事計画立案）を行うことが

求められる。 

DAC 資金（ローン）利用して以下の処分場の閉鎖工事を 2005 年末までに開始するこ

とが既に決まっている。 

1. ウスルタン処分場 

2. エルグアイキン処分場 

3. コンセプションバトレス処分場 

4. スチトト処分場 

5. サンフランシスコメレンデス処分場 

6. タズラ処分場 

これらの処分場の閉鎖工事に関わる調査および計画立案はエルサルバドルのロー

カルコンサルタントが行った。 
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8.5 エルサルバドルの処分場建設に関連する情報（コントラクター、支払方法、保

証など） 

 

1) エルサルバドルにおけるコントラクター等のリスト 

 

エルサルバドルの主要な建設会社、地形測量会社、水文地質調査会社、設計会社を

以下のリストに示す。 
 

a. 処分場建設が可能と思われる建設工事業者（表 1） 

b. 地形測量が出来る会社（表２） 

c. 水文地質調査が出来る会社（表３） 

d. 処分場設計が出来る会社（表４） 

 

2) 工事業者への支払い方法 

 

a. エルサルバドルでは工事出来高に応じた半月毎の払いが一般的である工事出

来高は数量表（Bill of Quantity）に基づき評価される。 

b. 前払い金について：公共事業の場合、前払いは最大 30%という法律がある。エ

ルサルバドルでは処分場建設の事例は多くないが、処分場建設も公共事業と

考えられる。前途金が支払われた場合は、工事会社が前途金を全て使用した

後に追加的な支払いがなされる。 

 
3) 保証ボンド 

 

土木工事の入札業者は通常、入札保証（工事金額の 5%が一般的）の差し入れが要求

される。契約した業者は、入札保証を履行保証に変換することが求められる。工事完

成後 2年間、工事のうち、構造物（例えば管理事務所建物など）の機能を保証するボ

ンドの差し入れが要求される。ボンド額は対象構造物の建設価格の 10%。 

 

4) トラックや重機にかかる税金の種類 

 

a. 輸入税：トラックは 5%。しかしブルドーザーなどの重機にはかからない。 

b. 消費税：13% 

 

5) 地図 

 

エルサルバドル全土をカバーする 5万分の 1の地図が存在する。国立記録センター

（CNR－国土地理院に相当する）で購入できる。またエルサルバドルの多くの県の 2
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万 5 千分の１が存在する。 

 

6) 国営の設計会社、建設会社 

 

民営化により、国営の設計会社や建設会社は現在、存在しない。 

 

7) サンタローザデリマ処分場設計価格 

 

  住宅建設の場合は、設計価格は建設費の 8%が相場のようである。スペイン支援の

ラウニオン処分場の詳細設計料は 34,000 ドル。サンタローザデリマ処分場の規模は

ラウニオン処分場よりも小さいので、サンタローザデリマ処分場設計料は 30,000 ド

ル以下と予想される。 

 設計会社が人月ベースで技術者を出す場合、適用する一般管理費は通常 30%。処分

場設計が出来る会社は表 1参照。 

 

8) 水文地質調査 

 

水文地質調査実績がある会社のエンジニア（Ing. Jose Roberto Duarte Saldaña）

に問い合わせたところ、サンタローザデリマ処分場の水文地質調査の値段として

28,000 ドル程度との回答（非公式）があった。 
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表 1 処分場建設が可能と思われるエルサルバドル建設会社 

 会社名 本部の場所 電話番号 

ﾌｧｯｸｽ番号 

経験の有

無 

1 Constructora DISA S.A. de C.V. San 

Salvador 

2243 4777 No 

2 ETERRNA San 

Salvador 

2270 8666 

/2280 2637 

No 

3 INCATER San 

Salvador 

2275 7881 

2223 6777 

No 

4 Inversiones OMNI  2208 0880 

2264 0439 

No 

 

表２ 地形測量が出来る会社 
 会社名 本部の場所 電話番号 

ﾌｧｯｸｽ番号 

経験の有

無 

1 Victor Navarro San 

Salvador 

2272 1968 

7790 3168 

A 

2 Topografía y Tecnología Asociada 

S.A. de C.V. 

San 

Salvador 

2288 3255 A 

3 Geocat S.A. de C.V. San 

Salvador 

2224 0948 A 

A: 経験豊富  B: 経験は有る 

 

表３ 水文地質調査が出来る会社 
 会社名 本部の場所 電話番号 

ﾌｧｯｸｽ番号 

経験の有

無 

1 José Roberto Duarte Saldaña San 

Salvador 

2229-8244 

duartesal@y

ahoo.com 

A 

2 Carlos Ventura Montenegro San 

Salvador 

 A 

3 Federico Castellanos San 

Salvador 

2259 8156 

7874 9854 

A 

A: 経験豊富,  B: 経験は有る 
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表４ 衛生埋め立て処分場処分場の設計経験のある会社 
 会社名 本部の場所 電話番号 

ﾌｧｯｸｽ番号 

経験の有

無 

1 AMBIENTEC S.A de C.V San 

Salvador 

P: 2274 7432 

F: 2274 7432 

A 

2 CEMAVIA S.A. de C.V. San 

Salvador 

P: 2243 5406 

F: 2243 7197 

A 

3 ECOTRANS S.A. de C.V. San 

Salvador 

P: 2243 0484 

F: 2243 0484 

B 

4     

A: 経験豊富,  B: 経験は有る 
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8.6 ASINORLU 地域におけるルーラルエリア（カントン）の状況 

 
1) ルーラルエリアの人口 

パイロットプロジェクト地域 ASINORLU の人口の約４分の３がルーラルエリアと

区分されている地域に住んでいる。ルーラルエリアは全ての自治体に存在する。もっ

ともアーバン人口比率の高いサンタローザデリマでも人口の５３％がルーラルエリ

アに住んでいる。それ以外の8自治体の人口の８４％がルーラルエリアに住んでいる。 
 

2) ルーラルエリアの面積 

アーバンエリアの面積は ASINORLU 全体面積の０．３％であり、９９．７％がル

ーラルエリアである。 
 

3) カントン 

a. カントン 
ルーラルエリアはいくつかのカントンと呼ばれる村により構成されている。例

えば、ボリバルのルーラエリアは人口 4,205 人で 7 つのカントンがある。サンホ

セのルーラル人口は 2,557 人で４つのカントンがある。一つのカントンは数百人

から千人程度のようである。一つのカントンには小学校、教会がひとつずつある。 
 

b. カントンにおける集落のパターン 
カントンはいくつかのカセリオから構成されている。家の集落状況によって以

下のよう区分することが出来る。 
③ 家が隣り合って集落を形成している。 
④ 家が散在していて集落にはなっていない。 

 家が隣り合って集落を形成している場合（上記①）、家々は親戚関係である場

合も多い。散在している場合（上記②）においても家はカントン道路（カントン

とカントンを結ぶ）、または幹線道路（自治体中心と自治体中心を結ぶ）の道路

沿いに存在する。 
 

c. 自治体コミュニティーにおけるカントンの存在 
ASINORLUのコミュニティーを代表しているのはカントンである。ASINORLU

のそれぞれの自治体は複数のカントンと一つのアーバンエリアから構成されて

いる。アーバンエリアは自治体の中心に位置する役場、広場、教会およびその周

辺の住居より構成される。自治体コミュニティーにおいて、カスコウルバノはむ

しろ特殊なエリアという見方も出来る。アーバンエリアの周辺にカントンが従属

的に存在するのではなく、カントンを母体としてカスコウルバノが出現している

のではないだろうか。 
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一つのカントンはさらに、複数のカセリオスと呼ばれる集落より構成される。

カセリオを構成する家々は親戚関係が多い。 
 

d. リーダー 
それぞれのカントン、カセリオスにはリーダー的な人は存在するが、行政責任

者や行政事務所はない。 
 

4) アクセス 

a. 道路 
地自体の村役場からカントンに導く道路がある。カントンの奥にもう一つのカ

ントンが存在する。その奥に別のカントンが存在する場合もある。アーバンエリ

アからカントン、カントンからカントンへの道路は舗装されていない悪路が多い。

山間部では急勾配も頻繁にあり、そのような道路は雨により表面の凹凸が激しい。

そのような部分のみがコンクリート舗装されている場合もある。 
 

b. 交通手段 
道路によっては一日一本の定期バスが走っている。バスは村人にとって重要な

交通手段である。ボリバル市助役によれば、ボリバルのカントンでは数家に 1 家

はピックアップなどの車を有しており、近所の人がその車に同乗してアーバンエ

リアに行くことも一般的である。 
 
5) 生活 

a. 収入源 
カントンの人々の生活は半ば自給自足的である。ほとんどの家はとうもろこし

栽培を中心とする農業をしているが、農産物のほとんどは自分の家で消費され、

換金にまわす農産物は少ない。現金収入源は１）海外送金受け取り、２）家畜、

鶏の販売、３）野良仕事手伝いなどである。 
 

b. 家族 
   一つの家の人数は最低５、６人で、10 人以上も珍しくない。子供が多い。 
 

c. 農家の種類 
サンホセ市長の説明によれば、農家は次の三つに分類できる。 
① 土地を持たない農民 
② 小作農 
③ ４０マンサナ（２８ヘクタール）以上の土地と家畜５，６頭を有する農家 
上記のうち②が一番多い、③は少数とのことである。 
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d. 農地 
土地は肥沃とは言えない。作物の中ではとうもろこしの栽培が圧倒に多い

が、ボリバル市助役によれば、それ以外の作物がこの土地が適さないと証明

されているわけではない。ASINORLU は山間部が多く、土地面積の割りに耕

作地面積は少ない。 
 

e. 現金収入増加の機会 
サンホセ市長によれば、小作農の人々にも家畜を飼育し、現金収入を増やすチ

ャンスがあるはずとのこと。夫がとうもろこし栽培をし、妻が家畜を飼育して現

金収入を増やしている例もあるが、多くの人はそのような努力をしないとのこと。 
 

f. 貧困の原因 
ASINORLU カントンの人々の貧困の原因は以下にあるように思われる。 

① 内戦（ラウニオンを含むエルサルバドル東部地区は内戦による影響が大

きい。） 
② エルサルバドル政府は農業推進は重点施策としてはいない。マキラドー

ラ（保税加工区）には力を入れてきた。 
         生活向上への欲望が必ずしも強くはないと言えるかもしれない。 
 
6) 保健衛生 

a. 病院 
病気の時は、アーバンエリアにある保健所（クリニック）に行く。大きな病気

の時はサンミゲルの病院に行く。 
 

b. ヘルスプロモーター 
カントンにはヘルスプロモーターが一人いる。ヘルスプロモーターはカントン

の住民であり、農業などをしているが、同時にヘルスプロモーターの役割を果た

している。厚生省より月 300 ドル程度の給与を得ている。ヘルスプロモータはカ

ントンの家々を回り、主に子供の健康をチェックする。 
 
7) インタビュー 

 
a. サンホセのチャウティージョというカントン（人口約 1,200 人）のある家の家

長にインタビューを行った 
 

① 家族人数は 17 人。うち 14 人が子供。うち 8 人が小学校に通う。 
② 収入源：農業（主としてとうもろこし栽培）。ほとんどは自家消費されるが、

一部は売って現金を得る。この息子以外で仕事（農業）をしているのは家長
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のみ。息子の一人がアメリカに出稼ぎし、送金がある。 
③ 所有している土地：６マンサナ（約４．２ヘクタール）耕作地はこのうちわ

ずかである。 
④ 生活費：1 ヶ月の一家の生活費は２００ドル。 
⑤ 飲み水：近くの湧き水を汲んで来て利用 
⑥ 洗濯：家の裏を流れる川（幅５ｍぐらい）の水を利用 
⑦ 電気：有る 
⑧ 電話：無し。近所では２軒の家が電話を有している。 
⑨ 買い物：SRL およびサンホセのアーバンエリア（家から 4km で歩いていくこ

とも多い。） 
⑩ 車：無し 
⑪ ごみは燃やす。 
 

b. ボリバルのグワダルーペというカントン（人口約 800 人）でのある家長へのイ

ンタビューを行った 
 

① 家族人数：6 人。うち 3 人が子供、孫一人。 
② 収入源：とうもろこし栽培（山の急斜面での栽培）、野良仕事手伝い 
③ 買い物：ボリバルか SRL に週 1 回。ボリバルの役場まで歩き（2km 程度）、

月曜日と金曜日は SRL に行く。その場合はボリバルからはバスを利用。 
④ 飲料水：山頂からの水道パイプがある。 
⑤ 生活費：月 175 ドル 
⑥ ごみ：家の後ろの谷に捨てる。 

 
8) 行政による政策 

 カントンにいる人々がアーバンエリアに移動するのを防ぐため、カントンにもベー

シックサービス（アクセス道路、水道、電気など）を供給する。この政策により、ア

ーバンエリアへの人口移動は少ない。サンホセ市長によれば、ルーラルエリアの年人

口増加率は３％程度。これは高い出生率による自然増である。アーバンエリアの人口

増はルーラル人口増加率より低い。 
  
9) 本プロジェクトにおけるルーラルエリアの扱い 

本プロジェクトでは、アーバンエリアにおける廃棄物管理改善を主要テーマとする

ことは言わば暗黙の了解になっている。しかしルーラルエリア（カントン）のごみに

関連する衛生環境にも十分な注意を向けるべきである。ASINORLU におけるルーラル人

口は多い。上述の通り、ASINORLU の人口の 77%はルーラルエリアに住んでいる。サン

タローザデリマを除く 8自治体では、実に人口の 85%がルーラルエリアに住んでいる。 

ルーラルエリアの家も基本的には道路に面して建てられている。ルーラルエリアに
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は家が散在する地域と、数十軒あるいは百軒以上がまとまって存在する地域が多くあ

る。とりわけ後者の場合、廃棄物管理に関連し何らかの改善策を本プロジェクトを通

じて見出すべきである。 
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8.7 エルサルバドルにおける廃棄物分野および ASINORLU に関わる近年の国際支援 

 

1) 米州開発銀行の重要汚染地域浄化プロジェクトの資金（ローンおよび無償）の利

用状況 

 

情報源：本プロジェクト技術委員会 

 

(1) DAC 資金の利用用途 

 

DAC 資金の利用用途は以下のとおりである。 

1) 調査、設計等のサービス 

2) 処分場閉鎖 

3) 最終処分場建設・リハビリ 

4) 上記に関連した機材購入 

 

(2) 利用条件 

 

資金用途別の資金提供条件を下表に示す。 

 

重要汚染地域浄化プロジェクトのための IDB 資金の提供条件 

資金用途 条件 

1) 調査・設計サービス 1) 自治体は費用の 10%を負担する。 

2) 残り 90%は無償資金が利用出来る。 

2) 処分場閉鎖工事 1) 自治体は費用の 15%を負担する。 

2) 残り 85%は無償資金が利用出来る。 

3) 処分場建設・リハビリ 

4) 上記に関連した機材購入 

1) ローン 

 

(3) 利用主体 

 

利用主体は自治体である。MARN が借りてになることは無い。MARN は自治体に資金

の利用を強制することはない。自治体のコミットメントが表明された場合にのみ、米

州開発銀行に DAC 資金利用を打診する。 

 

(4) 利用実績 

 

下表に示されているように、６つの処分場閉鎖プロジェクトと一つの処分場改善プ

ロジェクト関わる調査・設計サービスにこれまで30万ドルの無償資金が利用された。
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閉鎖工事はいずれも 2005 年 12 月に開始される予定である。 

 

実施が決定されている DAC 資金利用プロジェクト 

 

プロジェクト 

プロジェ

クト総費

用 ($) 

閉鎖処分場

の平米辺り

閉鎖工事単

価 

($/m2) 

調査・設計

に利用さ

れた DAC 

資金の種

類 

工事に利

用する DAC

資金の種

類 

1. ウスルタン処分場閉鎖 101,294 9.33 無償 ローン 

2. エルグアイキン処分場閉

鎖 

36,643 18.36 無償 ローン 

3. コンセプションバトレス

処分場閉鎖 

28,708 9.91 無償 ローン 

4. スチトト処分場閉鎖 40,844 9.13 無償 ローン 

5. サンフランシスコメレン

デス処分場閉鎖 

29,954 6.56 無償 ローン 

6. タズラ処分場閉鎖 160,696 6.42 無償 ローン 

7. ウスルタン処分場改善 950,000  無償 ローン 

注）ウスルタンの処分場改善プロジェクトのローン条件：金利 5.4%。返済期間 20 年。 

備考：谷間の場合はごみを取り除くのではなく覆土する。処分場閉鎖計画は

エルサルバドルのローカルコンサルタントが作成した。 
 



－248－ 

2) EU 支援によるエルサルバドル・ホンジュラス 2 国プロジェクト（Bi-National 

Project）における ASINORLU 対象支援プロジェクト 

 

聞き取り対象：ASINORLU テクニカルユニットのテクニカルコーディネーターMr. 

Elmer Garcia 

聞き取り日時：2005 年 8 月 25 日 

聞き取り場所：ISDEM 東部事務所 

 

(1) 背景、目的 

 

エルサルバドルとホンジュラスの 2 国の経済開発を目的として、2002 年から 2003 年

にかけて EU がエルサルバドル／ホンジュラス 2 国対象の Bi-National Project 案を

提案した。当初、中米統合銀行（BCIE 銀行）が資金を出すという案があったが、BCIE

の資金不足により EU が資金支援をすることになった。資金は無償である。プロジェ

クト期間は開始より 2年間。ASINORLU テクニカルユニットのテクニカルコーディネー

ターによれば、この EU プロジェクトと JICA の ASINORLU を対象とした廃棄物プロジ

ェクトは相互補完的関係となり、ぶつかり合うことはあり得ない、また、セミナーな

どの共同開催もあり得る。 

 

(2) 窓口、実施機関 

 

本プロジェクトの中央政府レベルの窓口は環境天然資源省（MARN）である。プロジ

ェクトの実施主体は複数であるが、エルサルバドル側では ASINORLU である。 

 

(3) 資金 

 

EU と BCIE の協定に基づき、EU がプロジェクト資金を BCIE に入れる。この資金は

無償である。サブプロジェクト毎の資金配分についてはプロジェクト実施機関と EU

の間で協議して決めた。個々のサブプロジェクト内の活動内容、資金の使い道につい

ての最終決定権はプロジェクト実施主体にある。 

 

(4) プロジェクトの内容 

 

本プロジェクトは次のサブプロジェクトより構成される。 

 

1. 畜産プロジェクト 

a. 内容 

① 産に関する教育、研修 
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② 畜産学校形成、酪農企業形成研修 

b. 進捗 

2005 年 6 月に牧畜研修学校が設立され、研修が開始された。プロジェ

クト期間 2年間。 

 

2. 地方（ASINORLU）開発（80 万ユーロー） 

1) 内容 

① 経済開発（企業創出、企業家になるための人的資源開発） 

② ベンチャー企業を起こしたい企業家にベンチャーキャピタルを貸し出

す。資金額は 17.5 万ドル。例えば畜産ビジネスを始めたい人々もこの

資金を借りることが出来る。成功した場合は借りた資金を返すことに

なっている。失敗した場合は返済不要。例えば、リサイクル企業を起

こしたいという人に対する貸付も可能。相談事務所を設けて相談を受

ける。 

③ 出稼ぎ送金を集めて、資本をつくり、企業を起こしたい人に貸し出す。、

送金された資金を利用する仕組み作り 

2) 進捗 

2005 年 9 月にプロジェクトが開始される予定。 

 

3. 環境プロジェクト（資金額は未定） 

a. 内容 

① 米地域内の自然環境プロジェクトの一つで、ホンジュラスとの国境に

沿って流れるゴアスゴラン川の自然保全（水質保全と水量増加）がテ

ーマ。 

② 具体的プロジェクト案としては、植林、ダム建設がある。河川浄化の

ためのごみ管理もテーマと成りえる。 

③ 河川を共有している自治体はリスリケ、ポロロス、ヌエバエスパルタ、

コンセプションデオリエンテの 4自治体）。 

b. 進捗 

2006 年に開始する予定。現在、ASINORLU と EU 地域事務所（サンサル

バドル）が連携して具体的な活動を計画している。最終的には ASINORLU

自治体が、市長間協議の上決める。 

4. 道路インフラ支援（20 万ユーロー） 

 

(5) ASINORLU 

 

a. ASINORLU の設立 

北部ラ・ウニオン県自治体組合（ASINORLU）は、EU の提案に触発され形成された。
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当初、アナモロス、ポロロス、ヌエバエスパルタ、ポロロス、リスリケの 4自治体が

参加したが、その後 SRL など他の自治体が加わった。現在本プロジェクトには

ASINORLU9 自治体が参加している。 

 

b. 組合費 

各自治体が払うべき組合費は月 30 ドルである。2005 年 8 月までに払ったのはアナ

モロス、ポロロス、リスリケ、ヌエバエスパルタ、SRL の 5自治体である。ボリバル

も近いうちに支払う予定である。 

 

(6) ASINORLU テクニカルユニット 

 

a. テクニカルユニットの設立 

EU の要請により、ASINORLU は本プロジェクトの実施のために ASINORLU テクニカル

ユニットを設立した。このテクニカルユニットは JICA の廃棄物プロジェクトも担当

する。 

なお、JICA の廃棄物プロジェクトには、テクニカルユニットの他、SRL およびア

ナモロスから各一人、計 2名がテクニカルユニットと連携をとり参加する。 

 

b. テクニカルユニットの役割 

 ASINORLU が EU プロジェクトおよび JICA プロジェクトを実施するため、プロジェク

トの技術面、ロジスティック面を担う。これらのプロジェクトが終了した後は、次の

ドナープロジェクト形成を行う。現在、ASINORLU と姉妹組合の関係にあるスペインの

自治体組合が ASINORLU のエコツーリズ開発を支援するプロジェクトを発案する可能

性があり、テクニカルユニットはこれをフォローしている。 

 

c. テクニカルユニットの人員 

テクニカルユニットには以下の人員がいる。 

① クニカルコーディネーター 1 名 

② 秘書件経理担当 1 名 

③ ASINORLU 組織強化担当 1 名  

このうち、テクニカルコーディネーターと秘書兼経理担当は 2005 年４月に雇用さ

れている。ASINORLU 組織強化担当者は 2005 年 10 月に雇用される予定である。 

 

d. 給与負担 

テクニカルコーディネーターの給与はおよそ月 900 ドル、秘書兼経理担当の給与は

およそ 600 ドル。最初の 1 年間は EU がこれらの給与の 100%を出す。2 年目は 75%、3

年目は 50%、4 年目以降は 0%となっている。 
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e. テクニカルコーディネーターの経験 

 テクニカルコーディネーターの Mr. Elmer Garcia は衛生技師で、以前は USAID 支

援によるウスルタン市下水処理場管理、下水システムコスト分析、地域経済開発（そ

の中のエコツーリズム）のプロジェクトにおいてソーシャルコーディネーターの役割

の仕事をした。衛生技師。） 

 

3) スペイン支援によるラウニオン県南部自治体組合（ASIGOLFO）衛生埋め立て処分

場建設プロジェクト 

 

聞き取り対象：エルサルバドルの本プロジェクトのローカルコンサルタント Mr. Jose 

Angel Benitez (Architect) 

 

聞き取り日時：2005 年 8 月 26 日 

場所：ISDEM 東部事務所 

 
(1) プロジェクト実施主体 

 

ラウニオン県南部 ASIGOLFO13 自治体のうち、10 自治体が自主的に参加し、本プロ

ジェクトを実施する。 

注）サンホセ市が含まれる。サンホセ市長によれば、処分場の用地オーナーになった

ことで処分場を利用する権利は確保したが、サンタローザデリマ処分場の方が近いの

で、サンタローザデリマ処分場にごみを搬入する。 

 

(2) プロジェクト形成 

 

廃棄物分野における各自治体の要望の把握を通じて、本プロジェクトが形成された。

自治体による合意形成のための協議を通じて 10 自治体のために 1 箇所に処分場を作

ることがベストという認識に至った。 

 

(3) プロジェクトの活動 

 

a. 各自治体の廃棄物管理の実態、問題、ニーズの把握。具体的には以下を含む。 

 

① ごみ量、ごみ質、将来ごみ量予測 

② 収集サービス対象人口 

③ 処分場サイト選定（必要な面積、アクセスなどを考慮して選定） 

④ 処分場サイト購入：10 自治体が費用を出した。サイト面積は 55.83 マンサ

ナ。(38 ha) 
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b. 各自治体の廃棄物管理の実態、問題、ニーズの把握。具体的には以下を含む。 

 

① 分場の詳細設計（エルサルバドルコンサルタントが約 34,000 ドルで実施） 

② 処分場建設 

③ 工事スケジュール 

1. 処分場建設工事の入札公示：2005 年 8 月半ば 

2. 建設会社との契約：2005 年 9 月始め（注 1） 

3. 工事完了、ごみ搬入開始：2005 年 11 月 

注）トラックスケールおよび処分場オペレーション用ブルドーザー、

別途無償で調達される。トラックスケールが既に設置終了。 

注）MARN によれば、2005 年 9 月始めの工事開始は無理ではないかとの

意見。なぜなら、工事開始許可を得るのに必要な書類（EIA レポー

トなど）がまだ MARN に出されていないからとのこと。 

 

(4) 処分場計画概要 

a. 処分場の最終容量 160 万立米（1,607,784m3） 

b. 受け入れ期間：開始より 33 年間（ゾーン１：66%、ゾーン２：12%、ゾーン３：

21%） 

c. 受け入れごみ 25.2 トン／日 

d. ごみ収集対象：61,620 人（10 自治体のアーバン人口に相当） 

e. 一人当たりごみ発生量：0.52kg/日/人 x 61,620 人＝32 トン／日 

f. 受け入れごみ：無害なごみ 

g. 処分場の場所：ラ・ウニオン県ラ・ウニオン市 Tifuilotal カントン 

h. 処分場用地：標高は北側 265m、南側 205m。傾斜は北側 6%、南側 4.5%） 

i. 年間降雨量：平均 1,500mm 

j. 地質：コンチャグア火山による火山性地質：第 3 第 4 紀が 82%、堆積層 18%。

シルト粘土層（コーヒー色）および砂と粘土交じりの土。 

k. 透水性：1.15cm x 10-6から 3.6cm x 10-7 

 

(5) 処分場の設備 

a. スペインが供与するもの 

① ごみ受け入れのセル（スペインによる支援は最初のごみ 1年間分受け入れに必

要なセル） 

② 遮水工（セメント 30cm） 

③ ラグーン（ラグーンで処理された浸出水はタンクローリーで処分場に運搬し撒

く） 

④ ガス抜き管（30m おきに敷設）、ガスはパイプの先で燃やす 
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⑤ 有価物回収施設（人力とベルトコンベーヤー使用によるプラスチック類の回収、

施設は屋根付） 

⑥ コンポスト施設（受け入れごみ 1m3／日のマニュアル方式）。うまくいった場

合は商業ベースに移行させる。 

⑦ 管理棟 

⑧ 井戸があり水を取る。 

⑨ モニター井戸がある。（2箇所） 

⑩ サイト内道路 

⑪ アクセス道路（幹線道路から 2から 3 km） 

⑫ フェンス 

⑬ トラックスケール（40 トン） 

⑭ ブルドーザー1台（ごみおよび土を 80 トン／日扱う能力がある） 

b. 自治体が用意するもの 

① ローダー(レンタルで) 

② バックホー（処分場で使わない時、道路工事目的などに使用需要がある場合は

貸し出す） 

③ ダンプトラック 

 

(6) プロジェクト活動と費用 

a. 活動 

① 場建設前の調査、計画推進などの活動（これまでの 2年間） 

② 処分場建設 

b. 援助金額 

上記①は 60 万ドル。ただしトラックスケールおよびブルドーザーの調達費も

含む。②処分場建設が 30 万ドル、合計 90 万ドル。 

c. 資金条件 

二種類の資金から捻出された。一つはグラント。もう一つは見返り資金。（グ

ラントであるが、エルサルバドル側は同額分を道路開発に支出する義務を負

う） 

 

(7) 最大の課題 

 

最大の課題は、今後 10 自治体が自らの資金により 33 年間継続的に処分場を運転す

ることである。それを可能にするために必要な手立てを実施するようスペインは支援

する。 

a. 後の運転費用の推定（年間運転費用は約 8 万ドルと見積もられる。これには 2

年目以降のセル建設の費用も含まれる。）トン当たり費用は 17 ドル／トンと推

定。 
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b. 費用負担方法の確立 

c. 住民より徴収する料金の根拠 

d. 住民の料金支払い意思の確認 

e. （33 年間の運転が財務的に担保されない見込みの場合）MARN の基準見直し要請

－即ち衛生埋め立て処分場は本当に必要なのかの見直しを行うこともあり得

る。） 

f. （住民は処分場使用継続したいが、資金が不足する場合）MARN による資金支援

の可能性追及 

g. 自治体共通の管理（料金体系など）のしかたを作る。 

h. 処分場の運転指導 

i. 病院ごみが将来受け入れる場合は処分場の設計変更が必要となる 

 

(8) その他 

a. コンポストの利用方法について関係住民に教育する。 

b. リサイクルプロジェクトが 8 月末に承認される予定。プラスチックを回収し、

圧縮してブロックにする。 
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4) USAID によるウスルタン処分場建設 

 

訪問日時：2005 年 8 月 26 日 14:00 

案内者：処分場現場責任者 

 

(1) 所有者：ウスルタン県のウスルタン市を中心とする以下の 4自治体（ウスルタン、

エレブクアルキン、コンセプションバトレス、トリンウンフォ）から構成される

自治体組合 SOCINUS。この処分場の所有権の 80%はウスルタン市が保有している。 

(2) 利用している自治体：組合の 4 自治体＋ウスルタン県の他の 4 自治体。合計 8

自治体。 

(3) 敷地面積：60 マンサナ（約 42ha） 

(4) 建設費用：56 万ドル（小型ブルドーザー、コンパクター収集車 2 台、いくつか

の 4m3 程度のコンテナを含む） 

(5) 建設資金：USAID の無償 

(6) 組合の負担：組合設立当初、4自治体が合計 15,000 ドルを払い込んだ。 

(7) 設計：カナダの会社が設計 

(8) ごみ受け入れ開始：2003 年 

(9) 受け入れごみ量：40－45 トン／日 

(10) 処分料金：組合自治体も含め、この処分場を利用している全ての自治体から徴収

している。料金はトン当たり 12 ドル。しかし払わない自治体が多い。大きな自

治体ほど払わない。20 万ドル未払いになっている自治体もある。 

(11) ごみ収集 

8自治体が使用している車両はコンパクター車4台、ダンプトラック4台。当初USAID

は 4m3 程度のコンテナとそれを運ぶ車両をウスルタンに供与したが、このシステムは

ウスルタン市には合わず、現在使用されていない。 

(12) 改善工事 

この処分場は下に示したように、建設後の運転が当初計画どおりには行かず、改善

工事が必要とされている。自治体組合 SOCINUS は、この処分場の改善工事のために DAC

ローン 95 万ドルを借りることを決定した。DAC の無償資金はこれまでに６つの処分場

閉鎖に使用されることが決定されているが、DAC ローンを利用するのはこの自治体組

合が始めてである。ローン条件は金利 5.4%、ローン期間 20 年である。 

(13) 運転状況 

a. 埋め立て 

トラックにより搬入され降ろされたごみをレンタルのブルドーザーで、谷間に落と

しこんでいる。現在の埋め立て高さは 20m－25m 程度。レンタル費用は 2,000 ドル／

月。燃料（2.83 ドル／ガロン）は別。燃料消費量は週 55 ガロン。１ヶ月分の燃料代：

$2.83/ガロンｘ55 ガロン／週ｘ30 日/月/7 日/週＝667 ドル／月。 
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b. 覆土 

覆土は処分場サイト内の土を切り崩して週に 1回程度していとのことだが、見たと

ころ覆土量はわずかで、ごみと入り混じった状態。 

c. 火災 

 2005 年 5 月は 1 ヶ月間火災が続いた。重機が利用できず消すことが出来なかった。

しかしそれほど火は強くなく、埋め立て作業は出来たとのこと。2004 年 3 月に火災が

あったが、重機が利用できたので 3日で火を消した。 

d. 浸出水 

 ごみ層からしみ出た浸出液が未使用の処分場底部に溜まっている。溜まった浸出水

は 30 リットルの容器に汲み入れてごみ層上部まで運び、そこで撒く。 

e. 重機 

現在、小型のブルドーザーをレンタルで使用している。ごみの埋め立て、覆土取り

作業もこのブルドーザーでやっている。当初 USAID に供与された小型重機はゴム製キ

ャタピラで、その交換費用が 6,000 ドルと高いため、その後、使用されていない。 

f. 現場作業員 

 マネジャーも含め全部で 8名。このほか事務 3名がいる。事務所はウスルタン市役

所内にある。 

g. 再工事 

 処分場の運転状況が当初計画された状況と比べ非常に異なり悪くなったので、MARN

は再工事の入札を行う。応札書提出期限は 2005 年 8 月 26 日。資金は DUC のローン。

MARN の予算額は 95 万ドル。応札者はプロポーザル作成資料を 100 ドルで購入する。 

(14) 施設 

a. トラックスケール 

b. ガス抜きパイプは現在のところ敷設されていない。直径 10cm ぐらいの穴をあ

けたドラム缶が 10 個程度サイトにおいてあり、将来これをガス抜きパイプと

して敷設するとのこと。 

c. 遮水工は厚さ 2mm 程度のプラスチックシート。USAID は最初に使用するごみ受

け入れセル（遮水工シート含む）のみの建設費用を負担。 

d. 浸出液を貯めて置くプラスチック製タンク（1個 2m3）が二つある。 

e. ラグーン。まだ建設されていない。今後建設する。 

f. アクセス道路 

 数キロはあるアクセス道路は坂道で道路面の凹凸が激しく、収集車にはか

なりの負荷がかかりそうである。 
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5) ベルギー支援によるパサキナ埋め立て処分場 

 

訪問視察日時：2005 年 8 月 19 日 13:30-14:00 

 

(1) 建設資金： ベルギー。ブロアルカを通じての無償供与。 

(2) 建設期間：9ヶ月 

(3) 運転開始: 2001 年 2 月 

(4) ごみ搬入量： 1 日約 3トン 

(5) 収集車による運搬： 一日２，３トリップ 

(6) 覆土：基本的には毎日している。覆土は 20cm 

(7) 重機： ミニブルドーザー（ボルカット製）1 台あるが、現在故障で修理中。

普段は良く動いている。 

(8) 浸出水対策：バラストを敷いた。集水管が敷いてある。 

(9) コンクリート製のポンドがある。浸出水はあまり溜まっていない。 

(10) 現場の人員 

- 現場監督 1名 

- 重機運転手 1名 

- 土をならす作業員 1名 

(11) フェンス、ゲートある。トラックスケール無し。 

(12) 建設請負会社： サンサルバドルの会社 

(13) この処分場運転開始前は、別の場所でオープンダンピングをしていた。 
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